
回答通し番号 001 002 003 004 004 005 006 007 008 009 010 011 012 013
１．技術開発
の内容

屋内測位技術、屋
外・屋内シームレス
測位技術の確立
測位精度、測位速
度の向上に関する
研究
多様な測位方法の
確立
測位チップの軽量
化、低コスト化のた
めの研究
測位機器（ユーザ
測位機器、位置情
報発信ポイント）の
普及のための施策

1.　交通事故現場の位置情
報の把握
　　　①高速道路の上り、下
り、IC誘導路、立体交差点の
上下の把握
　　　②高架下、ビル陰、トン
ネル内等のGPS電波が届か
ない場所での位置把握
2.　屋内の位置情報の把握
　　　①マンションや高層建
築物内の階数や平面上の位
置把握
3.　山、海等携帯電話基地局
が希薄な場所における位置
情報把握

衛星等からの地域を限定した情報発信技術 GPS等のセン
サーデータの
推移から人や
物の場所や行
動の意味を推
定する技術

個人の位置情報と、リコ
メンドに代表させる個人
趣向や、個人の属性情
報等の組合わせで可能
な、ビジネスモデルの開
発。

自律測位のGNSS受信機で、
下記要件を満たすもの。
①GNSS受信機の電源ON
後、数秒以内で位置座標が
取得できる。
②小型、軽量(概ね50g以下)
である。
③電池寿命は１回の充電で１
週間以上持続できる。
④高感度であり、鞄の中、衣
服のポケット、車中等で常に
測位が可能である。

L1－SAIF信号及びLEX信号
の補強

3次元GIS （開発マッ
プの例よ
り）
通信設備
や通信機
器（携帯）
等の技術

携帯端末
と衛星の
通信が可
能になる
と、活用範
囲が広が
るように思
う。

防災・防犯
ソフト、３D三
次元地図

広範囲な
立体ＧＩＳ
（断面図・
シュミレー
ション景
観・写真映
像等）の開
発

屋外・屋内のシームレス
な地理空間情報をリア
ルタイムで利用するため
の技術

主な事業は電
力を中心とした
エネルギー事
業であるため、
①エネルギー
を低廉かつ低
廉に、②効率
的で利便性の
高いエネル
ギー利用技
術、③地球環
境の保全、に
資する技術開
発を行ってい
る。

２．技術開発
はなぜ必要
か？うまく開発
できれば、何
に使えそう
か？

マンナビゲーション
範囲の拡大
一般向けマンナビ
ゲーションの向上に
よる、位置情報コン
テンツの流通促進
企業向けマンナビ
ゲーションの向上に
よる、業務効率化
位置情報の収集コ
スト低減による、整
備の効率化、バリア
フリー施策促進

1.　交通事故発生時等の現
場急行時間短縮に有効
高速道路上り下り判別、IC誘
導路特定、立体交差点の上
下判別など、GPS電波が不
十分の場所で正確な位置把
握ができないと現場急行ま
での時間が余分にかかり、
救助が手遅れになる場合も
発生します。

2.　高度情報も含めて屋内の
位置情報を正確に把握する
技術開発により救助活動に
有効

3.　山、海等での衛星測位機
能付き携帯電話による位置
情報把握　⇒　山海等での
救助活動に有効

市町村では、防災行政無線として、市役所、
町村役場を中心に、学校等の公共施設、及
び街頭に設置されたスピーカーを通じて、住
民に災害情報、主に避難勧告や避難命令
の伝達に使われる防災行政無線が整備さ
れている。
そのような防災行政無線は、主に音声によ
る伝達であるため、情報量が限られており、
また、スピーカー等による伝送では、聞こえ
にくい場所に住民がいる、もしくは発災時に
は近隣市町村との放送内容が輻輳し、住民
が理解できるようなかたちでの伝達が困難
な場合がある。
従って、町丁目や町内会単位等、防災行政
の施行の最小単位に沿った形で、避難情報
等を音声だけではなく、文字や画像による情
報伝達を可能とする情報発信技術を整備す
ることが求められる。
これを活用することにより、音声での適切な
情報伝達が可能になるだけではなく、文字
や画像により、近隣の火災延焼や河川決壊
の模様などをあわせて伝送して切迫性を伝
えたり、日本語の理解がおぼつかない外国
人への伝達も可能となる。
さらには、携帯電話等を対象として、文字情
報や画像情報を活用することにって、観光
客や移動中の人々など、その地域の住民以
外に対しても、その方々に適切な情報をプッ
シュで伝えることが可能になる。

１．の技術によ
り人の状態を
推定できるよう
になると、
例えば、人が
自宅にいるの
かそれともオ
フィスにいるの
かなどの場所
の意味や、
人が遊んでい
るのかそれとも
仕事をしている
のかなどの人
の行動の意味
を特定できるよ
うになり、
その結果を地
理空間情報上
にマッピングす
ることで
国勢調査で実
施している就
業地などの調
査が自動化で
きる可能性が
ある。

１．位置情報に関して
は、
①防災緊急通知やイン
フラ事故情報、避難誘
導
②最寄施設（喫煙、トイ
レ）の情報。
２．リコメンドに関して
は、
位置情報と、口コミ（例：
媒体紹介があったお
店）や趣味（例：フクロウ
の置物収集）、購買履
歴と連動したローカル
広告配信。モニター依
頼等。
３．属性認証に関して
は、
①障害者情報から緊急
時の医療、施設案内。
②医師、警察、消防、公
務員、学生を活用した
非番ボランティアネット
ワーク。
③免許、会員、学生、資
格制限者(年齢や資格
等）に向けた、認証、施
設・イベント案内、督促
通知など。

移動体の位置を単発で知る
ということを活用したアプリ
ケーションはセキュリティサー
ビスをはじめ数多くあるが､そ
の中には人物や小動物、小
物体(郵便物等)の位置を必
要とするものが含まれる。た
とえば子供がGNSS端末を携
帯する場合、鞄や(将来的に
は)靴の中などに装着するこ
とを前提とすると、形状は小
型軽量で且つ電池寿命も長
く、衛星電波に対して高感度
でなくてはならない。このよう
な端末、測位技術が実現す
れば、セキュリティサービス
以外の多くのアプリケーショ
ンでの活用が可能。

１　L1－SAIF信号の補強
（１）技術開発の必要性：数ｍ
レベルの補正信号及び捕捉
支援として必要（特に、車両・
歩行者に対して高い応答性
を重視した捕捉支援の必要
性）
（２）開発後の利用形態：①
ITS、②携帯電話、③物流等

２　LEX信号の補強
（１）技術開発の必要性：数ｃ
ｍレベルの補正信号として必
要（地理空間情報の整備に
向けたGPS測量、及び低速
移動体に対する高精度測位
の必要性）
（２）開発後の利用形態：①
GPS測量、②産業機械・ロ
ボット、③運行分野（船舶接
岸支援等

２次元情報
だけでは、
現況を即座
に把握する
のが容易で
はない。下
水道、上水
道など管路
をVisualに
見たい場合
は有用と思
われる。

これから
もっと発
展していく
だろうと思
うから。

広範囲に
わたって
活用でき
るのでは
ないでしょ
うか。

安座\全・
安心のた
めの、たと
えば山登
りで遭難し
た人の救
助信号や
位置がす
ぐわかるな
ど。

・災害の起
こりそうな場
所の明示や
避難場所の
明示、災害
時の災害場
所の明示　・
人身犯罪の
場所等の明
示。これが
できれば国
民一人一人
にとって有
益となる。自
分で自分を
守る。

立体ＧＩＳ
は局部的
な処理し
か出来な
いため、広
範囲化す
れば道路・
ダム等設
計用の
シュミレー
ションが出
来、視覚
（リアル
な）的にプ
レゼンが
出来る。

建設業では、工場のよう
な固定的な施設・設備を
備え付けることができな
い「建築現場」において
生産管理を実施する必
要がある。
固定的な施設・設備で
はないため、資機材・物
流など管理などが十分
ではなく、生産効率の改
善が困難な状況にある。
建築資材や施工機械な
どの位置情報（地理空
間情報）をリアルタイム
で取得することができれ
ば、飛躍的な生産効率
の向上を実現することが
できる。

技術開発は、
「安定供給の
確保」「継続的
なコスト低減」
「安全性の維
持・向上」「故
障対応力の維
持・向上」「エネ
ルギーの需要
開発」等のた
め必要であり、
また、化石燃
料の価格高騰
や需給のタイト
化、地球温暖
化問題へ資す
るために必要
である。

３．既存の技
術ではなぜ使
えないのか？
どこが使えな
いのか？

屋内測位ができな
い（精度が出ない）
ため、地下街や大
型交通施設などで
利用できない
携帯電話GPS測位
は基地局支援が必
要なため、ユーザが
パケット通信コスト
を負担する必要が
ある

1.　既存技術ではGPS電波
が届かない所では、正確な
位置測位が不可。

2.　屋内では、GPS電話が届
かないため測位困難。高度
情報は誤差が大きい。

3.　山、海等では基地局が無
い所が多いため、測位機能
付き携帯は利用不可。

既存の技術では、地域を限定、特に町丁目
や町内会等の単位を軸とした情報を、送信
者からのプッシュ形式により、聞き取りやす
い音声や、文字画像で個別に伝送する適切
な手段がない。

携帯電話の利用が考えられるが、基地局単
位での伝送になるため、町丁目単位での伝
送は困難である。また、技術的な課題では
ないが、放送に近い内容となるため、法的な
整理が改めて必要である。

現在の国勢調
査の手法で
は、紙ベースで
アンケートし、
その結果を時
間をかけてまと
める必要があ
り、
5年に一度の
周期でしか調
査を実施でき
ない問題があ
る。

１．属性認証機関と、携
帯会社とのサービスモ
デルに関した議論。
（データ交換や運用等
の標準化も含む）
２．各アプリの要求に応
じた位置精度、ＧＰＳ不
感ロケの対策。
３．リアル取得の場合の
携帯バッテリィの持ち。

自律測位のGNSS受信機で
は下記問題がある。
①自律測位のGNSS端末の
感度は高感度型のものでも
初期捕捉感度で－145dBm
程度であり、鞄の中や車中で
の位置捕捉に難がある。
②自律測位のGNSS端末の
初期捕捉速度(コールドス
タート)は、数十秒以上であ
り、緊急時の位置情報として
は遅延が大きすぎる。
③自律測位のGNSS端末の
消費電力は、0.1W以上あり、
2次電池駆動では連続動作
で1日程度しか動作しない。

米国のＧＰＳに依存してきた
日本は今日、世界最大のＧＰ
Ｓ利用大国になっている。利
用の観点から、ＤＯＰ値や測
位精度の向上、捕捉時間の
短縮は市場ニーズが高く、Ｇ
ＰＳ利用を促進し産業界をよ
り高度化するためには極めて
重要である。米国ＧＰＳ政策
によってその電波・信号は空
気のように使われているが、
その無償利用環境によって
数々のＧＰＳを活用した企業
活動への適用事例が増えて
いる。更にＧＰＳの使い勝手
を良くし、国際競争力を高め
ることが国益に繋がる。

現状では
GISソフトと３
次元CGソフ
トが連動し
てはいな
い。

ex.　携帯
電話の場
合・・・電
波の届か
ない所等
があるた
め。

山などは
地上の携
帯電話も
カバーして
ないと思
われるの
で。

１つのソフト
しかも無料
で上記のよ
うな情報が
すべて見ら
れるものが
ない

情報量の
問題もあ
るが、現在
平面情報
から立体
化している
のが現状
と思われ
る事から、
リアリティ
に欠ける
部分があ
る。

・通常のGPSでは屋内で
の位置情報把握が困難
・屋内用の位置情報シス
テムだけでは、工場や物
流過程を含む統合的な
管理ができない

使える・使えな
いとの議論で
はなく、技術力
の恒常的な向
上により「安定
供給」「コスト低
減」等を実現し
てゆくもの

４．技術開発
の難しさはどう
か？適用でき
そうな技術的
シードはある
か？

屋外GPSの場合、
建造物などの遮蔽
物、反射物による測
位低下の解消が難
しい
RFID、無線LANを
利用した測位は、発
信（基準）ポイントが
普及すれば精度向
上が臨めるため、
期待できると思う

1.　カーナビ技術の進展、応
用

2.　GPS以外の無線LAN、無
線タグ

3.　山、海等における携帯基
地局の設置。　または、未だ
高価であるが、衛星電話の
普及

現在、海上には基地局が設
置されていない。代わりに海
岸近くの基地局により位置
測位が行われるため、誤差
が大きくなっています。

衛星からの情報伝送技術等が活用できるの
では。

GPS測位によ
る人の位置
データの変化
の推移と、
実際にその人
が記録してお
いた場所や行
動の意味の相
関分析を、
それなりの期
間および人数
に対して実施
することで、
位置データか
ら状態を推定
する技術を生
み出せる可能
性がある。

上記技術的課題と、認
証機関の保障担保。

GNSS受信機での高速初期
捕捉、高受信感度、低消費
電力を併せ持つものは存在
していない。

補正技術は、既に（独）電子
航法研究所によってＳＢＡＳ
が本格運用段階を迎え、ま
た、ネットワークアシスッテッ
ド技術やＶＲＳ技術の海外導
入を通じて普及段階を迎えて
いる。従い、自国の技術とし
て、アルゴリズム等、海外技
術を基礎に、より高度化した
利用技術に焦点をおき研究
する必要性がある。また、１
チップ化（携帯電話の場合）、
小型化に向けた製品開発も
重要。

弊社はソフ
ト開発を行う
業種ではな
いためコメン
ト出来ない。

ex.　携帯
電話の全
国どこで
もつなが
るようにす
るには、
金銭的に
も難しい
のではな
いか。

端末の小
型化、省
電力化な
どがむず
かしいと思
う。

これら情報
の仕様が統
一できれば
問題なくで
きるかもし
れない

三次元情
報に加え
て時間情
報も加え
たら、コン
ピュータの
莫大な容
量と高速
な計算処
理が必要
で、費用も
高価にな
ることが考
えられる。
安価の高
性能のコ
ンピュータ
開発が望
まれる。

建築現場への適用に関
しての課題
・地理空間情報の利用
のために、何らかの設備
を建築現場に一時的に
設置する必要があるな
らば、簡易なシステムで
なければならない（固定
的な、重装備の設備は
日々状況が変化する建
築現場では利用できな
い）
・屋内での位置情報に
関して、高さ方向の情報
に精度が必要（吹き抜け
ているような空間におい
ても、どの階に資機材が
あるのかが判別できるよ
うにするために）

電力は安全・
安定の前提
で、技術開発
を行っているの
で、少しずつの
向上・改善を継
続的に行って
いることが特徴
であり、画期的
な技術的シー
ドはなかなか
ない。

アンケート回答　Ｑ１　研究開発すべきと考えられる技術      記載無き回答番号はカット



014 015 016 016 017 018 019 020 021 022 023 024 025
ネットワーク型広域RTKに向けた
GPS補正データのリアルタイム生
成および配信

・リアルタイム衛
星画像利用シス
テム

道路交
通流を
数ヶ所
同時観
測した結
果を基
に分析、
ある道
路の必
要・不必
要を自
動的に
判定でき
るシステ
ム

「かぐ
や」が月
で太陽
が当た
り続ける
場所を
探したよ
うに、太
陽光発
電所に
適した
場所を
検出す
る仕組
み

①GPS絶
対時計を
利用した
計算機の
時刻同期
システム
技術の開
発
②高セ
キュリティ
化を図っ
た①のシ
ステムの
開発

「研究開発マップの例」では殆ど
網羅されていると拝見致しました
が、都市部などにおける人・物の
ロケーション（災害対策含む）で
は、地形情報だけではなく、高層
建物や地下、道路の立体交差や
架橋の構造物から季節などで変
化する河川や植生におよび様々
な高さ情報を含む実空間データ
が必要であり、未だ充分に整備・
共用されてない問題がある。
この高精度な測位空間データの
交換形式、流通促進に向けた研
究開発を国が地公体と連携して
推進する必要がある。

農業生産技術、流通技術のIT化と支援行政情報システム、農
村広域災害の減災・復旧技術

・地理空間
情報とし
て、土地の
一筆単位
での位置・
面積・履
歴・権利関
係の把
握。

現在は国土地理
院の地図上に衛
星測位データを組
み合わせて地籍
管理が可能になる
が、衛星画像と衛
星測位データを組
み合わせた手法
が市町村の地籍
調査費用の削減
により効率的な地
籍管理が可能にな
るため、このおよう
な地籍管理システ
ムの技術開発を提
言する。

お送りいただいた資料を
あまり見る時間がなかっ
たので、的外れな回答か
もしれませんがご容赦く
ださい。
■地下空間などでの衛星
情報の配信技術
・再放射器ではなく、安価
に衛星情報として取り込
める仕組み作り(出来れ
ば、従来品をそのまま使
えることが望ましい)
・機器設置にコストがか
からない、配線等が極力
不要なアクセスポイントの
開発

偏在するリソース
とリソースデマンド
を時空間上で可
視化・マッチング
し、リソース価値
を交換を
自動即時化する
技術

小中学生向けの、現
在位置発信機器。

有害物質、危険物質
（毒性の高い化学物
資、放射性物質、爆発
物など）の流通、保管
の管理技術
　化学物質などの輸送
時の位置情報のリア
ルタイムでの管理、ま
た、受け取り後の保管
状況（指定の施設内に
保管されたか。温度管
理など）を把握し、化学
物質を規制に従って管
理し、安全性を高め
る。

静止点においてセンチメートル
級，移動体においてデシメートル
級の位置情報を得るためには，搬
送波位相による測位が必須とな
る．現在，測量向けにしか利用さ
れていない2周波GPS受信機によ
るRTK測位であるが，民生信号が
L2帯にも追加されたことにより，近
い将来にはカーナビなどにも安価
な2周波受信機が搭載できるよう
になると考えられる．さらに，
QZSSなどの衛星による日本全土
をカバーする補正データ配信を行
うことで，現状より一桁以上精度
の良い測位がいつでも，どこでも
可能となる．

・背景図は作っ
ている間に変わ
るので、永遠と
完成しません。

・衛星写真をリ
アルタイムにオ
ルソフォトに加
工し、背景図に
手軽に使えれ
ば、
　いつでも最新
の背景図として
使用できる。

・うまく開発でき
れば、役場では
固定資産等の
チェックが容易
に出来てしまう。

税金を
有効に
使うた
め。　縦
割り行政
による重
複する
農道等
を無くす
ため。
税金が
無駄に
使われ
なくなれ
ば国民
の生活
改善に
つなが
る。

エネル
ギー資
源確保
で戦争
に巻き
込まれ
ないた
め。　勿
論電力
供給に
つかう。

リアルタイ
ム取引が
重要とな
る証券や
商品の電
子取引に
おいて、Ｇ
ＰＳ時刻
を利用し
た電子商
取引技術
を確立
し、システ
ム効率性
の向上を
図る。

ロケーションサービスなどの高度
化に伴い、衛星測位（ＰＮＴ）によ
る位置標定において測位データ
の秘匿化と厳格な管理技術など
が必要となれば、無秩序な利用
対策や利用者（重要施設などの
位置情報含む）の保護のため
ベースラインを生み出し、新たな
産業・新サービスの創出にも期
待できる。

農業分野で導入コストが格段に安く、使いやすいシステムが日
本では存在しない。流通系のシステムと農業生産管理のGAP
などのシステムがIT技術を利用していないか融合していないた
め、日本農業の実情に合わせた技術開発が必要。農業生産を
圃場別、作目別に管理することと、農家高齢化対策として法人
化した場合の作業者管理、流通系の改善、消費者への情報開
示、水路ポンプなど灌漑施設管理の近代化と地震災害などの
広域災害時に消防、警察、行政など他分野地域連携に対応す
る減災・災害復旧技術につながる。

・公共事業
のスピード
アップ。
・災害時に
おける速
やかな状
況把握及
び復旧作
業。

現在、主に市町村
が主体となって土
地所有者の地番、
地目を調査し、境
界の位置、面積を
測量するための地
積調査を実施して
おり、このための
情報としてGISが
非常に有用であ
る。特に山間部や
離島（無人）などで
はこの調査のため
に、多くの人でが
必要であり、正確
な測量は困難であ
り、衛星測位によ
り、より確実にわ
が国の地籍データ
を管理することが
できる技術開発を
早期に実現すれば
利活用できる。

現状では、地下区間に入
るとＧＰＳは全く無力。
さらに地下区間から出た
際にも補足が遅く、単体
での利用には制限があ
る。(アシスト情報を使え
ば、かなり高速になるが、
メーカーからのデータ供
給なので、内容が不明で
商業利用には不安が残
る)
うまくできれば、いかが可
能。
・地下、トンネル区間での
電車の位置特定
・旅客への駅玄関から降
車駅までのシームレスな
案内
・その他

自動車、バス、電
車、などの交通シ
ステムの利用や、
病院、行政などの
待ち行列、トイレ、
レストランなどの
座席権、などの偏
在する所有リソー
スと、病人、妊
婦、老人、子供、
障害者、緊急自
動車など
が必要とする利用
リソースの社会的
価値交換を自動
的に行うことによ
り、待ち時間ゼロ
のポストICT社会
を実現する。これ
により、生産性向
上や効率化と環
境保護の両立と、
ICTの普及によっ
て失われた人の
社会関係、互酬、
ネットワーキング
の復活ができる。

・昨今、小・中学生が
携帯電話を教育現
場へ持込み、社会問
題となっている。
・親側からの理屈で
は、いざという時どこ
にいるのかを把握す
るためとなっている。
・このような機器を開
発し、低額で全小・中
学生に貸すことによ
り、安全・安心のみな
らず、授業中の通話
による
最悪の状況を回避す
ることができる。（親
が金持ちでなくては
携帯電話が持てない
と言った状況を回避
し
安全の公平性からも
考えるべき。）
・貸し出した機器は
卒業と同時に回収
し、再利用率を高め
る。
・電源が切れた時の
位置情報発信機能
開発が必須。

　現在、移動の届けな
どが必要な物質のリア
ルタイムでの管理が可
能。また、保管場所な
どの位置情報が取得
できれば、指定された
施設にほかされている
かなどの立ち入り検査
などで調査している情
報も得ることができる。

ローカルなRTKサービスのための
補正データ生成はすでに民間か
ら提供されているが，日本全土を
カバーするようなサービスは存在
しない．配信方法としては，携帯
電話が主流であるが，山間部など
ネットワークが全土をカバーして
いるとは言えない．配信手段とし
てQZSSが利用できるようになれ
ば，日本全土をカバーする補正
データの配信が可能となる．しか
し，補正データ生成のための推定
パラメータ量が莫大になるため，
より効率の良い推定アルゴリズム
の開発と，処理能力の高い計算
システムの使用が必要となる．

・背景図がシス
テムによって違
うということは、
取得した位置も
多少誤差が出
てくるのでは？
　現地で測定す
れば絶対位置
は合うが周りの
地物との相互関
係が合わなくな
る。
　（カーナビで道
路が無い場所を
移動しているこ
とがよくあると思
う。）

交通量
の推測
プログラ
ムでは、
その道
路の要
不要は
判らな
い。

既存の
技術は
知らな
い。

日本で
は、ＧＰＳ
時刻を電
子商取引
等に活用
してなた
め。

準天頂衛星システムの普及時に
は必要であり現状では未だ実証
されていない。

既存の技術の組み合わせで対応できる部分とISOなどで議論
の進んでいるGMLなどの分散協調環境でのGISの規格作りが
必要な部分がある。既存技術の組み合わせで対応可能な部分
は、農業生産、農産物加工流通、農村基盤保全など多岐にわ
たる情報システム高度化利用に必要な情報技術が幅広く各種
の情報技術体系にまたがるため技術者が対応しきれない、農
業諸分野の統合システムを計画するシステム設計技術者の人
材難、銀行系の情報システム統合のような予算が農業分野で
はないなどのネックがある。また、農家や農村地域へ情報技術
を導入する際の費用負担についても解決していない。行政側も
農業関係ですら縦割り行政のため、統合地理空間情報システ
ムの計画が出てきにくい。農家レベルや市町村役場、農協レベ
ルで地理空間情報システムの導入は、初期投資が負担できな
い、基盤地図が入手できない、ソフトウエアの使用法や概念を
指導する機関がない、継続的に使用するためのバージョンアッ
プやデータ更新費用の負担に堪えきれない、導入効果が明確
でないと議会で追及されるなどの問題がある。

現在、国
土交通省
及び各地
方自治体
で実施さ
れている、
土地活用
促進調査
及び地籍
調査が進
行中であ
り、　デー
タとして完
成にいたっ
ていない。

既存の衛星画像
の分解能が1m程
度であるが、今後
0.5m程度の制度
が得られれば、衛
星測位（PNT）と組
み合わせて効率
的な地籍管理が
可能になる。

既存の技術というか、製
品はコスト面で高価す
ぎ、あるいは、配線等の
設備費に大きなコストが
かかる。安価なＧＰＳを使
いたいのに、本末転倒な
話となる。

時空間偏在する
多様なリソースを
オンデマンド・セン
シングし、社会的
価値を計量化し、
リソースを体系的
に可視化し、マッ
チングする自働即
時化技術はない。

既存では、GPS機能
付きの携帯電話はあ
るが、通信（通話）機
能が仇となっている。

　現在開発されている
技術の延長線上で個
別の物質の移動中の
位置情報を把握するこ
とは可能であると思わ
れる。
しかし、保管場所など
の管理になるとより精
度の高い位置情報の
取得が必要となる

すでに，GPS観測値の誤差につい
ては，様々なモデルが提案されて
いる．これらモデルのパラメータを
推定するために莫大な処理が必
要となるが，クラウドコンピュー
ティングやマルチコアCPUの利用
など，技術的には解決可能なもの
と考えられる．

・膨大な画像
データを扱うの
でネットワーク
の速度が早くな
らないと使えな
い。

不明 太陽光
発電に
適すると
はどうい
うことか
判れば
できる
ので
は？
解析方
法は難
しいか
も。

先に導入
した国の
運用性の
調査や、
日本にお
ける導入
の可能性
評価・検
討が必
要。

ロケーションサービスでは、測位
の場所（座標）と地理空間情報
から認証／否認する考え方もあ
り、様々なサービスから多様な
整備が想定されるため、産学官
連携によるベースラインを定める
ことが先決である。

適切に全体の情報システム設計を行うことができるような高度
技術者がいて、技術開発が行われれば、技術的に解決が難し
いとはいえない。予算や流通システムなど、既存の社会制度や
慣行的商取引が変わる必要があり、こちらの方が技術のネック
よりも大きい。

現在の権
利意識の
高揚並び
に多様化
により、全
ての地籍
調査が完
了するとは
考えにく
い。土地活
用促進調
査、地籍
調査の進
行具合に
合わせて
段階的に
開発を進
めていけ
ばよいの
では。

現状では航空写
真とGISを組み合
わせて実現可能で
あるが、衛星写真
（画像）に比べて高
価になるので、衛
星写真（画像）と組
み合わせたシステ
ムは山間部や離
島の多い市町村で
は費用対効果が
改善できるものと
考えている。

・アメリカ国防省のＧＰＳ
衛星を利用しているの
で、詳細な内容が一般
ユーザーには不明。
・内容が分かれば、それ
なりの対応が出来るかと
思われる。

GPS付き携帯電
話、カーナビ、
RFID、センシング
ネットなどは世界
最先端のICT基盤
を有する。
それを活用したリ
ソース価値の計
量化、可視化、交
換を行うService
Computing技術は
ない。

＊日本のMEMS技術
を使えば、開発はそ
れ程難しくないと思
われる。
＊ハードウエアの開
発よりも、通信データ
（位置情報＋機器番
号）をやり取りするた
めのインフラ＋
管理するためのソフ
トウェア、個人情報
管理の方に解決す
べき問題が多い。
（文科省、通信キャリ
ア等を交えて、真剣
に議論する時期に来
ていると思われる。）

技術的なハードルは高
くないと思われるが、
管理施設などの登録、
物質へ取り付けるタグ
の統一などネットワー
クの構築が課題となる
と思われる。
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　各地域における道路の地上・
地下空間の整備状況、沿道状
況、地域ニーズや観光資源、地
勢、自然環境等の情報と、歩行
者、公共交通機関、二輪車、自
動車の位置情報、運行情報、混
雑状況、施設運用状況、利用状
況、交通規制情報など4次元電
子地図でリアルタイムで共有す
る。この情報やデータ等をもと
に、道路サービス水準や道路区
分別の機能・役割等を分析・評
価し、地域の実情に応じた道路
構造を採用し、安全で快適な住
民満足を基本とした道路整備を
進める。

現在開発中の準天頂衛星システムが有するLEX
信号を有効活用したGPS、QZSS、GALIREO、
GLONASS等のGNSS用の測位補強（DGPS補正情
報）を開発し、衛星捕捉が困難と言われている都
市部での屋外測位を可能とする技術開発とQZSS
の特長である天頂にあることを利用したDGPS測
位手法を開発することで、マルチパス等の影響を
低減させるアーキテクチャーの開発を行う。

空間情報の下図
となる白地図の
効率よい作成組
織と手段（技術
開発）が必要と
思います。
従来の空中写真
撮影（衛星画像）
デジタル図化と
いう流れではコ
ストが膨大となり
メンテが困難で
す。

RFIDチップのGISへの応用。現在、
基準点にICチップを埋め込んでいる
が、RFIDは、動的かつ複数のオブ
ジェクトの対象をリアルタイムにモニ
タリングできる。製造業における生
産管理システム、品質管理システ
ム、トレーサビリティ システムへの
応用、アパレル業界における検品
作業の簡素化、一般的な企業にお
ける資産管理システムへの応用な
ど、ほとんどすべての分野において
活用が期待されている。RFIDチップ
を利用してGIS上でも3次元の地理
的範囲、4次元の時系列的なデータ
取得処理が可能となると考えられ
る。

国内の様々
な環境下で
の農地にお
いて安定し
てcmオー
ダーの位置
情報を取得
し利用可能
となるIT自動
走行技術。
及び基盤地
図としての農
地地図の整
備と更新の
新たな手
法、技術。

TTFFなどで
はなく、
DATAの
Interfaceの
統合、
Lex/L1safe
のデータを
容易に利用
する仕組
み、等QZS
受信が
Consumer市
場のユー
ザーにメリッ
トがある仕
組みの開発

衛星測位を活用し、列車
が自らの位置及び他車
の位置を検出して衝突、
追突などを防止し、かつ
踏切を列車から自動的
に遠隔制御する技術。こ
の実現のためには、高
速移動体での衛星測位
精度の向上、受信率の
向上、悪意のある妨害波
の対応策、GPSの意図
的操作の対応策など、測
位に係わる異常状態を
すべて確実に検出する
技術開発が必要と思い
ます。

CADデータか
ら座標、ライ
ン、データ等
を区分して取
り出し管理す
る。

広範囲の標
高を高精度
（2ｃｍ以内）
で安価に計
測できる技
術を開発す
る。

航空写真、
人工衛星画
像等の画像
データから
の地物認識

屋外、屋内を
シームレスに
測位し、ユー
ザーに位置情
報を提供でき
る技術。

ＧＰＳ、準天頂衛
星、GALILEOな
どの複数の
GNSSを利用し
た衛星測位

情報ツー
ルの小
型化、低
価格化、
利用料
の低料
金化を達
成できる
ための
地理空
間情報シ
ステム
ツールの
開発

準天頂衛星を利
用した捕捉支援
情報の放送

人が集まる場
所（駅、ショッ
ピングモール
等）における
人の流れを簡
易に計測する
ことができ、
その結果や
予め入力され
た個人の趣
向を統合し、
個々にとって
最適な行動
計画をナビ
ゲートする技
術。

　公共投資財源の厳しさや社会
資本整備のあり方が問われる
中、新たな道路中期計画では、
各地域の実情に配慮した道路整
備に向け、「地方版の計画」を新
たに策定することが定められた。
このため、住民満足の視点から
幹線ネットワークの形成や身近
な生活道路の整備・管理・運用を
図る必要がある。住民理解の上
に立った「選択と集中」による地
域の実情を踏まえた新たな「交
通計画」の策定や「地域計画」及
び「都市計画」にも反映できる。

【必要性】
都市部等の上空視界の悪い場所で、GPSのみで
は捕捉衛星が少ないことから測位できない箇所が
多く発生する。このことから、利用者側のシステム
で捕捉対象の衛星を増やすことは、有効な手段と
言えるが、一方測位の補強データが無いことから
測位精度の向上ができない。そこで、多くのGNSS
が利用できる測位補強データを提供することで、
GNSSを利用した高精度の測位が可能とする。
更に、衛星測位の問題点の一つとして、マルチパ
ス等による誤測位が発生し、期待する測位結果を
得ることができない。国内での利用を考えると
QZSSが、日本上空に配置されるのでこれを精度
確認の基準衛星とするDGPＳ測位のアルゴリズム
を構築することで衛星測位の誤測位として問題と
なるマルチパスなども解消できると考える。
【使途】
次世代ITSにおいて、高精度の測位は必要条件と
いえる。高次元のITSを検討する上で、測位結果
の信頼性は重要な要素と言える。又、瀬戸内海な
どの、船の運航が混雑する地域においての、安全
運行の為の誘導システムにも有効に利用可能と
なる。
車椅子などのナビゲーションにおいても、高精度で
信頼性の高い測位結果を得ることができれば、安
全性の高い誘導も可能となる。
高精度で信頼性の高い測位は、安全・安心をキー
ワードとした安価なシステム構築には、必須のアイ
テムと考える。

空間データで特定
事業者や個人が
白地図を整備する
発想になく白地図
は始めから存在し
ていてその上の情
報を提供する思想
と思います。
白地図は自治体
の都市計画図を
あてにするのが一
般的ですが今後
の自治体の体力
を思うと定期的ｊ更
新はムリかと。国
土地理院も2500
全国整備は今さら
できないのでは？
都市計画範囲外
の白地図は25000
で我慢するの
か・・・

リアルタイムのGISは現状ではあま
り一般的ではないため、この技術が
応用できれば即時の対応や、デー
タ整備までのタイムラグが簡略化さ
れ、より実効あるものとなる。
例えば次のような応用が考えられ
る。①野生生物の行動記録調査、
②河川や下水の流況調査、③人の
流れなどマーケティング、④全体事
象と個別事象の両方を観察するの
に有意な事柄、⑤食品などのトレー
サビリティ調査、⑥聴覚障害者や老
人などのナビゲーションや追跡、⑦
ハンディナビと各ステーションとの
相互リンクを利用した観光マッピン
グ等々。

IT利用によ
るIT農業の
推進と基盤
地図や衛星
測位の新技
術の利活用
は作業効率
化、人件費
削減および
食料自給率
の向上を実
現する。また
アジアオセア
ニア等海外
地域への容
易な技術展
開が可能で
あり有効な
外交ツール
としても利用
可能である。

Comsumer
市場との融
合

衛星測位を列車保安制
御に使う場合、車両上で
自車位置を確実に把握
できることが前提となる。
GPSによる位置検知で
は、他国の衛星であるこ
とにより位置精度の保証
がないこともあり、鉄道
保安への活用は実用化
されていない。そのた
め、測位に係わる異常状
態を確実に検出し、安全
な状態（停止、低速度
等）に移行させる技術が
必要である。この技術が
確立し、鉄道の保安制御
に活用しても安全である
ことを国レベルで保証で
きる様になれば、経営に
苦慮している地方鉄道の
存続による地方公共交
通維持の可能性がある。
また、都市部では輸送の
高密度化による混雑低
減や自律的走行による
異常時の円滑な対応が
可能となり、公共交通の
質の向上が期待できる。

図面等を合成
する場合、不
要な線やﾃｷｽ
ﾄにより合成
作業が予想
以上にかか
り、尚且つミリ
以下での
接合に不備が
ある事もあり
える。
しかし、それら
を瞬時におこ
なう事が可能
になれば、実
測図での基図
作成が可能に
なり、GISの精
度も
上がる。

高精度で広
範囲に計測
できれば，
バリアフリー
を机上では
なく，現地の
形状に沿っ
た改善が可
能になる。
障害者に
とっては，歩
道上のわず
かな高低差
が支障にな
る。

データ構築
費用の低
減。更新費
用の低減。

ＧＰＳなどによ
る衛星測位
は、ＧＰＳなど
測位衛星の電
波が受信でき
る場所でしか
実施できな
い。地下街、ト
ンネル、ビル
内などでの位
置情報を取得
するには別の
手段が必要と
なる。この２つ
の位置情報取
得方法をユー
ザーが意識せ
ず連続的に取
得できること
がユーザー利
用拡大には必
要である。
マンナビ、緊
急通報、安心
サービス、位
置管理（人
間、車両管
理）など

GNSSによる衛
星測位は、その
利用できる衛星
数が多ければ
多いほど、測位
精度、アベイラ
ビリティなどの
測位性能を向上
することができ
る。測位精度が
向上すれば衛
星測位を利用で
きる範囲が拡が
る。アベイラビリ
ティが向上する
と、衛星測位の
信頼性が高ま
る。

現在の
携帯電
話の普
及のよう
に、情報
ツールの
小型化、
低価格
化、利用
料の低
料金化
はシステ
ム利用
のため
必須条
件と考え
る。

緊急通報や安心
安全のための位
置情報取得は、
非常に速やかな
位置情報取得が
求められる。一方
で、限られた電源
リソースの中で
は、常時測位装
置をオンしている
とは限らない。こ
のため、測位装
置がオンとなって
からできるだけ短
い時間で位置情
報を生成できるこ
とが必要になる。
緊急通報や安全
安心のための位
置情報取得に利
用できる。

混雑が緩和
でき、無駄な
動きを少なく
することで、
都市基盤の
整備の効率
化、環境への
負荷軽減を図
ることができ
る。

　これまでのパーソントリップや
自動車交通等の需要推計を基
本とした交通計画や、数理的な
事業化の意思決定では、推計根
拠の不確実性や理解の難しさか
ら、国民の理解が得られないば
かりか、見直しや改善策につな
がらない。特に、数字目標が事
業化の決定要素になるという誤
解を与え、道路本来の機能や役
割について理解されにくい。その
上、数字をもてあそび、実態に即
した整備・管理・運用が難しくな
る。数理解析は、規模設定等の
目安として重要であるが、全てで
はない。

既存の測位補強として、①運輸多目的衛星
MTSATを利用した衛星補強システムMSASや②海
上保安庁の航行船舶の安全を確保するために全
国２７カ所にＤＧＰＳ局を配置した運用や③民間企
業が提供するStarFireなどがあるが、全て、GPS用
のみの測位補強配信である。
この為、GPS以外の衛星を利用することができな
いので、都市部などの上空視界の悪い場所では、
利用できないことが多くなる。又、信頼性の高い測
位システムの開発も困難と考える。

空撮して図化では
コストがかかりず
ぎて面的整備が
困難かと。プロー
ブカーとかボラン
ティアによる地理
情報収集する機
材（システム）開発
が肝要では？
プローブカーなど
で沿道の画像
データベースが構
築できても白地図
が自動的に作成
できるシステム
（理想）があるとい
いです。

 (1)  IC タグ、IC タグ上の情報を読
み書きするリーダー・ライタ、読み
取った情報を処理する上位システ
ムの 3 つの構成要素が必要とな
る。したがって、GIS上で観察しよう
とするオブジェクトはこれらのチップ
と読み取り機がインフラとして完備
されていなければならない。（2）プ
ライバシー保護の問題にも関わる
ことから、使用の倫理的な方針を取
り決める必要がある。（3）チップは
水分に弱かったり、自然環境の中
での過酷な使用に耐えることが難し
い。（4）電波帯域や出力により読み
取り精度や距離にばらつきが出る。

GPS単独で
の衛星測位
では利用エ
リアに限界
がある。また
現状の通信
手段ではイ
ンフラが整っ
ておらず高
精度測位と
IT自動走行
の実現には
限界がある。

衛星測位による位置検
出は、その精度が保証さ
れたものでなく、また空
間波であることから妨害
の影響を受ける事や、所
有国の故意の操作によ
る位置精度低下の懸念
があることから、鉄道の
保安制御への応用は実
用化されていない。

CADデータや
SIMデータ等
を取り込む事
はできるが、
ラインやテキ
ストの重複判
別は目視で手
作業と
なる。
CADと違い、
GIS上での線
作成等は
少々不安もあ
る。
それ以前に、
各社で図面の
精度に差があ
る。

GPS測量，
航空レー
ザ，移動計
測（モバイル
マッピング）
では高精度
な標高は得
られない。
地上型レー
ザでは精度
的には満足
できるが広
範囲に計測
するには経
費がかかり
すぎる。

既存には無
いと思ってい
ます。（情報
収集してい
ませんの申
し訳ござい
ません）

ＧＰＳなどの衛
星測位は屋内
では電波が受
信できないた
め、屋内での
衛星測位でき
ない。屋内で
は、様々な電
波源を用いた
測位方式が検
討されている
が、必ずしもＧ
ＰＳ衛星測位
とリンクしてい
ない。

ＧＰＳ単独では、
測位精度、アベ
イラビリティ性能
に限界があるこ
とは既知の事実
である。これを
改善すること
が、準天頂衛星
のＧＰＳ補完の
目的の１つであ
る。この考え方
の延長で、さら
に他のGNSSを
同時に利用する
ことで、一層の
改善が図られ
る。

ＧＰＳによる測位
を行うためには、
ＧＰＳの軌道情報
が必要になる。こ
の情報をＧＰＳか
ら取得するには、
放送フォーマット
の制約から多くの
時間を要してい
る。捕捉支援情
報として放送し、
短時間でGPS軌
道情報を取得で
きることが必要で
ある。

現状では歩
行者ナビゲー
ション等の案
内を中心とし
たアプリケー
ションは存在
するが、現在
の混雑度や
集中する時間
を計測する機
能が無い。

　基本的に道路整備の”見える
化”を図り、国民のコンセンサス
を得ることを狙いにしており、技
術的には十分対応できると考え
る。重要なことは、事業の意思決
定おいて、抽象的な数理解析依
存に偏るのでなく、住民視点、す
なわち住民満足の立場から快適
で、利用しやすい道路づくりを目
指し、社会的合意を基本とする
方向を明確にする必要がある。

GNSSによるDGPS補強情報の作成については、
既に開発されている。これらを全国の補強情報と
してLEX信号（高々２ｋｂｐｓ）により提供し、受け
取った側でこれを補強情報を解釈する仕組みを開
発する必要があるが、如何に有用にこのデータ領
域を利用するかが最大の課題で有りアイデア・工
夫が開発のポイントである。
補強情報を利用した誤測位が少ないＤＧＰＳ測位
アルゴリズムの開発においては、一般的なＤＧＰＳ
測位のアルゴリズムは構築されているので、ＱＺＳ
Ｓを測位の基準としたアルゴリズムを構築すること
と、測位結果を他の衛星を使用して点検すること
のアイデアと工夫が開発のポイントとなる。

沿道画像から白
図が自動生成で
きるシステムは難
易度高いと思いま
す。

技術開発にかかわる問題点よりも、
インフラ整備コストや廃棄された
チップによる環境負荷についての
問題を解決する必要がある。

技術的シードでは、GPS
から出力される結果と
様々なセンサーによる結
果を比較してGPSの異常
検出を行うことが考えら
れ、センシング技術が関
係してくると思われる。ま
た、準天頂衛星だけで測
位可能な自律的な体制
となることも必要な条件
と思われる。

正直、難しい
とは思いま
す。

移動計測が
有力である
が，標高を
GPSに依存
しない技術
を開発する
必要があ
る。

人工知能、
パターン認
識技術等研
究はされて
いるが、地
形地物認識
までの技術
は充分でな
いと思ってい
ます。しかし
人間が判断
できる以上、
システム化
による自動
化は可能と
推測いたし
ます。

個々の測位リ
ソース源によ
る測位を行う
技術はある
が、体系的に
統合してシー
ムレスに測位
すること難しさ
がある。
適用する技術
として、IMES
などが検討さ
れている。

準天頂衛星によ
るＧＰＳ補完は、
マルチGNSSの
第１歩である。
基本技術は、準
天頂衛星ＧＰＳ
補完により開発
されるが、さらな
る他のGNSSが
加わることで、
統合した衛星測
位を行う必要が
あり、複雑性が
増す。特に、多く
の情報を取得、
処理、整理する
ことが求められ
る。

いつでも、どこで
も、誰もが取得で
きるようにするに
は、準天頂衛星
の補強信号でグ
ローバルに放送
することが望まし
い。一方で、ＧＰＳ
補強信号に重畳
できる情報量に
は限りがある。限
られた情報量の
中で必要なGPS
軌道情報を放送
するか、その方式
を含めて技術課
題である（利用す
る側を含めて）。

位置情報技
術や画像解
析技術の融
合が必要と考
えられる。
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人計測環境センサ群を利用
して、複合施設、ショッピング
モール、アミューズメントパー
クなどの人の位置・行動計測
を行い、計測データの履歴情
報も利用して、ネットワークロ
ボット（ロボット、携帯電話、
大型ディスプレ、人計測環境
センサ群がネットワークを介
して協調・連携）による道案
内・誘導、店やイベントのレコ
メンデーションなどの各サー
ビスを実現するための基盤
技術を研究開発する。

　地理空間情報活用推進基本法では空間データを国際基準のＩＳＯ
／ＴＣ２１１に準拠した、ＪＰＧＩＳで管理することに成っております。
即ち、各地物をオブジェク単位の空間データベースで管理すること
になります。
　よって、空間データの編集管理と更新データの提供システムを、空
間データベースを中心に行う空間データ編集管理提供システムとそ
れを利用する利用者側の空間データベースの更新システムが必要
と考えます。
　編集側は空間データベースより編集に必要なエリアを取り出し、Ｃ
ＡＤで編集し、その更新データで、空間データベースを更新すると共
に、利用側の空間データベースの更新データを作成します。
　利用者側は編集側から配信されるオブジェクト単位の更新データ
で、空間データベースを更新し、その更新オブジェクトの関係する描
画データ（空間インデックス単位）を作成します。ＧＩＳエンジンは直接
空間データベースのアクセスしても、描画データにアクセスしても可
能とします。

室内やビル街等でGPSや準天
頂衛星からの電波を受信でき
ない場合に測位を補うための
位置情報補完技術であり、商
業的には他の機能を前面に出
してそれにより広く普及させるこ
とができるようなもの。例えば
無線LANの基地局等に安価に
組み込みISPの広域無線LAN
サービスとして普及させること
や、電柱等の管理タグの形態
に仕上げて電力事業者や通信
事業者等が導入できるようにす
る等、市場原理をうまく利用し
て広く普及させることを意図し
ている。

GPS衛星（準天
頂衛生等）の単
独測位による位
置精度の向上

国土地理院が所有
する電子基準点の
ＧＮＳＳ化（準天頂衛
星等）のための受信
機の開発

地理空間情
報の流通（交
換・共用・管
理）に係る国
内標準規格
（JIS）化に関
する研究開発
と標準規格に
基づく実用仕
様案と情報基
盤技術（例え
ば地理空間
情報レジスト
リなど）の開
発。

地理空間情報の定量的な品質評価手法の確立
技術的な課題としては、次のようなものがある。
　データ品質評価のためのロットサイズ
　品質評価のサンプリング数
　適合判定手法
　品質の表示方法

当社は
ユーザー
の立場か
ら回答させ
ていただき
ます。

現場作業
員に必要
な情報を
配信する
技術（シス
テム）が考
えられま
す。

　衛星を使っ
て、斜面周辺
の造成宅地に
おける地盤高
を正確に計測
できる手法

準天頂衛星を利用した移動体高精度測位補強
技術。
測位補強情報を準天頂衛星から配信すること
により、日本全国で、中低速の移動体にも適用
できる高精度のリアルタイム測位を実現する技
術。測位精度は静止測位でセンチメータ級、低
速移動体でセンチメータ級からデシメータ級、中
速移動体でデシメータ級からサブメータ級。リア
ルタイムとは、良好な環境において、移動中でＦ
ｉｘ時間１分程度以内、Ｆｉｘ後の連続移動測位が
可能であること。
（ＧＰＳの近代化に伴い単独測位の精度も向上
しているが、ｃｍ級の高精度測位には今後も補
強技術が不可欠である。これを中低速の移動
体でも利用可能なリアルタイムのサービスとし
て実現する。）

人々が行き交う複合施設や
商店街などで、プル型、プッ
シュ型、（人に親しみ易く話す
コミュニケーション）ロボット
サービスなどを行うために
は、人々の中から特定の人
や集団の位置（精度は５ｃｍ
以下）や行動（うろうろしてい
る、立ち止まっているなど）を
見渡せる新しい地理空間情
報が不可欠。これができれ
ば、環境システム側から特定
の困った人にプッシュ型で情
報を送ったり、ロボットがその
人（々）に近づいて、人に尋
ねる感覚で「何かお困りです
か？」というように話しかけ
る、道案内や誘導、店のレコ
メンデーションなどのサービ
スを実現できる。

・なぜ必要か？
　現在の空間データの編集は従来のＣＡＤのメッシュとレイアのファ
イルで編集管理され、ＧＩＳユーザへの提供方式もメッシュとレイヤの
外部形式のファイルとなっており、今回の基本法の管理手法である
オブジェクト単位の空間データベース管理手法になっていない。
・うまく開発できれば何に使えそうか？
　空間データの更新原因は自然災害を除き道路や建物等の工事
で、又、各種工事図面を作成する場合、必ず敷地の測量を行い、Ｇ
ＰＳでの緯度経度の計測も行います。
　よって、道路や建物の構成点は緯度経度の座標を持ち、空間デー
タの更新データとして利用出来、更新データの時間管理が行え、空
間データのリアルタイム更新が可能となり鮮度向上が計れます。更
に、空間データの維持管理費用の低減が計れます。

ユビキタス、すなわちどこでも
誰にでも精度の高い測位情報
を安定して供給できるようにす
るためには、衛星系のみによる
測位では都市域等において限
界があり、様々な位置情報発
信機器を同時に用いて補完す
る技術が必要。

・ 位置確定時間
の短縮（位置を
正確に出すため
には、ネットワー
ク型-RTK-GPS
があるが、精度
の確保のために
往復観測等の手
順が必要であ
る）を行うことに
より手順の省力
化と専門化が不
要となり不特定
多数により位置
情報を取得でき
る。
工事等のマシン
コントロール及び
農業分野での機
械の無人化、災
害救助の無人機
械等に利活用で
きる。
また、受信機と
衛星のみなので
ネットワーク型
RTK-GPSと違い
通信費が不要と
なる。

ネットワーク型RTK-
GPSをはじめとする
電子基準点網を用
いたリアルタイム測
位が普及している
が、観測エリアの拡
大、初期化時間の
短縮化、測量精度
の向上の面におい
て測位補強が求め
られている。そのた
めには、我が国が
打ち上げを計画して
いる準天頂衛星等
をGPS衛星と同等に
扱い、国土地理院
が管理する電子基
準点において測位
信号を併せて受信
し、これをGPS衛星
の信号とともに、測
量現場に、リアルタ
イム配信することが
必要となる。

協調領域とし
ての官民連携
した地理空間
情報の流通
社会のための
流通基盤構
築につなが
り、様々な分
野での地理空
間情報の利
活用が活発
化されると見
込まれる。

官が整備するデジタル地図データ、民が提供す
るデジタル地図データであるかを問わず、表示さ
れた品質をもとに利用者が安心感をもって地図
データを選択でき、デジタル地図データが品質ラ
ベルとともに流通できるようにする。

現場作業
員への情
報提供に
より、安全
確保、作
業効率な
どの向上
の可能性
が考えら
れます。

最近、集中豪
雨にともない
地すべり災害
が多発してい
ます。斜面周
辺にまで宅地
化が進んでい
ることを受け
て、地すべり
規模は局所的
であっても住
民の生命、財
産を脅かして
いる事例が頻
発しています。
斜面周辺に新
しく開発された
造成宅地の地
形を衛星デー
タから詳細に
監視・分析し、
減災（地盤補
強、避難、移
転等）の方策
を立てる際に
判断材料とし
て役立てる。

〔必要性〕
現状でｃｍ級精度のリアルタイム精密衛星測位
が可能なのは、地上通信回線を用いたネット
ワーク型ＲＴＫ－ＧＰＳだけであるが、携帯電話
のサービスエリア外では使用できず、日本全国
を覆う衛星回線によるサービスが必要である。
準天頂衛星のＬＥＸ信号を使用して測位補強情
報を配信することで、日本全国どこでも電子基
準点を基準とした一貫性のある高精度測位が
可能となり、空間情報社会における精密測位イ
ンフラとして非常に有用である。
〔適用分野〕
建設機械・農業機械など低速移動体において
は運転支援や自動運転を行うことで、ＩＴ施工、
精密農業への適用が校外・中山間地でも可能
となる。
また測量においては、電子基準点を基準とする
世界測地系/測地成果2000に準拠したｃｍ級の
測量が全国どこでも可能となり、測量作業の大
幅な効率化と成果の整合性の確保が容易とな
る。

現状のGoogleEarth、
StreetViewでは、人の位置、
行動情報は全く取得できない
のが現状。特にGPSが届か
ない地下街や施設内がサー
ビスチャンスが多い。また、混
み合う時間帯、人が立ち止ま
りやすい場所や時間など
サービスの元データとなる地
理情報を取り出すスポットが
ほとんどないのが実情。ATR
は内閣府府省連携施策群
「次世代ロボット」で環境イン
フラの初期版をユニバーサル
シティウォーク大阪に設置。
本年6月24日から公開中。

・既存の技術ではなぜ使えないのか？
　オブジェクト単位の空間データの更新データの提供が出来ない。
・どこが使えないのか？
　現在の空間データの編集は従来のＣＡＤのメッシュとレイアで編集
管理され、ＧＩＳユーザへはやはりメッシュとレイヤの外部形式で提
供され、ＧＩＳユーザはメッシュ間で切断される地物（オブジェクト）の
連続性を管理する為、その都度全てのメッシュとレイアを入れ替え
ることになってしまいます。
　よって、地物単位の時空間管理が現実的に不可能となります。

現状は、携帯電話／PHS基地
局、無線LAN基地局等はそれ
ぞれ固有の方式で自局位置を
端末に通知する機能を有して
いるが、GPSや準天頂衛星と合
わせて相互運用的に測位情報
として活用できるようにはなっ
ていない。また、道路のキロポ
ストや電柱に位置情報を有する
管理タグを配置するアイデアも
多く目にするが、同様の理由か
ら測位補完技術として利用する
ことは難しいだろう。

・ 現在の単独測
位は数ｍ～10ｍ
くらいの位置精
度が保証できて
いるが。サブメー
タ
もしくは、数cm、
数ｍｍの精度が
確保できない。
一部DGPSでは
可能（後処理が
必要でリアルタイ
ムに対応できて
いない）

・都市域における高
層ビル、山間地での
樹木等によって測位
信号が遮断される
ほか、遮断される時
間帯が存在する。こ
れにより、衛星測位
サービスの利用可
能性の低下、GPS衛
星の幾何学的配置
の劣化が生じ、これ
に伴う測位精度の
低下が問題となって
いる。

国内標準（国
内でのルー
ル）がないた
め、各社また
は各自の
ルールが幾つ
も存在するた
め、近い将来
の大量の地
理空間情報
の流通時に、
データ交換等
が煩雑・困難
になることが
想定される。

品質評価に関する既存の技術関連資料
　・空間データ製品仕様書作成マニュアルJPGIS
版Ver.1.0 H17.3 国土地理院
　・空間データ品質評価に関するガイドライン 品
質評価手順書 Ver.1.0 H16.3 地理情報標準普
及・利用推進委員会、国土地理院
　・JMP2.0 仕様書 国土地理院
　・品質の要求、評価及び報告のための規則
Ver.1.0 H19.3（一部改定） 国土地理院
　これらのドキュメントで、品質の評価に関する
基本的な技術要素は整理されてきているが、
国、地方公共団体、民間が共通的に採用する具
体的なデータ品質評価手法等は定められていな
い。利用者にとってわかりやすい形で品質が提
示される状況とするには、共通して採用される
データ品質評価手法が定められてよいのではな
いかと考える。

個人の位
置情報精
度や検出
範囲（建物
の陰や屋
内での検
出）等が十
分ではな
いのでは
ないかと
考えられま
す。

衛星のデータ
は、詳細な地
盤高のデータ
を取得できな
い（既存の精
度：誤差数十
cm程度
か？）。

・従来のネットワーク型ＲＴＫ－ＧＰＳによる補強
情報提供は、携帯電話基地局との地上回線に
よる通信を用いているため、サービスエリア外
の全国の約２/３の値域では使用できない。準
天頂衛星を用いることで日本全国に対する測位
補強情報の提供サービスが可能となる。
・従来の測位補強技術では日本全国に対する
補強データの量が多くなってしまい、準天頂衛
星からの一括配信ができない。これを可能とす
るためには測位補強情報を圧縮し、狭帯域で
配信できる技術が必要となる。

環境センサ群の研究開発は
多数あるが、ビジネス化の鍵
となる人計測の標準化活動
についてはまだ緒についた状
態。我々もロボットサービスと
いう視点で、OMG,　ISOなど
に提案・普及活動を行ってい
るが、国際的な展開をするに
は、法的整備、各種サービス
に高度化に伴うサービスプロ
バイダ、店舗、顧客などのコ
ンセンサスをとる処理に時間
がかかると予想される。

・技術開発の難しさはどうか？
　空間データベースの技術は既に１０年近くの実績があり、特に問
題はないと考えています。
・適用できそうな技術的シードはあるか？
　空間データベースエンジンとして、オラクルＳＤＯ、ＰｏｓｔＧＩＳ、ＭｙＳ
ＱＬ、ＡＧＤＳ、ＳＱＬＳｅｒｖｅｒ等があります。

技術的な難易度はさほどでは
無いと思われる。むしろ市場原
理を利用して広く普及させるた
めのビジネスプランが鍵を握る
のではないか。

・ 準天頂衛生配
備の完成及び無
線、ICタグの情
報、無線情報等
の位置に関わる
情報の統合によ
り精度の良い位
置情報の送受信
の交換

・受信機の開発は、
国内で既に進めて
いると考える。
・全国に整備された
電子基準点（約１，２
３０点）全点につい
てのGNSS化（準天
頂衛星等）には膨大
な経費が必要であ
る。
・当面、現在ネット
ワーク型ＲＴＫ－ＧＰ
Ｓ測量に使用してい
る電子基準点（約３
００点）について計
画しては如何か。

関連する検討
段階のISO規
格類
（ISO/CD1914
2(Web地物
サービス)、
ISO/CD19143
（フィルター符
号化）など）は
存在するた
め、これらを
ベースにし、
スピード感の
ある研究開発
が必要。

海外でのデータの品質評価、品質表示のあり方
も参考とする。

技術的困
難さにつき
ましては、
専門では
ないため
判断が容
易ではあり
ませんが、
具体的な
ニーズが
明確でな
い場合は、
開発の費
用対効果
が重要な
点になる
のではな
いかと考
えます。

専門家ではな
いので推察と
なりますが、衛
星側のセン
サーを含め
て、反射板を
置くなどして観
測時の準備等
を行えば、目
的に応じた精
度で地盤高
データの取得
が可能ではな
かろうかと考
えています。
(http://landsli
de.dpri.kyoto-
u.ac.jp/n31-
09.html)

〔既存要素〕
現在すでに運用されているネットワーク型ＲＴＫ
－ＧＰＳの一部に用いられている技術を改良・
適用することで、電子基準点のリアルタイム
データを解析しＧＰＳの誤差情報を全国にわ
たってモデル化することが可能。また、ＧＰＳ受
信機としては、既存の２周波搬送波受信機に対
しＬＥＸ帯の受信機能と補強情報の解析機能を
付加することでこれを使用できる。
〔新規要素〕
現在の技術では全国をカバーする補強情報の
配信に必要な通信帯域幅が大きく、これを圧縮
する技術を開発することが必要。
〔全般〕
ネットワーク型ＲＴＫ－ＧＰＳ技術を改良し準天
頂衛星に適合させるもので、原理的には実現性
は高い。プロトタイプの試作で早期に問題点を
解決し実用に到るべきである。適用できる技術
は内外で育ってきている。
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従来の光学測量・静止測量に代えて、
車両にＧＰＳ、スキャナなど各種計測
器を搭載し移動しながら取得した周囲
の３次元空間情報データを処理し、こ
れを用いて３次元地図データを自動生
成する技術。また、これと空中写真の
データを統合し、正確な広域の地図
データを生成する技術。さらにこのよう
な３次元地図を簡便な操作でスムー
スに閲覧・検索できる技術。

水中におい
て，護岸ブ
ロックなどの
位置を長期
間にわたっ
て安定的に
把握するた
めの低コスト
な技術を開
発する．

基盤地図自動
パッチ技術

位置情報タグとGPS情報の組み
合わせによる位置情報補正技術
の開発。
RFIDまたはQRコードによる地物
（または定位置）に関連づけられ
たGIS上の位置情報と、
取得できるGPS上の位置情報を
補正し、現在取得できる位置情報
をGIS上により正確に確定する技
術

移動設置型IMESの
技術開発
・衛星測位システム
受信機をそのまま
屋内測位にも利用
可能とするIMESが
あるが、これらを動
的に設置する技術
開発。
固定的なIMES送信
装置ではなく、動的
設置することでより
広い範囲でのIMES
の利活用が期待で
きる。

ポータ
ブルＧＰ
Ｓ機で
世界測
地座標
にて現
地位置
を表示
する。

地理空間情報
を自動的に更
新可能な技術
開発

・大規模土砂災害、火山
噴火災害等において必
要な情報（地理空間情
報を媒体とした情報）の
データフォーマットの整
備
・整備した情報の閲覧、
提供ができるシステムの
開発
（リアルタイムで変化す
る災害状況を迅速に入
力し、行政および住民で
共有できるシステム）

生物多様性保全
に関る企業活動
の一環として整備
した、森林や緑地
について、企業の
ステークホル
ダー、地域住民
等がどのように触
れ合いを行ってい
るのか、その質
（活動内容）や量
を把握するサー
ビスを提供するア
プリケーション。

森林認証
等、生態系
保全に関す
る活動を
行っている
林分を、森
林GISに反
映するシス
テムの構築
およびその
ような森林
から産出さ
れる素材の
トレースシス
テムの構
築。

GPS(GNSS)により高精度及
び中精度な測位を得るまで
の時間の短縮、および、ユー
ザ位置校正のための技術開
発

斜面崩壊の危険性のある「位置」
「規模」および「発生時期」の予知
を可能とする降雨浸透―三次元
斜面安定解析システムの開発

インターネットに分散し，蓄積
された地理空間情報の容易
かつリアルタイムな統合・利
活用を支援するために，イン
ターネットの各種形式の地理
空間リソースからメタ情報を
抽出し，Google等のインター
ネット上のドキュメントの検索
エンジンと連携して，位置情
報を元に地理空間情報をビ
ジュアルにカタログ化する技
術が望まれる．

場所表現の統一的
なインタフェース

〔必要性〕
従来、道路地図は主に測量によって
作成されている。測量では、手間と時
間が掛かることからその更新周期が
長くなり、最新の道路状況の変化に追
従できない。また、地物の形状を連続
的に測定するのは難しく3次元地図へ
の対応ができない。道路地図はもっと
も利用頻度が高くまた頻繁な更新が
必要な地図のひとつであり、これを３
次元化するとともに作成と更新を効率
化することはコスト削減はもちろん、利
用する側に非常に大きな経済効果が
ある。
本技術によると、高精度な3次元地図
が容易に作成できる。
〔適用分野〕
・３次元道路地図・道路図面を作成し
アーカイブ化することにより、ナビゲー
ション、設備管理、景観管理、防災、
危機管理など、幅広く利用され国民生
活の豊かさや安心・安全に貢献。
・トンネル/橋梁/建物その他道路周辺
施設の形状取得、保守点検。
・これら情報を最新状態に維持するこ
とによる現地調査費用の低減。

大雨時に
は，河川等
の護岸の損
傷状況を知
る必要があ
るが，濁水
のために護
岸の状況を
知ることがで
きない．護岸
ブロックなど
が正常な位
置から移動
していること
がわかれ
ば，損傷の
程度・広がり
を把握するこ
とができる．

各自治体で
は、毎年膨大
な数の新規道
路の建設や改
良工事、及び
土地の面的整
備が行われて
います。これら
が施工される
ときには、必
ず精度の高い
図面が作成さ
れることから、
これらの図面
データを使用
して基盤図の
修正を自動的
にできるように
なると、毎年、
基盤図のメイ
ンとなる道路
や土地形状の
更新が可能に
なり、最新の
基盤図データ
を提供するこ
とが可能にな
ります。

[必要性]
1/2500で整備される基盤地図情
報は、2.5mの精度となる。またこ
れらの空間情報は作成から提供
までの時間誤差、また整備更新
期間での地殻変動や環境変化に
対応できない点から、準天頂衛星
による高精度位置情報取得が可
能な状況で十分利用するGIS上に
おいて正しい位置関係を示すこと
は難しい。GISでGPSの位置情報
を利用する場合、情報精度が低く
ても問題ない場合は良いが、ある
程度の精度を必要とする場合は
GPS位置情報と、GIS位置情報の
誤差を縮小化、または分散化し利
用できる状態にする必要がある。
GISとG

[必要性]
・必ずしも定常的に
位置情報取得を必
要としないシーンで
の屋内位置情報シ
ステムは、一時的な
作業等の位置情報
把握に利用できる。
[使途]
・下水等の作業時
の作業員の安全確
保のため、一時的
に地下水路にIMES
を設置し、GPSによ
り作業員の位置情
報と同時に、セン
サー機器を取り付
けたGPSを配置し、
危険エリアの識別
情報と同時に、災害
発生時の地上脱出
口を含めた避難経
路確保、または救
援時の情報として、
利用することで災害
の防止、最小化が
期待できる。

用地立
会等で
杭の発
見が簡
単にな
る。

地理空間情報
の利活用のた
めには、基盤
的な地理空間
情報が常に高
精度で新鮮で
あることが要
件。地理空間
情報によって
は、建築物の
新築や道路工
事等、変化情
報を基に更新
する方法等が
あるが、一方で
現況地形地物
をセンサー情
報により自動
的に形状や性
質を分析できる
手法が可能に
なれば、完全で
はないにしろ極
めて地理空間
情報の利活用
にとって有益に
なるものと考え
られる。

・大規模土砂災害等の
発生時において重要な
情報は、災害発生箇所、
保全対象等の分布、緊
急運用資機材の配置、
ヘリポート、避難所、道
路、既往対策施設及び
監視観測機器の配置、
各行政機関の管轄範囲
などである。これらの
データを統一的に整備
し、行政機関が閲覧で
き、かつ情報を共有して
おく必要がある。
・これらの技術が必要で
あることは、中越地震、
岩手宮城内陸地震の天
然ダム対策で明らかと
なっている。

企業活動におい
ても生物多様性
保全の取り組み
が重要になりつ
つあるが、CO2排
出低減のような
明確な指標がな
いため、どのよう
に評価をおこなう
のか社会的な課
題となっている。
特に、企業サイド
としては取り組み
の成果について
は、対外的も社
内的にも判りやす
い指標を取得す
ることが出来れ
ば、より積極的に
保全活動をおこ
なうことが可能と
なる。

森林の環境
保全、林業
の活性化に
結びつくとと
もに、消費
者のグリー
ン購入を促
進させるこ
とができる。

測量レベルの高精度測位（数
cm）や、高速移動体などの中
精度（～1m）の測位技術は、
国研や大学、企業で活発に
開発されてきており、いくつか
は実用化または実用化の目
処がたっている。しかし、民間
の要望は今や精度だけでは
なく、それぞれの精度を得る
までの時間、すなわちTTFF
（Time To First FIX）に向けら
れている。そこで、なんらかの
外部データを与えることによ
り、TTFFの向上を図ることが
必要と考える。また、誤った
座標を取得した場合の検知、
またはTTFFを向上させるた
めの設備・技術の開発がなさ
れれば、得

長期戦略指針「イノベーション２
５」(2007年閣議決定)では，土砂
災害発生予測技術，リアルタイム
被害想定技術の開発が掲げら
れ，具体的には2010年迄に豪雨
による土砂災害危険度の予測手
法の開発，2010年以降に，土砂
災害の発生危険度について時間
と場所を予測する手法の開発が
示されている．開発の内容は，こ
の実現に直接寄与するものと考
える．土砂災害対策において災
害が危惧される国内全体の広域
レベルの自然斜面の中から，具
体的場所，規模，時間を定量的
に絞りこむことが可能となり，予
測技術として実践的に活用でき
る．またレーザ降雨データを活用
したリアルタイムの崩壊予測にも
発展することが見込まれる．

GPSやWebセンサー技術など
のリアルタイムな情報を，意
味あるものとして表示，分析
するためには，そのベースと
なる地理空間情報を，それ
ぞれのシステムに合わせて
事前に準備する必要があ
る．しかし，この整備に多大
な労力と費用が必要となって
おり，なかなか地理空間情報
の利活用が進まない理由の
ひとつと考えられる．そのた
め，ベース情報の準備を支
援する技術開発が必要では
ないかと考えている．この技
術開発により，地理空間情
報の検索を容易にすると同
時に，地理空間情報の発信
も促すものと考えられる．

人間の扱う場所表現
は曖昧で、個々人の
背景に依存してい
る。機械で扱う場所
表現は緯度経度で
あり、人間には理解
し難い。
場所表現のインタ
フェースを統一する
ことで、例えばWebコ
ンテンツ内の住所情
報と、スケジューラに
テキストで入力した
場所と、
携帯端末で測位した
場所、それらを結び
つけてスケジュール
全体でのナビゲー
ションを行うサービス
などが可能になる

従来の測量で得られるデータはごく少
数の不連続な計測点のデータのみで
あり、従来の地図はこの少ない情報を
用いて作られ、情報の密度は低く地物
形状の連続的な３次元化は困難であ
る。これに対し、車両にスキャナなど
空間的・時間的に連続計測が可能な
機器を搭載し移動しながら計測するこ
とによって、周囲の３次元の稠密な点
群に対して３次元の座標を自動的に
与えることができる。このような大量の
３次元点群データをもとに３次元地図
を効率的に作成したり、特定の地物を
抽出する技術が必要である。また、３
次元地図は従来の２次元地図とはそ
の参照閲覧の概念や操作が異なるた
め、新しい参照・閲覧・検索システム
が必要である。

水中では
GPSが使え
ないため，従
来は護岸の
損傷状況を
竿などを使っ
て調べてい
たが，そのよ
うなやり方で
は限界があ
る．また，セ
ンサーネット
ワークの利
用も提案さ
れているが，
価格が高
い．

既存の技術が
ない。

既存の技術
・現状高精度のGPS位置情報を
取得するためには高価な機材が
必要であり、また測位時間がかか
り一般での利活用は困難。
・カーナビ等のように、走行状況
からGPS情報をその運行情報と
地図情報をマッチングする仕組み
を、連続的でない運用に用いる事
は難しい。またカーナビ等でも高
速道路とその側道など類似走行
基線になる場合、識別が困難。

・一時的にか使用し
ない屋内での位置
情報システムを定
常的に設置するに
は運営も含め相当
のコストが必要。

おおま
かな位
置しか
現在地
を表示
できな
い。

空中写真画像
等による地物
の自動判読技
術は古くから研
究されている
が、現時点に
おいて決め手
はまだない。抽
出精度が十分
ではない。

・各種データが行政機関
や事務所ごとに異なって
いるため、一元管理でき
ていない。
・各行政機関の情報が
共有されていないため、
緊急時にほしい情報が
入手できない。
・天然ダム及び火山災害
においては、シミュレー
ションに必要な基盤地図
情報がすぐに入手できな
い。
・災害発生箇所を迅速に
把握し、空間情報に置き
換える広域を対象とした
システムがない。

人の出入り、移動
状況をリアルタイ
ムにモニタリング
し、通信し、デー
タを解析する、測
位システムおよび
アプリケーション
がない。

木材をト
レースする
ためのICタ
グ等の活用
について
は、各地で
検討されは
じめている
が、森林
GISを活用し
た地域森林
整備計画と
システム的
に連動され
ていない。

高精度測位ではRTK手法で
数十秒、しかし信号の遮断に
より再度ほぼ同じ程度の時
間が必要、中精度においても
同様。また、正確と思われて
いる座標にも誤差を持ってい
る可能性があり、それをユー
ザが認識することは難しい。

斜面安定を定量的に評価するに
は，土木工学で実績のある定量
的解析技術である斜面安定解析
が最も信頼性が高い．しかしなが
ら，ほとんどのGIS解析では斜面
の傾斜によっての評価にとどまっ
ている．GISを高度に利活用すれ
ば，広域での複雑な地形の中か
ら崩壊の位置と規模（崩壊の長
さ，幅，深さ）を試行錯誤安定計
算して，危険な崩壊を抽出する
解析が実用的な時間で可能とな
る．また，小領域毎のレーザー降
雨データが利用できる環境にあ
るが，降雨の浸透ー力学的不安
定の過程の時系列的連成解析
が実現できていない．

これまで，地理空間情報のメ
タ情報の整備は国レベルで
行われてきたが，地理空間
情報を公開するためには，
規格に準拠したメタ情報も作
成しなければならないといっ
た２重の労力が必要である．
そのため，有用な地理空間
情報の公開が敬遠され，埋
没する傾向にあるのではな
いかと考えている．必要とさ
れる地理空間情報の精度に
よっては，位置情報とタイト
ル程度の簡易なメタ情報でも
十分な場合もあり，必ずしも
定形的なメタ情報が必要だと
は限らないのではないか

コンピュータが扱うこ
とのできる場所表現
は、緯度経度と正確
に表された住所な
ど。
人間がコミュニケー
ションする際にそれ
らは扱いづらい。
また、測位、端末、
Web、入出力、それ
ぞれでの位置・場所
の標記の連携が取
れていない。
そのため、携帯端末
を利用した位置連動
サービスの開発が困
難。

〔既存要素〕
　車両に計測機器を搭載し、周辺の３
次元データを取得する技術は実用化
されつつあり、高密度の３次元座標付
点群が容易に得られるようになってい
る。
〔新規要素〕
従来の測量で得られたデータは基準
点・境界点など少数の特定の点の座
標値の集合であり、２次元地図は基本
的にこれを元に作成される。しかし３
次元地図は空間に稠密・連続的に分
布する点群を元に作成することにな
り、その概念や作成手法・参照操作は
２次元地図と大きく異なると考えられ
る。このような３次元地図を効率的に
作成し、維持・更新・参照などを容易
に行う技術が必要である。

センサーネッ
トワークが低
価格化され
れば，利用
できる可能
性がある．た
だし，長期的
に安定した
計測が可能
かどうか検
証されてい
ない．

難しいと思い
ます。

[既存要素]
・道路基準点等既にICタグの高耐
久化は実現されており、ICタグに
よる位置情報取得は技術的には
可能。
・準天頂衛星による、m級精度の
位置情報が汎用GPS受信機で取
得できる環境
[新規要素]
・高耐久ICタグは、通信距離が短
いため、一定以上の通信距離の
確保。ただし離れすぎた位置で受
信可能なことは精度劣化する危
険もある。
・衛星測位とGIS上の既知座標を
組み合わせて、測位情報をGIS上
により正確に変換する手法。環
境、期待される精度等の制約事
項によって、最適な変換手法を選
択することが必要。

[既存要素]
・既にIMESの研究
開発は着手されて
いる。
・無線LAN等の無線
技術による相対位
置情報把握の仕組
みは確立されてい
る。

[新規要素]
・IMES発信器の配
置位置の把握する
ために、GPSによる
位置情報や、複数
のIMES発信器、
GPS受信機を動的
に相互位置関係を
決める仕組みの開
発が必要。

よくわか
らない。

自動車から連
続撮影された
写真から白線
の自動抽出技
術等も開発さ
れていて、それ
なりの効果が
あるようだが、
今後は写真画
像（衛星・空
中・地上）、標
高情報、ＳＡ
Ｒ、等の各種セ
ンサ情報の組
み合わせによ
り、より高度な
解析が行える
可能性がある。

・各行政機関で作成して
いる情報システムやデー
タの仕様を調査し、重要
な情報については、統一
フォーマットに書き替え
る必要がある。情報が多
岐にわたるので、ある程
度絞り込んで対処すれ
ば、作業を効率化でき
る。
・既に個別に各種システ
ムが開発されている状
況にあることから、それ
らのシステムの実態や
実用性について調査し、
技術的シードを確認する
必要がある。

人の出入り、移動
状況をリアルタイ
ムにモニタリング
するシステムがあ
れば技術開発は
可能と思われる。
ただし、人の動き
については、個人
情報保護の観点
から保護されるべ
きであるため、個
人の特性や属性
等が把握されな
い範囲で、ヒトと
しての動き等につ
いてトレースする
ことが必要であ
る。

ICタグ等に
より、素材
加工のどの
段階までト
レースでき
るのか不
明。

新しい周波数などを利用する
ことにより、TTFF向上の可能
性はあるが、求まった結果の
検証が難しい。
（測量の場合は、同じ場所を
再度計測するなど、誤った測
定に対する確認手順はある
が、移動体などでは不可能で
ある）
TTFFを向上させた場合、測
位精度の保障が得られない
場合も想定される。
既存技術であるIMESや設備
としてのインテリジェント基準
点を組み合わせて、位置情
報の校正や補正が可能とす
る新たな技術開発を実施し、
ユーザが無意識に利用でき
る設備を整備する。

GISに関連したCOM技術が発展
してきたが，上記浸透解析，安定
解析に適用して実用化する技術
開発はかなり困難である．また，
現場の実証によって実用化する
には多くの課題がある．提出者ら
は「位置」と「規模」を求める評価
システムは開発しており，Ｆ社よ
り一部商品化している．また国土
交通省の複数の現場に適用して
有効性が確認され，問題点も解
決中である．この解析技術は国
際学会の技術の現状の総説など
でも取り上げられて世界的にも
注目されている．

地理空間情報の流通に関し
ては，OGCやISO/TC211に
より地理情報の標準化が行
われているものの，依然とし
て，様々な形式の地理空間
情報が作成され，情報共有
において障害となっている．
しかし，これら異なる形式を
変換する技術は各ベンダー
により個別に提供されてお
り，我々は容易にその機能を
利用できる状態にある．その
ため，様々な形式の地理空
間情報からメタ情報を抽出す
ることは技術的に可能である
と考えられる．

住所から緯度経度
の変換については、
ジオコーダが様々に
ある。
また、Fireeagleのよ
うな個人的な位置を
カプセル化するもの
がある
こういったサービス
同士の相互連携す
るためのインタフェー
スの統一ができれば
良い
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インターネットで
地理空間情報
（地図や統計情
報等）を容易に
検索するための
ポータルサイト
構築する。
そのための地理
空間情報を整
理、分類し、検
索方法を確立す
る。
必要なら検索エ
ンジンを開発す
る。

携帯端末向け放送信
号に、そのコンテンツ
に紐付く位置データを
付加した放送データ
フォーマットの開発

シームレスな測位が可
能なシステム。現在屋
外はGPSで測位可能、
屋内は測位が出来ない
状況である。IMES
（Indoor　Messaging
System)のように屋内
測位が可能な技術は存
在するが、日本全国を
網羅する屋内測位可能
なシステムを構築する
には膨大な費用を要す
る。よって、低コストで
測位可能な擬似衛星シ
ステムを開発する必要
がある。

既存建屋の屋内における位置情報を
送信する端末を安価に設置するため
の、
安価な無配線工事での超低消費電力
の通信技術およびデバイスの開発

我が国の国土保全基礎情報として、地
質の脆弱性等も踏まえ、斜面崩壊に係
わる基礎データ作成が望まれる。すな
わち各機関が作成するハザードマッ
プ、都市計画、道路、河川、砂防計画
等の基図としての活用と国民が直接災
害リスクがあることを知ることができる。

基盤地図
情報に、既
存地図を
合わせ込
む技術。

自然災害や
テロなどを
想定した企
業のBCP立
案を支援す
る。
社会的損害
を極力低減
するため
に、地域社
会と連動し
た総合的な
サービスが
必要であ
る。

建設ICTを
活用した効
率的な調
査・設計・
施工・維持
管理を目指
した事業ス
キームの確
立

映像に位置情
報を持たせる
技術開発

POI情報関連の
DRM(Digital Right
Management)および課金
機能

シームレス測位と
エリア特定放送通
信融合技術

空間情報の
ワンストップ
ポータルの
実現。

(回答でき
るレベル
でござい
ませんの
で，未回
答といた
します）

・高解
像、リア
ルタイム
衛星測
位技術
による電
力流通
設備診
断

携帯電話不感知地域に代
表される山間部の基盤地
図情報整備において、準
天頂衛星からの補正情報
を活用することで、一定レ
ベルの正確性を持った基
盤地図情報の整備が効率
よく実施するために、ＬＥＸ
信号による補正情報配信
技術を開発する。

業務や研究等で
活用できる空間
情報を、インター
ネット上で検索
するのが困難で
ある。
（どこに何がある
か分からない。
検索方法が分
からない。)

携帯端末向けに放送
される情報の中に
は、その情報に関連
する物理的位置情報
との相関、関係のあ
るものがあるが、それ
らの情報は別々に管
理されていると考えら
れる。その別々に管
理されている情報を
一つの情報に纏める
事により、新しいアプ
リケーションの誘発が
期待される。なお、本
件については物理的
位置情報のみなら
ず、論理空間上の位
置情報と考えられるイ
ンターネット空間内の
位置情報も取り扱え
る事が可能であれ
ば、関連する情報の
検索が容易になる。
その結果、携帯端末
向け放送信号と、実
空間上での関連情
報、論理空間上での
関連情報の双方を体
系的に取り扱える。

色々なアプリケーション
に使われる可能性があ
る。（迷子検索、屋内、
地下鉄案内、ビル内経
路誘導等）

位置情報を利活用するためには、位
置情報を発信する端末を屋内に設置
する必要がある。
この端末を、国内のさまざまな所に安
価に自由に設置できないと、情報その
ものが利用できない。
そのため、安価に配線工事せずに、
電池駆動可能な超低消費電力の通信
技術（無線 or 電源線通信など）
を開発し、普及させる必要がある。
安価な工事レスの通信技術と位置情
報を屋内で発信する端末を設置でき
ることで、位置情報利用ビジネスが生
まれてくると考られる。

斜面崩壊的なものを扱う際に国土基本
情報としての地形データ（できれば１ｍ
DEM）が必要であり、更には気象情報、
河川情報、道路情報等の基盤情報を
組み合わせ斜面崩壊ハザードマップ等
が全国一律で作成できれば、各機関が
バラバラで作成している不合理性、不
経済性を回避でき、全国一律での国土
保全計画等が一様な基準で検討でき
る。企業サイドとしてもこれらの情報の
更新、応用等により継続的な事業とし
て期待できる。

数多く存在
する既存
地図デー
タ通しの位
置整合が
ある程度
取れるよう
になり、
それら資
産がより有
効に活用
できる。
また、管区
の異なる
地図同士
の整合が
取りやすく
なり、防
災・環境な
どの分野
において、
自治体の
近隣・広域
連携がし
やすくな
る。

場所を特定
する安否確
認、災害状
況の把握、
復旧支援な
ど官民相互
の協力によ
る復興が可
能になる。

建設産業に
おける生産
性の向上
等のため、
建設生産シ
ステムの効
率化・高度
化が必要と
なってい
る。

Google Street
ビューに見られ
るように地図と
画像・映像を組
み合せたサー
ビスが今後進
化すると考えら
れる。映像に
位置情報を持
たせて、さまざ
まな情報とリン
クすることがで
きれば、新たな
空間情報イン
タフェースとし
て利用でき、大
容量の情報を
活用しやすい
形で保有する
ことが可能とな
る。
マンナビゲー
ションなどの個
人活動支援
サービスに利
用できる。

今後、POI情報（時空間
情報）のリアルタイムな
流通促進のためには、
現状の各種多様な情報
のやりとりを整理し、『著
作権の確認・保護』、『利
用許諾の取得』、『利用
者への利用料金課金』
の仕組みを確立する必
要となる。これが実現す
ることで、権利者から利
用者への情報の流れ
と、利用者から権利者に
至る利用料金の流れに
関して、情報利用の容易
さと厳密な著作権保護
の観点から円滑に把握・
結び付けが実現する。

屋外だけでなく屋
内（建物内や地下
街）でもシームレス
に測位可能な環境
が構築できれば、
そのエリア特定の
情報を放送通信融
合サービスで提供
できるようになり、
ナビゲーションや緊
急時の通報・誘導
などに利用できる。

利用側全て
に共通する
技術要素と
して有効。

・膨大な
設備量
を抱え、
マンパ
ワーに
頼ってい
る電力
流通設
備（鉄
塔、電
柱、電線
など）の
巡視、点
検業務
を衛星
測位技
術を用い
ることに
より自動
化

携帯電話不感知地域に代
表される山間部の基盤地
図情報整備において、準
天頂衛星からの補正情報
を活用することで、一定レ
ベルの正確性を持った基
盤地図情報の整備が効率
よく実施できるようになる。
また、都市部における基盤
地図情報の更新の際、衛
星測位が困難であるた
め、T/S等地上測量を行っ
て近隣の基準点から測量
しているが、都市部である
ことから車両や歩行者など
の通行量が多く、通行の
障害となったり非常に危険
な作業を実施している点で
ある。準天頂衛星からの
LEX信号による補正情報
を活用して、基準点精度で
都市部でも測位が可能と
なる

空間情報に関す
る既存のポータ
ルサイトも有効
なものがあると
思うが、
組織横断的に統
合したポータル
サイトがない。

放送信号に、そのコ
ンテンツに紐付く位置
データを付加した放
送データフォーマット
がない。

屋内、地下街、地下
鉄、ビル内での測位技
術が存在しない。
NAVTIMEのように地下
鉄構内での行き先案内
はあるが、自分が今ど
こにいるかがわからな
いので迷うことが多いと
思われる。

既存の無線通信技術では消費電力が
大きく電池駆動は困難である。唯一電
池駆動可能なＺｉｇＢｅｅも
電波エネルギーを抑えているがため、
通信可能距離が数１０ｍあるものの建
屋の構造壁や防火壁など
の電波障害物によって減衰があり通
信できない領域が生じる。
このため、無線通信と電源線通信を
組合わせてシステム構築する必要が
ある。
電源線通信は、簡単に利用可能とお
もわれであるが、現実は配線ルート、
系統の分離や電源ラインの
雑音、信号減衰などで、相当の現場で
のエンジニヤリングが無いと安定して
利用できない。

現在、そのような基図は各機関が目的
ありきで作成しており、それぞれが異
なった評価およびデータ構成となってい
る。元来地形の絶対量や降雨状況や
地震確率等は基礎データとして共通化
を図るべきであり、その上で道路、住
居、河川、農地、山野等の生産活動に
係わる場所の安全性の評価（例えば地
震、豪雨）があるべきである。各機関等
がその目的に応じて作成するリスク
マップは当然であるが、地域防災等を
考える上で自然現象で生じる斜面崩壊
等のハザードはできるだけ基礎情報と
してデータベース化すべきであり、現状
ではそのようなデータベース的なもの
はない。更に国民からも生活するうえ
で、更には非常時のリスクを知ることが
できる。

位置の基
準となる基
盤地図情
報に、
既存地図
を合わせ
る方法
ツールとし
てまとまっ
ては提供
されていな
いのでは
ないかと
思う。

BCPの確立
が個別であ
り、官民お
よび民民の
連携に関す
る協定がな
い。

受発注間お
よび調査・
設計・施工
の事業間に
おいて、
データ交換
のスキーム
が技術的お
よび制度的
にも普及さ
れていない
ため、利活
用が進んで
いない。

映像情報とカメ
ラの位置をリン
クさせることは
GPSが内蔵さ
れた携帯電話
でも可能である
が、撮っている
映像内の地物
等の位置情報
を認識するに
は、付加情報
（ジャイロによ
る情報など）が
必要であり、さ
らなる技術開
発が必要であ
る。

要素技術に関しては、既
存の技術で対応可能だ
が、「利用許諾をコンテ
ンツ毎に求めるのではな
く、可能な限り一括に求
める方式で実現」や「複
数の原コンテンツから作
成された集約コンテンツ
に対してもDRMを適用
し、多くの情報発信者と
の利用許諾取得・確認を
一括で行い、円滑な著
作物の利用を想定」と
いったPOI情報の流通促
進に即した様々なケース
に対応できる技術が確
立していない。

GPS技術により屋
外でのカーナビ
ゲーションは普及し
たが、屋内での測
位技術が確立して
いないため、マンナ
ビゲーションは十分
には普及していな
い。

例えば、
GEOSSクリ
アリングハウ
スのような例
はあるが、複
数のローカ
ルルール/規
約が存在し、
利用者も研
究機関が主
となってお
り、一般の民
間利用の域
に達していな
い。

・設備量
が膨大
なため、
点検に
多大な
時間とコ
ストがか
かってい
る。

高精度測位を可能にする
ための補強データを携帯
電話を利用して配信する
が、携帯電話が利用でき
るエリアは国土の1/3であ
り、特に、携帯電話不感帯
地域である山間部での利
用は難しい。従い、基盤地
図情報整備において、準
天頂衛星からの補正情報
を活用することで、一定レ
ベルの正確性を持った基
盤地図情報の整備が効率
よく実施するためには、ＬＥ
Ｘ信号による補正情報配
信技術を開発する必要が
ある。

高度なポータル
サイトを構築し
ているＩＴ業界と
の連携が必要で
ある。

既存の信号フォー
マット内に、位置情報
を埋め込むフィールド
を作るか、新たに
フォーマットを作り直
すかにより異なる。既
存の信号フォーマット
内に、位置情報を埋
め込むフィールドを作
る場合には、他の放
送アプリケーションと
の干渉評価が必要。

IMESの技術はあるが、
インフラとしてはこれか
らである。また、屋内、
屋外をシームレスに測
位可能にするには、技
術的課題が多いと思わ
れる。

１．通信技術としては、ＵＷＢやＺｉｇＢｅ
ｅの技術を発展させることで可能と考
えます。
電源線通信もＡＣ１００ではなくＤＣ電
源線や他の配線、配管などの通信媒
体を利用できるように開発を進める。
２．無線通信のＵＷＢやＺｉｇＢｅｅ、電源
線通信デバイスの更なる低消費電力
化と、利用可能な周波数帯を割り当て
ることで、実用可能な技術として発展
させる必要がある。そして、ＳＯＩ技術
適用で低消費電力のＬＳＩデバイスとし
て開発し、量的規模を確保することで
安価な通信技術を確立する。

開発の難しさとしては、どの程度の地
形スケールで行うか、ハザード作成の
際の危険度評価アルゴリズムが共通
化できるか、その際の信頼性等をどう
担保するかが挙げられる。ただし、ある
一定精度のものができあがれば、活用
できる具体的なものとして、国道等の
斜面ハザードを全国一律で評価した上
で、個別のリスクを算定し合理的な道
路法面の維持管理やそれに伴う予算
算定、配分等が全国一律で行える。更
に住宅地の安全性等についても同様で
あり、土地の価値や資産算定、ハード、
ソフトの使い分け等官だけでなく、保険
関係、不動産業も含めた活用が期待で
き。あらたな情報産業を想定できる。

単純な座
標変換で
合わせら
れるもの
はよいが、
縮尺・製作
年度等が
異なる地
図の位置
整合には、
基盤地図
情報上の
図形を共
通のランド
マークとし
て整合す
る必要が
ある。

位置を特定
する住所以
外のキー
ワード（建
物・構造物・
地上/地下
など）の情
報収集・整
理および情
報集約に要
する処理能
力の改善。

建設現場に
おいて、受
注者が自
社コスト縮
減のため取
り組んでい
る現場施工
技術。受発
注者および
開発者等
の関係者
が一体とな
り、技術支
援・現場支
援・技術研
究を進める
必要があ
る。

空間情報イン
タフェースの設
計が必要であ
る。インタ
フェース仕様に
沿った情報の
登録など、標
準化が必要で
ある。POI情報
の標準化は利
用できる。

POI情報の流通を研究し
た機能設計に基づき、電
子透かし技術、暗号化
技術、課金技術等を活
用可能。

・シームレスな位置
情報取得にむけ、
複数の位置特定イ
ンフラ（GPS、
IMES、RFID、無線
LANなど）が提案さ
れている。
・位置情報や属性
情報を使った放送
データのフィルタリ
ング受信技術が利
用できる。
・災害時などの緊
急時指揮支援シス
テムを構築するた
めに、AGADIS
（NTTデータのパッ
ケージ）を利用する
ことができる。

技術的には
GEOSSクリ
アリングハウ
スのメタデー
タを収集する
しくみが適用
可能。

・測定し
た変位
等から設
備の異
常を診
断する方
法は、既
存技術
を適用す
ることに
より可
能。

高精度測位を実現するた
めには、準天頂衛星のＬＥ
Ｘ信号を利用して､配信す
ることになるが、２ｋｂｐｓと
いう信号仕様であり、か
つ、放送型で実行する必
要がある。将来の活用を
踏まえて、静止から低速移
動までの範囲を設け、数
cm～数十cm程度の精度、
かつ、ＦＩＸは数分程度を目
指した研究が望まれる。
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[自然災害の検知・予測]
 災害発生現場に立入れない場所
（火山の火口、地すべり現場など）
の最新情報を入手できる技術の開
発

[シームレス測位技術および災害対応での利用技術]
いつ、どこで発生するか判らない自然災害の事前対応
（観測、体制など）には限界があるため、災害発生直後の
効果的な対応による減災活動が必須である。防災担当
者（自治体関係）や救難者からの情報のみならず、災害
発生直後の段階では、災害現場に居合わせた人々や企
業からの一般情報も貴重な情報源になるので、その有効
活用が必要である。シームレス測位技術と携帯電話など
の普及した端末の利用（活用）技術を開発し、的確な情
報収集と適切な情報配信を実現する。

準天頂衛星（QZSS）、GPS、地上補完
システム（IMES）等を利用したシームレ
ス測位環境の構築を行う。
さらにシームレス測位環境と連動した
児童や高齢者等の屋内外における行
動パターンを予測する動線解析の技術
的開発を行う。

［準天頂衛星を使用した緊急情報配信技術の開発］
　現在開発中の準天頂衛星システムが有するL1-SAIF信号を使用した測
位補強（補強情報配信）機能を有効活用し、この情報配信能力の一部を
使って、「緊急情報」、「認証情報」、「端末制御信号」などの位置･時刻関
連情報を低速度で準天頂衛星から測位端末に配信（伝送）できる技術を
開発する。但し、「緊急情報」や「端末制御信号」などは、大規模災害発生
等の緊急時に限定（平時は補強情報配信に使用）する使い方である。
なお、情報伝送路としては、準天頂衛星システムの補強情報配信機能を
利用できるので、主な開発事項は、情報生成（本来の補強性能をあまり犠
牲にしないよう如何に低速伝送できるか）と端末利用（何をどう表示し、機
器制御やデータ処理するか）であり、利用検討を含めたアーキテクチャの
開発である。

現在開発中の準天頂衛星システムが有するLEX信号
を有効活用したGPS、QZSS、GALIREO、GLONASS等
のGNSS用の測位補強（DGPS補正情報）を開発し、衛
星捕捉が困難と言われている都市部での屋外測位を
可能とする技術開発とQZSSの特長である天頂にある
ことを利用したDGPS測位手法を開発することで、マル
チパス等の影響を低減させるアーキテクチャーの開発
を行う。

TTFFなどではなく、
DATAのInterfaceの統
合、Lex/L1safeのデータ
を容易に利用する仕組
み、等QZS受信が
Consumer市場のユー
ザーにメリットがある仕
組みの開発

準天頂衛星（QZSS）、GPS、地上補完シ
ステム（IMES）等を利用したシームレス測
位環境の構築を行い、
位置情報をベースにしたユーザーリコメン
ド条件を参照にした新しい情報配信技術
を開発する。

[必要性]
火山噴火や地すべり現場などで、
災害発生現場に立入れない場所の
最新情報を入手できる新たな手段
が必要である。また、日々の蓄積情
報の中から発生災害に適合した情
報をタイムリーに抽出･整理し、現場
の活動部隊に密着した行動プラン
に結びつけるまでに、相当の熟練と
時間が必要であり、多種多様な情
報を容易に、効率的に管理･運用で
きるシステムが必要である。
[使途]
従来の計測システムでは測位が困
難な山間部（火山の火口、北側斜
面など）においても、時間帯を問わ
ず測位データが取得され、地表の
変動の情報が取得でき、災害の検
知・予測を行い、住民等の早期避
難等による減災に結びつけることが
できる。

[必要性]
GPSによる屋外での測位技術は携帯電話にも実装され
てきているが、建物内・地下街などでのシームレスな測位
が突発的な災害に備えるために必要である。

[使途]
突発的な災害発生時に現場情報を的確に把握すること
（通報に位置情報が付加できる）、被災地の人々に適切
な指示を出せるようになる。

児童や高齢者が事故や事件に巻き込
まれる悲惨な事件が多発している社会
背景を受け、児童や高齢者の安全を守
るためには、児童や高齢者の行動を遠
隔の保護者が把握し、危険な事象を察
知し、迅速に対処できるシステム（見守
り安心システム）に使用できる。児童や
高齢者が事故や事件に巻き込まれる
悲惨な事件が多発している社会背景を
受け、児童や高齢者の安全を守るため
には、児童や高齢者の行動を遠隔の
保護者が把握し、危険な事象を察知
し、迅速に対処できるシステム（見守り
安心システム）に使用できる。また、人
の動線を計測し解析する「動線解析技
術」を用いて児童や高齢者の行動に関
する統計情報と照合することにより、危
険行動の兆候検出や逸脱行動の検知
が可能となり、児童や高齢者の危険予
防に役立つ。

［必要性］
・衛星通信の広域性･一様性を活かし、且つ、準天頂衛星の高仰角性およ
び衛星測位との親和性を活かした利用ができ、準天頂衛星システムに付
加すれば、GPSには無い我が国固有の測位衛星利用になる。
・配信情報は、「緊急情報」「認証情報」「端末制御情報」に限定されず、内
容は無限の可能性があり、広く基盤技術として開発する必要がある。
・但し、伝送容量が限られており、基本的には緊急時を主体に利用（平時
との使分け）し、特に防災関係の利用が中心になると予想されるので、国
による基盤技術開発が必要である。

［使途］
・緊急情報の配信例＝データ伝送能力が限られ、一般的なテキスト情報
の配信は難しいので、予め緊急情報タイプ（津波、風水害等）及びデータ
フォーマット（カテゴリやレベル）を定義しておき、端末側では、受信した情
報タイプに従い、内部記憶したテキスト･地図情報などと組み合わせて、端
末に緊急内容を表示する。これにより、全国一様に緊急情報を即時に配
信できる。
・位置･時刻認証情報の配信例＝低速伝送機能を使用して認証鍵（公開
鍵）を配信する。測位端末では、衛星測位（位置･時刻）と共に、認証鍵
（公開鍵）を同時に取得して測位値を暗号化する。認証機関では、暗号化
された測位値を秘密鍵で解除し、測位値が正しい時刻･工程で計測された
ものであることを認証する。これにより、測位端末のみで衛星測位の認証
ができる。
・端末制御信号の配信例＝広域被災地域などの特定時刻･位置にある測
位端末の動作制御のための符号データを配信する。測位端末では、測位
（時刻･位置）データと共に、符号データを用いて、必要な動作（例えば被
災状況報告する場合の確証や端末制御）を行う。これにより機器動作の
自動化･効率化や災害報告者の信憑性向上が期待できる。

【必要性】
都市部等の上空視界の悪い場所で、GPSのみでは捕
捉衛星が少ないことから測位できない箇所が多く発生
する。このことから、利用者側のシステムで捕捉対象
の衛星を増やすことは、有効な手段と言えるが、一方
測位の補強データが無いことから測位精度の向上が
できない。そこで、多くのGNSSが利用できる測位補強
データを提供することで、GNSSを利用した高精度の測
位が可能とする。
更に、衛星測位の問題点の一つとして、マルチパス等
による誤測位が発生し、期待する測位結果を得ること
ができない。国内での利用を考えるとQZSSが、日本上
空に配置されるのでこれを精度確認の基準衛星とする
DGPＳ測位のアルゴリズムを構築することで衛星測位
の誤測位として問題となるマルチパスなども解消でき
ると考える。
【使途】
次世代ITSにおいて、高精度の測位は必要条件といえ
る。高次元のITSを検討する上で、測位結果の信頼性
は重要な要素と言える。又、瀬戸内海などの、船の運
航が混雑する地域においての、安全運行の為の誘導
システムにも有効に利用可能となる。
車椅子などのナビゲーションにおいても、高精度で信
頼性の高い測位結果を得ることができれば、安全性の
高い誘導も可能となる。
高精度で信頼性の高い測位は、安全・安心をキーワー
ドとした安価なシステム構築には、必須のアイテムと考
える。

少子高齢化が進む中、
農業分野では就労者の
高齢化、担い手不足が
大きな課題となってい
る。国はこれを解消する
ため、面的集積を実施
し、大区画営農により改
善を試みている。しか
し、環境保全にも対応し
なくてはならない情勢
で、区画面積の大規模
化による労力改善効果
は大きくない。これに有
効な技術として、IT自動
走行による機械作業の
無人化、圃場土壌環境
情報に対応した精密農
業の展開が望まれてい
る。IT自動走行は将来、
建設機械への利用、工
業及び一般向け各種移
動体、自動車への利用
によりさらに大きな効果
を発揮するものと考えら
れる。

歩行者が、その場所で周辺に存在する情
報を得た場合、的確な情報が配信された
時は訪問や購買に直接結びつく。
しかし、現在のインターネットベースの情
報入手では、エリアベースの情報が適切
に入手できる状況になっていない。本技
術開発によって、位置情報ベースの情報
配信プラットフォームが活用できれば、地
域活性の有効な手法に成り得る。

[代替技術および問題点]
・既存のGPSのみでは、高仰角が
必要な山間部（火山の火口、北側
斜面など）では精度の高い測位が
できていない。
・人が立ち入れない地域の観測で
は、測定機器の設置方法の課題も
ある。

[代替技術および問題点]
・GPSのみの利用では屋外測位のみであり、都市部の見
通しが悪い地域で精度が落ちる。
・既存の緊急放送（ラジオ、TV)の情報では、受信機（視
聴者）の位置･時刻とのきめ細かな連係動作ができない。

既存技術（GPS）のみであると、GPSが
受信できない所は基地局の位置情報
の配信となっている。基地局位置では
誤差が数Kmとなる場合があり、要求を
満足しない。
従って、準天頂衛星システム（QZSS）
による補完とIMES等の利用による室内
（建物内での位置情報配信）が必要で
ある。また、動線解析技術に関しては、
監視カメラ画像中の人間行動を検知す
る技術の研究が一部でなされているも
のの、任意地域に適応可能な測位を用
いた動線解析としては、人流を算出す
る技術が大半である。
従って、動線情報から人物行動を推
定・予測する技術が新たに必要となる。

［代替技術および問題点］
・災害などが、いつどこで発生するか判らないため、事前の通信回線を設
置できない
・新たな地上系で全国隈なく情報配信（放送）するためには、相当の費用
が必要である
・新たな放送衛星などの専用衛星を構築するためには、相当の期間と費
用が必要である
・上記のいずれも、緊急時のみの利用では、費用対効果が成立しない
・既存の緊急放送（ラジオ、ＴＶ）の情報では、測位端末（位置･時刻情報）
との連携動作ができない

既存の測位補強として、①運輸多目的衛星MTSATを
利用した衛星補強システムMSASや②海上保安庁の
航行船舶の安全を確保するために全国２７カ所にＤＧ
ＰＳ局を配置した運用や③民間企業が提供する
StarFireなどがあるが、全て、GPS用のみの測位補強
配信である。
この為、GPS以外の衛星を利用することができないの
で、都市部などの上空視界の悪い場所では、利用でき
ないことが多くなる。又、信頼性の高い測位システムの
開発も困難と考える。

圃場作業場所自体周辺
に防風林等がある場
合、測位ができなくなる、
あるいは不安定になる
ケースが多い。また、高
精度測位を可能にする
ための補強データを携
帯電話を利用して配信
するが、携帯電話が利
用できるエリアは国土の
1/3であり、かつ、山間
部での利用はできない。
従い、圃場作業等の自
動化を進めるためには、
準天頂衛星からの補強
信号配信が､最も好まし
い状況にある。

既存の測位技術だと屋内やＧＰＳ衛星の
見えにくい場所等の条件によって、精度
が大きくばらつく。
位置情報サービスでは、ほとんどの場合
数ｍや十数ｍといった場所が確実に特定
できることで、問題ないケースが多いが、
確実な位置を得る（特に高さ方向）といっ
た面で既存技術では満足できない。
また、歩行者が移動中得る情報は、携帯
電話など情報表示が限られたデバイスを
利用し、移動中といった条件からも必要
な情報をタイムリーに得ることができるな
どといった条件を満たすことが、利用価値
の高い情報サービスといえるが、利用価
値の高い情報サービスといえるが、現状
は程遠い状況になっている。

[既存要素]
・開発中の準天頂衛星システムを
利用すれば、以下が向上する。
①噴火口や山間地（特に北側斜
面）などで上空見通しが悪い（測位
に必要なGPS衛星数を確保できな
い）地域も、QZS(高仰角)を追加す
ることにより、測位可能になる。
②QZS(LEX補強)により、山間部な
どの携帯電話不感域でもリアルタイ
ムの高精度測位(測位補強)が可能
になる。
[新規要素]
・観測センサおよび衛星測位受信
機を搭載した小型観測器（無線誘
導型　又は　航空機投下型）を開発
し、人が立入れない場所の観測を
行い、無線を通じて観測データを収
集する。

[既存要素]
・シームレスな位置情報取得にむけ、複数の位置特定イ
ンフラ（GPS、IMES、RFID、無線LANなど）が提案されてい
る。
・準天頂衛星システムを利用すれば、以下が向上する。
　①山間／都市部の見通しが悪い地域も、QZS(高仰角)
を追加することにより、測位可能になる。また、QZS(L1-
SAIF補強)により、測位精度の向上や測位時間の短縮が
可能になる。
　②別途開発提案しているQZS(L1-SAIF緊急通報機能)
を併用すれば、位置･時刻に同期した端末制御などがで
きる可能性もある。
[新規要素]
・鮮度のよい正確で充実した情報が簡易に入力できる情
報収集システムの開発。
・リアルタイム性を持ち、正確で判りやすい情報提供シス
テムの開発。
・ローカルサーバーの設置、位置情報フィルタリング等に
より、地域ユーザの状況に最適な情報の提供。

人が常時携帯するもの（例えば携帯電
話等）に、常時、位置情報（時刻情報）
を
付けた情報が配信できる機能を整備す
る（日本版E911関連）。
また、時刻と座標のデータ列にすぎな
い動線情報から人の状態を予測を予
測するには、
動線の意味的な解釈が必要となる。
この技術としては蓄積した動線情報か
ら人物行動のモデルを事前に抽出し、
そのモデルと実測データとパターンマッ
チするという技術が考えられる。

［既存要素］
・情報伝送路としては、現在開発中の準天頂衛星システムのL1-SAIF補
強情報配信機能を　そのまま活用できる
・また、受信端末は、準天頂衛星システムのL1-SAIF補強情報受信端末
機能（技術）を、一部変更（情報識別機能の追加）すれば受信できる

［新規要素］
・極めて限られた伝送容量（本来の補強性能をあまり犠牲にしないために
は高々数10bps）に、如何に有効に、必要情報を収容するかが最大課題で
あり、配信情報（信号）の生成および端末での情報（信号）表示のアイデ
ア･工夫が開発のポイントである
・なお、新たに配信する情報は、測位関連情報ではあるが、本来の補強情
報ではないので、電波利用に係る制度面の確認が必要である

GNSSによるDGPS補強情報の作成については、既に
開発されている。これらを全国の補強情報としてLEX
信号（高々２ｋｂｐｓ）により提供し、受け取った側でこれ
を補強情報を解釈する仕組みを開発する必要がある
が、如何に有用にこのデータ領域を利用するかが最大
の課題で有りアイデア・工夫が開発のポイントである。
補強情報を利用した誤測位が少ないＤＧＰＳ測位アル
ゴリズムの開発においては、一般的なＤＧＰＳ測位のア
ルゴリズムは構築されているので、ＱＺＳＳを測位の基
準としたアルゴリズムを構築することと、測位結果を他
の衛星を使用して点検することのアイデアと工夫が開
発のポイントとなる。

高精度測位を実現する
ためには、準天頂衛星
のＬＥＸ信号を利用して､
配信することになるが、
２ｋｂｐｓという信号仕様で
あり、かつ、放送型で実
行する必要がある。地理
院では、この研究を進め
ているが、静止測量用途
であり、移動への対応、
Ｆｉｘ率（１０数分）の大幅
改善無くしては、利用に
供することは出来ない。
LEXを利用した高精度測
位を実現するためにも、
研究は必須と考える。

シームレスな測位技術に関しては、すで
に実用レベルに達している。ただし、イン
フラとしての環境を整備する為に官民双
方で進めていく必要がある。
端末側は、携帯電話をはじめＰＣなども１
つの機器に多機能が集中していく様相を
見せている。ＧＰＳ機能は、標準装備され
ていくので、ＧＰＳ部分でのＩＭＥＳ対応
の促進が鍵となる。
情報配信については、コンテンツの収集
とメンテナンスの手法の確立がポイントと
なるが、技術的難易は少ないと考える。



083 084 085 087 088 090 091
地デジ放送の端末向けデータ放送サー
ビスの一部を用いて、比較的広域な範
囲に（１）複数ｃｈのリアルタイムストリー
ム映像と（２）ファイル化されたデータ（映
像・音声・テキスト等）を地域IDを付けた
上で携帯端末（車載カーナビや携帯電
話）向けに放送する。
一方、携帯端末は自身の位置情報を把
握しており、放送される多量の情報の中
から、地域IDが合致する情報のみを表
示・蓄積、あるいはユーザーへの通知動
作を行う。
有料情報の場合には、鍵配信サーバー
に端末からアクセスしてセキュリティ鍵を
受け取り課金情報を送った上でデータ
の利用を行う。

・地理空間情報の品質認証
の自動化（半自動化）に関
する研究・開発
JISX7113の品質原理
JISX7114品質評価手順に
基づく、地理空間情報（デー
タ）に対する品質評価を自動
的に行う技術の研究・開発

位置情報付の写真や説明文書を地図上に
簡単にマッピングし、他の人がコメントや写
真を加えて、複数の人で、ある地域の歴史
や事物や習慣の由来、人物の評伝等を協
調して作成支援技術。
これに参加する人のITリテラシーは携帯・
PCでメールを使える程度のスキルを前提と
する。
この技術で作成されたWEBの情報を利用し
て、観光を行う人に対しては、キーワードを
入力するような複雑な検索を行わずに、携
帯電話で測位した位置情報をキーにして、
自動的に地図や説明を表示する携帯電話
向け情報提供サービス技術も開発が必
要。

ユーザーインター
フェースの多様化、高
度化
○認識したいもの（ラ
ンドマーク、距離、位
置関係・・・）を的確に
把握できる表現
○人間の空間認知特
性や能力に応じた空
間情報の提供
○音声案内や肉体へ
の刺激など誘導のた
めの手段の多様化

デジタルペンを利用し、紙地図を新たな入力ツールとするシステム開発。
デジタルペンを使ったソリューションは、テスト採点業務、引越見積業務、
建築ＣＡＤへ応用、作業日報システム、巡視点検業務などに活用されて
いるが、地図に応用する発想は類がなく、ましてやデジタル地図データに
変換する発想は皆無であった。デジタル地図データの製作は従来測量
業者や地図製作業者が行っており、コストも多大であった。当社のツール
は、地図を利用するすべての業界の現場で簡単にデジタル地図データを
製作できるツールを開発することにより、コストを低減するとともに地図の
活用シーンを増大させる効果が期待できる。
デジタルペンを用いる場合専用の用紙が必要です。その用紙には、特殊
な配列の小さな「ドットパターン」が、たくさん印刷されています。ペンは、
内蔵しているカメラでこのドットを読み取り、手書きした文字や図の筆跡
を記録します。この方式を「アノト方式」と呼びます。デジタルペンは、ペン
の軌跡、筆圧、書いた時刻、座標情報を取得できます。

VRML等の三次元デー
タを用いた表面特性の
移動窓解析

今後、各県レベルで整備される地域ＧＩＳセンターの利活用のた
めに、インターネット上での地理空間情報分析サービスのWeb
サービスチェーンモデルおよび技術開発

広範囲に大量のデータを配信できる、と
いう特徴を持つデータ放送を使って、
個々人がその時・その場所で必要とす
る、あるいは役に立つ情報を「位置」とい
う属性をキーにして、ピンポイントで配信
できる。
大量データ配信と、個別データ受信を同
時に実現できるシステムを目指す。

今後、官民問わず大量の地
理空間情報（データ）が流通
する社会が実現されること
が予想されます。
利用者が安心して流通する
地理空間情報を活用するた
めには、品質が明示されて
いないと適用しようとする
サービスに利用可能である
か判断することができませ
ん。そのため、流通する地
理空間情報には品質情報
が付与されることが望まし
く、また、そのような品質情
報は第３者または一定の基
準により評価された結果で
あることが期待されます。

ITリテラシーの高い人がブログで情報発信
を行うことはできるが、これからの高齢化社
会を
考えると、知識や経験は豊富だが、それほ
どITリテラシーが高くない世代の情報発信
を手助けする技術が求められる。
団塊世代が退職し、体力も気力も、ある程
度の財力も有する世代のパワーは絶大で
ある。
この人達のパワーを生かして、故郷や興味
のある地域・人物の歴史を掘り起こしたり、
自分史、一族史を作成したり、地場産業や
特産品の由来や特徴を調査してWEB上に
提示して、それを新たな観光資源とし、実
際の事物や場所に観光客を誘致する。

○アウトドアで「ここだ
け」、「今だけ」、「この
人だけ」のサービスを
するには利用者の特
性にあった情報提供
方法が必要

デジタル地図データのメンテナンスには、多大なコストがかかるため、シ
ステムを導入したにもかかわらず、メンテナンス費用を確保するのが難し
い場合が多く、またこのことが、ソリューションの導入へ障壁になってい
る。結果、GISが必要な団体まで普及していないのが、現状である。例え
ば、ライフライン関連の企業が、施設の維持管理に利用すれば有効なこ
とが明白なのにこの障壁のために導入していないところが多数ある。も
し、仮にデータメンテナンスが簡単にできるツールがあったらどうだろうと
いう発想が、きっかけであった。
アノト式用紙とデジタルペンを利用すれば、デジタル情報入力を紙で実現
できる。これはまさにパソコンと鉛筆の両方の側面を持つ新しい道具であ
る。ではもし、アノト式の用紙に地図が印刷されているとしたらどうなるだ
ろうか。建物を始め、電線、上下水道、ガス管、用排水路、消火栓、街
灯、自販機など屋外設備を手書きするだけでデジタル情報とすることが
できるようになるだろう。パソコンでマウスクリックなどしなくても、「書く」だ
けでよいのである。

現在のGISは平面に地
図として投影された
データを基本的に扱っ
ているが，VRMLのよう
な投影されていない三
次元データをGIS的に
分析することができれ
ば，たとえば洞窟のよ
うな，非常に立体的な
空間に関する客観的
な解析が可能となる．
これはGISの応用の幅
を大きく広げる．通常
のラスターデータや画
像を用いた分析では，
移動窓解析が非常に
汎用的であり，DEMを
用いた地形解析（傾
斜・曲率・斜面方向な
どの計算）や，リモセン
画像のフィルタリング
に用いられている．そ
こで，三次元の表面に
おける移動窓を定義し
て計算を行う技法とア
ルゴリズムを開発す
る．

現在、PPP-GIS(市民参加型GIS)でデータの共有化などは、「カ
キこマップ」を先例にかなり進んできたが、市民が政策決定にま
で参加するためには、地域の地理空間情報を活用して地域の課
題を分析し、解決策を考案する知識と技術が必要である。単に
地図化して重ね合わせるだけでは、不十分で、多様な空間分析
手法［現在では、地下水モデル、交通計画モデル、資源配分モデ
ルなどGISの空間分析機能を利用した研究指向の分析モデルが
開発されつつあるが、一般市民でも使用可能なものは少ない］を
簡単に試行できる地理空間分析サービスのメニューを増やす必
要がある。

既存の地デジのデータ放送では、テレビ
の設置された住所に着目して、その場
所に関する天気予報やニュースをテレ
ビ画面に表示するというサービスは行わ
れている。
しかし、移動する個別の端末の位置に
着目してデータを配信するというサービ
スができていなかった。
GPSの測位であれば､携帯電話の基地
局測位よりもより狭い範囲で位置が特
定できるため、マス対象の一般的な情
報に比べて、きめ細かく、ユーザーの琴
線に触れる情報配信が行える可能性が
高い。

従来はデータの品質評価は
品質評価手順に基づいて、
個々に実施されており、網
羅的・自動的に評価する既
存技術は確立されていない
状態にあると考えられます。

PCや携帯電話でメールが打てる程度のIT
リテラシーを有する人でも、複数の人で協
調してWEB上で情報発信しようと考えると、
現在のブログ作成技術だけでは、ハードル
が高い。
また、PCで閲覧することを前提としたWEB
構築のツールはあるが、携帯電話向けの
情報発信を一般の人が作成することを支援
するツールは無い。
今は、どこかに出かける前にWEBで検索し
て紙にプリントするといったことは一般的に
行われているが、本当に必要なのは現地
に着いてからの案内である。しかし、現在
の携帯電話の検索ツールでは難しい。ま
た、携帯用の情報発信ページはもっぱらプ
ロの仕事であり、
一般の人が作成するのが困難である。

○使えるものがある
かもしれませんが、取
り込まれていないと思
います。

競合製品として考えられるのは、情報入力可能なGPS端末かタブレット
PCであろう。もちろん、これが使えないわけではない。デジタルペンは、こ
れらより安価でかつ誰でもが使えるツールとなる。

上記のように現行の
GISは，地図としての
平面上のデータを分析
するものであり，完全
に三次元の座標を持
つデータを有効に扱う
ことができない（DEM
の場合でも，Zは座標
ではなく属性値として
扱われる）．また，
VRML等はCADやCG
で広く用いられている
が，CADでは自然界に
あるような不定形の物
体を分析することは想
定されておらず，CGは
分析を目的としていな
い．

既存の技術が使えないというのではない。WebGISサービスに関
する標準化も一定の成果を上げ、実用段階になっているが、日
本ではこの分野の技術開発が英米ほど活発でないことが問題で
あるといえる。活用化技術というのは、基礎的な標準化の上に爆
発的な利活用が進むのであって、政策的な技術開発は、数10年
後の基礎的研究というものではなく、ここ数年で集中的に実施す
る必要がある。

センター側：
端末側：携帯端末向け放送（ISDB-
Tmm)に住居下受信装置
　　　　　位置情報・課金情報に基づいた
放送網／携帯網からの受信情報表示
制御

・真となる地理空間情報の
考え方の整理が必要
評価の対象データに対し、
どのような考え方と評価法を
もって良否を判定するのか
という、良否の判定基準、判
定方法、判定のための真と
なる値を整理することは技
術的にも制度的にも高い難
易度であると思われ、技術
開発への取り組み開始は価
値があります。

PC向けと携帯電話向けの情報発信は、現
状では別々の作成し、また携帯電話向けの
情報発信ページの作成は一般の人には
ハードルが高い。
現在のブログ構築ツールを拡張して、携帯
電話向け情報も同時に作成できるような
ツールを開発する。

○単なるインター
フェースの問題の前
に、歩行者の誘導に
はネットワーク型デー
タでは不十分で、通
行できる空間を面
的、３次元的に案内
できるデータおよび手
法開発が要ると思わ
れます。

　デジタルペンをGISの入力ツールとした例はないため、もちろん解決しな
ければならない技術課題がある。GISのデータとするためには、紙上の座
標を緯度経度などの空間座標に変換しなければならない。これには、印
刷された地図が、どこのどのような縮尺で印刷された地図なのか識別す
る情報が必要となる。では、その識別情報をどのように付加するかが第
一の課題である。次の課題は、ベクターイメージとテキストをどのように
認識するかである。ベクターイメージとは、図形を点で結ばれた線で表
す。結ばれた線の終点が始点と重なった、四角や円、多角形などの閉じ
た図形の内部の領域を面と呼ぶ。点の座標と、線の属性（線の太さ、色、
破線、実線など）、線で囲まれた面の属性（色や、パターンなど）、を記録
するのがベクターイメージの基本である。すなわち、ベクターイメージと
は、点、線、面のそれぞれのさまざまな性質、つまり、線の起終点の位
置、曲線であればその曲がり方、太さ、色、それら線に囲まれた面の色、
それらの変化のしかたなどを数値で表すことにより、コンピュータで扱う
データとしたものである。すなわち、漢字の一とただのラインをどのように
判別するかが課題である。
　デジタルペンのためのフォーム（書式定義）には、ページデータの送信
する定義もある。仮にそのエリアをクリックしたら、文字入力とベクター入
力を交互に切り替えるようにすれば、開発できるだろう。

概念的には難しくない
が，典型的なラスター
空間ではない場所で
移動窓をどのように定
義し，どのように動か
すかなど，細かい議論
や工夫が必要になると
思われる．プログラミン
グにあたっては，CAD
系，CG系の既存プロ
グラムを参考にする必
要があろう．

技術開発の難しさは、人材の不足であると考えられる。すでに東
京ガスのGeOAP
EsrijJapanのGIS　on　Demand　サービスなどがあるが、アドレス
マッチングサービスなど簡単なものが多い。ESRIのARCGISサー
バーは高額であるが、オープンソースのSharpMap、応用技術か
らは、「オープンソースWebGIS-構築ガイド」(なども出版され、
オープンソースを利用したWebGIS構築技術の普及もあまり知ら
れていないが開始されたところである。しかし、これらは、WebGIS
構築一般の技術に偏っており、空間分析サービスに関しては、
開発されていない。
技術開発の難しさは、人材の不足であると考えられる。すでに東
京ガスのGeOAP
EsrijJapanのGIS　on　Demand　サービスなどがあるが、アドレス
マッチングサービスなど簡単なものが多い。ESRIのARCGISサー
バーは高額であるが、オープンソースのSharpMap、応用技術か
らは、「オープンソースWebGIS-構築ガイド」(なども出版され、
オープンソースを利用したWebGIS構築技術の普及もあまり知ら
れていないが開始されたところである。しかし、これらは、WebGIS
構築一般の技術に偏っており、空間分析サービスに関しては、
開発されていない。
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時空間情報を基盤とした新しい食料生産科学の創出（学術研究）
食料生産にかかわる細分化した専門知を統合して作物、水産物、家畜の遺伝的
資質の強化と環境管理技術の開発を行い、食料の安定生産システムを構築する
ための方法論を研究する。環境に配慮しつつ安全な食を安定的に供給するため
には、生物―大気―土壌／海洋により構成された複雑系のモニタリングと解析を
通して食料生産環境の最適化とその管理が必要であり、生産環境をミクロ空間か
らマクロ空間までモニタリングとモデリングし、多次元情報を統合化することが基
礎となる。具体的にはリモートセンシング、ユビキタスセンサネットワークなどのセ
ンシング技術、多次元フィールド情報の相互関係の解析を進め、これを基にした
生物の生理生態学的特性と環境適性を考慮した食料生産理論を創出する。ま
た、この時空間情報を活用し、生産環境の安全性が確保される技術を開発する。
さらにフィールドから収集される多様で膨大なデータを管理・統合し、利用していく
ために、フィールドのデータを空間・時間・内容に応じて適切に組織化し、情報を抽
出・構造化していく仕組み（サイバーフィールド）の研究開発を進める。これらの研
究活動によって、生物本来の潜在的能力を最大限に引き出した実践的な食料生
産科学を創出する。

農業ロボットによる食料生産シス
テム
我が国の農業のおかれている最
近の状況は厳しさを増している。
特に労働力不足は逼迫しており，
わが国農業を持続的に発展する
システムは不可欠である。高齢
化，農業就業者の減少が進むな
か，食料自給率の向上を図る上
で，人工物（ロボット）を活用した新
しい技術と営農方法を提供する。

農作業ロボットの研究は国際的にも数多く行なわれている
が，現在の研究レベルは１台のロボットが圃場内を走行し，
与えられたミッションを自律的に行なう程度である。ロボット化
技術はようやく実用化に向けて緒についた辺りにある。機械
の登場によって一人あたりの作業可能量の増加が，食料の
増産と低コスト生産に寄与してきた技術史を目の当たりにす
ると，このロボット化の潮流についても群による協調作業のた
めの基盤技術を開発して，将来の大規模低コスト農業に貢献
できるところまでロボット技術を進化させる必要がある。本研
究では，作業の効率性，システムの柔軟性，農地環境の負
荷低減を念頭におき，複数の小型ロボットが協調して作業を
行わせるマルチエージェント型のロボットシステムを提案す
る。圃場１区画を複数台のロボットが相互に通信しながら，農
薬散布，生育情報収集など，食料生産プロセスにおける重要
なタスクを自律分散的な協調パターンで実行できる方法論を
考案する。

公的な位置認証を目的と
した要素技術開発

位置情報
を取得可
能な携帯
デバイスを
携行する
人から寄
せられるセ
ンシング情
報を元に、
状況把握
をするため
の技術。

　接触－非接
触ハイブリッド
型ＩＣカードの
開発

痴呆症
患者に
対する交
通安全
支援

高密度
DSM
【20cm
メッシュ】
とそれか
ら生成す
る三次
元オルソ
データ
は、通常
の経年
変化とし
ての自
動異動
判読

可視光通信 ダウンワードスケーラビリ
ティ・動的スケールアップ
に優れたGIS

道路の共通位置参照方式
　道路上の位置を特定す
るために、全ての道路に
ユニークでパーマネントな
ID（路線ID）を付与し、管理
する。
　道路上の位置情報を交
換する際は、該当の道路
の路線IDと、道路の始終
点となる交差点（路上参照
点）からの相対距離と道路
の左右を定義するだけで、
様々な地図上で、正確な
道路上の位置情報を交換
することが可能となる。

従来から農水産業が果たさなければならない役割は、食料を持続的に生産し、人
間の生命・生活を維持・発展させることにある。しかし、世界の人口は現在の67億
人から2050年には1.3倍の91億人に達することが見込まれ、食料不足と偏在は今
まで以上に進むと予測されている。現在､世界では8億5千万人の人が飢えで苦し
んでおり、アフリカ諸国を中心に１日に2万5千人が餓死している。他方、国内では
食料自給率の低下、化学肥料による地下水汚染、食の安全に対する消費者の不
信感増大、バイオ燃料との生産競合等による主要穀物など食料価格高騰が引き
起こされている。加えて、気候変動が主要な穀倉地帯の生産性低下を招いてお
り、中国・インド・ロシアなどBRICSの経済成長も飼料用穀物や油糧種子の大量消
費による食料需給の不均衡をもたらしている。今後、世界的な食料供給の不安定
化が懸念される。これらの問題に対応するため情報科学を適用して細分化した専
門知を統合することによって実学としての新しい食料生産科学の創出する。

わが国の食料生産基盤は脆弱で
あり、自給率向上には多大な努力
が必要であるのは言うまでもな
い。2005年の販売農家数は196万
戸、このうち担い手として期待され
る主業農家は43万戸となってお
り、毎年４～５％の減少が続いて
いる。加えて、農村地域では、若
年層の流出により、過疎化が進む
とともに2004年の基幹的農業従事
者の平均年齢は63歳で、社会全
体に先行して高齢化が進行し、労
働力不足は深刻な状況にある。
ガット・ウルグアイラウンドの合意
に基づく貿易障壁削減の中で、米
を含む農産物の輸入の自由化が
進み、競争力を確保するために、
今まで以上の品質の向上や生産
コストの削減が求められており、国
内農業の構造改革とあわせて革
新的な技術開発により、一層の品
質の向上や生産コストの削減を図
ることが喫緊な課題となっている。
このような背景から、農業経営の
経済的な採算性に適合するような
ロボット化を含めた超省力技術の
開発が、日本農業を持続的に維
持・発展させる上で必須である。

食料・農業・農村基本法の目指す自給率の向上は，今後農
業経営規模の拡大，農業生産組織の法人化，コントラクタな
どの普及によって解決を計ることを戦略としている。しかし現
実の農業は，後継者不足，就業者の老齢化が深刻で，効率
的な生産方法の確立が急務である。産業革命以降の「機械
の大型化」というストラテジが農地環境を悪化させ，その対策
として化学肥料を大量投入して食糧増産を続けてきた従来法
には，もはや限界が見える。今後，小さなロボットによって緻
密に，そして高効率に作業を行うシステムを考案してゆくこと
が，安全な食料を安定供給する上で重要である。

既に試験的な運用がなさ
れているタイムスタンプ技
術のような時刻認証と同
様に位置についても公的
な認証の必要性が議論さ
れている。これまでは公共
測量としての枠組みでの
み位置情報が公的認証に
類する形で運用されてき
た。しかしながら、農産物
のトレーサビリティ、サー
バシステムのセキュリ
ティ、広範囲に普及した携
帯無線機器での測位、公
共交通機関の運用など位
置情報の利用は爆発的に
増える一方で、これらを公
的に認証する仕組みは未
整備である。そこで、ユー
ザを限定することなく、「い
つでも」、「どこでも」、「望
む精度で」その位置情報
の正当性を客観的に評価
する仕組みを開発する。ま
た、この時、ニーズの掘り
起こしの意味でも時刻認
証と一体化した形での技
術開発が望ましい。

収集する
ための共
通基盤プ
ロトコル、
サービス
アーキテク
チャがな
い。開発で
きれば、イ
ベント、自
然災害後
のモニタリ
ングに使
える。例え
ば、撮影し
た写真画
像を自動
的に送出
する機構
があれば、
お祭りのと
きの混雑
度、事故
の現場、
嵐後の街
の状況等
を把握で
きる。

　現在、高速道
路系は接触
型、公共交通
系は非接触型
のＩＣカードを利
用している。
　ハイブリッド
型ＩＣカードが
できれば、ＥＴ
Ｃ、ピタパ、クレ
ジットカード、
キャッシュカー
ドなど、これら
の機能を１枚
のカードに集
約することがで
き、財布が分
厚くならなくて
済むとともに、
盗難や紛失の
場合でも１枚
のカードのみ
利用停止する
れば良く、複数
枚のカードを所
持するよりも利
便性が高いと
思われる。

高齢化
社会に
伴い、痴
呆症患
者は増
加してい
る。軽症
患者が
運転中
の場合
に高速
道路の
逆走や
分岐にお
ける誤進
入などが
発生して
おり、そ
れらに伴
う事故の
発生を予
防する。

それらは
被 災 後
の 航 空
写 真 画
像【 アナ
ロ グ ・ デ
ジ タ ル 】
からも生
成 が 可
能 な た
め、家屋
倒壊、地
盤 滑 動
等 の 迅
速 で 正
確 な 把
握 に 優
れ た 威
力 を 発
揮できる
ものと考
えます。

１．交通信号機
による情報配信
（信号機の位置
情報、信号が何
秒後に代わるか
の情報、渋滞・
事故情報など）
２．街頭や施設
内に設置された
プラズマディスプ
レイ、液晶ディス
プレイ、LEDなど
を 利 用 し て 、IP
ネットワークから
ダウンロードした
広告やプロモー
ション、インフォ
メーション映像な
どを送るデジタ
ルサイネージに
おける情報発信
（ 広 告 情 報 、
ニュース、商品
のクーポン券な
ど）３．非常灯や
電信柱からの位
置情報や緊急情
報などの発信

災害時においては、被災
の直後から情報収集や情
報共有は重要であり、早
期に情報共有システムを
稼動させる必要がある。し
かし、大規模災害では既
存の情報インフラも被害を
受けるため、災害救助の
初期段階では、ノートPCな
ど小型の機器しか利用で
きない可能性が高い。そ
のような小型機器上でも
動作可能なGISがあれば、
災害現場ローカルでも情
報共有システムを構築す
ることができ、被害把握・
救助指示を大いに支援で
きる。また、このようなシス
テムは、インフラが復旧す
るに従い情報共有の幅を
徐々に広げ、最終的には
平常時と同じ規模での
サービスにシームレスにつ
なげられることが望まし
い。

ITSでは、空間情報を利用
する際、道路の右左、交差
点の前後と、道路との相
対位置関係が重要とな
る。
全ての道路に路線IDを設
定することで、利用する道
路の一義的に特定するこ
とができ、道路上の空間
情報の交換を容易とする。
道路上に存在する空間情
報はITSだけでなく、歩行
支援、設備管理、行政
サービス等の様々なサー
ビスシーンでも利用され、
道路上の位置情報を交換
を容易とするこの方式は、
これらのサービスを容易に
する。
さらに、大規模災害発生
時、災害情報の特定、災
害支援には位置情報は重
要であり、道路上の位置
の特定を容易にする道路
の共通位置参照方式は、
災害対応に大きな威力を
発揮する。

農業用ロボットは国際的に実用化
されていない。

　圃場作業ロボットの国際的な到達点は，１台のロボットトラ
クタが無人でかつ自律的に与えられた作業を行なう技術まで
である。本研究は，単独のロボット化技術を活用しながら，小
型ロボット（エージェント）を群として協調作業させる方法論を
考案する。このような研究は国際的にも新しい試みである。

既に、一部の民間企業で
位置認証技術に類する
サービス提供があるが、
時間分解能が不足してい
たり、不確定性の残る既
存技術(例えばGPS)に測
位を頼るなど公的なものと
して広く運用するには充分
ではない。

　技術的要因
でできないの
ではなく、社会
的要因で使え
ないのではな
いかと思いま
す。

逆走検
知のた
めのセン
シング技
術及び
導入コス
ト。

既存のGISの多くは、重厚
長大な情報システムを前
提としたものが多く、小型
端末での動作やそのため
のポータビリティはあまり
考慮されていない。また、
インフラ復旧に伴うネット
ワーク環境の変化・スケー
ルアップ対し、サービスを
中断させることなく追従す
ることは考慮されていな
い。このため、上記の目的
に合ったようなシステムを
構築することは難しい。

GPSの普及は、緯度経度
の利用を容易としたが、
GPSの位置誤差、さらに、
利用する地図の位置誤差
は、道路の左右、交差点
の前後のズレとなる。
このズレは距離的には小
さなものであっても、現場
で空間情報を特定する際
には、大きな誤差であり、
目標とする空間情報を見
失い、空間情報サービス
での大きな障害となる。

欧米で実用化・商品化されているGIS をベースにしたデータベース型の精密農業
技術は複雑系である作物―土壌―大気系をブラックボックスとして取り扱ってお
り、普遍的な理論にまで高揚したものでないため、普及している技術の信頼性・安
定性が低いことはよく知られている。この技術レベルをブレークスルーするために
は、作物生育期間中の内部システムを観測、モデリング、そして制御することが要
求される。国際的には植物栄養学、植物生理学、農業気象学、土壌学などの専門
家がモデリングに取り組んでいるがいまだ解決していない。屋外環境下の生物生
産は作物―土壌―大気複雑系を記述した短期予測モデルが適切に圃場を管理・
制御する上で必須となるが、このような包括的なモデルは存在しない。すなわち、
この種の問題の解決には細分化を進めた個別の学術分野では限界がある。異な
る学術分野にまたがって総合化した研究手法を採用する必要があり、新しい複合
科学としての農学基礎研究の推進が望まれる。

技術面ではロボット製造の低コスト
化と安全対策の検討が必要であろ
う。　可能な限り異種産業で使わ
れている既存要素技術を適用する
努力が必要である。同時に水田
作、畑作、米麦乾燥貯蔵、施設園
芸、畜産・酪農、食品流通などでコ
ンピュータ、センサなど使用機器の
標準化を進め、機器の低コスト化
を計らなければならない。

公的機関がなるべく既存
技術に頼らずに位置情報
の認証を行うためには、
独立した位置計測技術の
確立が不可欠となる。そ
の際、位置計測手法の開
発もさることながら、安定
した周波数標準を用意す
る必要がある。例えば小
型の原子周波数標準の開
発などが応用できると考
えられるが、精度を保ちつ
つどこまで小型化、低コス
ト化ができるかが鍵とな
る。

　既存の技術
を組み合わせ
るだけなので、
それほど難易
度は高くないと
思います。

安価で
高精度
なセンシ
ング技術
と痴呆患
者への
通知方
法

この場合には、
通信形態は片方
向になります
が、携帯電話、
ナビシステム、
PCなどで可視
光で送信された
情報を簡単に受
信できるような
仕組みが必要に
なります。

小型端末での動作と平常
時に求められる高機能を
どのようにバランスした
APIやプロトコルとするか、
事例に基づいた設計が必
要。また、ネットワークのス
ケールアップに対応して動
的にconfigulationを適応さ
せていく仕組みは、現状で
はあまり有効なものがな
い。
また、災害時においては、
事前に用意した形式では
収まりきらない情報を追加
で扱わなければならない
事態が生じうる。このた
め、新たなデータ形式を動
的に追加できる柔軟性も
併せ持つ必要がある。

道路は常に変化し、新設、
廃止に加え、路線変更、
改良等が行われる。
そこで、これらの変化に対
し、パーマネント性、新旧
のＩＤの連続性を維持する
技術、仕組みの開発は重
要となる。

No.101はGNSS利用



104 105 105 105
高精度デジタ
ル道路地図
　高精度な道
路データの効
率的に、かつ、
迅速に測量し、
データ化する技
術
　道路、道路施
設の建設デー
タを利用する技
術
　高精度な道
路データを管
理、配信（差分
配信）する技術

平面形状の複雑な
建物や重層地下街
での経路探索が行
える機能を持つ3次
元ナビゲーションシ
ステム

GPS端末装置と位置情報利用機
器とのデータ交換標準プロトコル

条件付移
動体での
ＧＰＳ測位
手法

自動車を利用
を、安全で環境
負荷の少ない
ものにするため
の技術として、Ｉ
ＴＳへの期待は
大きい。
その中で、ドラ
イバーへの
様々な情報を
提供し、安全で
環境に配慮す
る走行を支援
する走行支援
サービスでは、
その情報とし
て、道路データ
の役割は大きく
なる。
高精度で鮮度
の高いデジタ
ル道路地図の
開発は、この走
行支援サービ
スの実現を加
速化する。

屋外ではGPSを利用
した歩行者ナビゲー
ションが可能になっ
てきているが、最近
の大規模な駅や地
下街では慣れている
人でも困ることが少
なくない。これを支援
するために要求に応
じて現在地－目的地
から最適経路の探
索を行うシステムが
不可欠である。
また、GPSの使えな
い地下街などでは自
分の位置を特定する
ことが非常に困難で
ある。また歩行者が
持ち歩ける端末とし
ては携帯電話程度
のものが考えられる
が、表示面積の小さ
い端末でどのように
経路案内するかなど
の開発が必要であ
る。

ＧＰＳ端末装置はメーカーにより、
また、機種により出力形式が異な
り、利用側の機器側で相手ＧＰＳ
端末の要求に応じた入出力をそ
のつど開発しなければならない。
標準プロトコルが制定され普及す
れば、位置情報を利用する機器
側でも色々なＧＰＳ装置に対する
開発の必要がなくなる。これによ
り、列車へのGPS搭載など新たな
ＧＰＳサービスの創出が期待でき
る。
また、位置情報・撮影方向情報付
きのカメラ・ビデオカメラ、あるいは
位置情報の外部入力を持つカメ
ラ・ビデオカメラに使えそうである。
業務に使用する写真、ビデオなど
は利用頻度も多く、広く普及してい
る技術であるが、その整理、ドキュ
メント化にはその分多大は労力を
費やしている。データ交換標準プ
ロトコルが策定されれば、写真・ビ
デオデータにそのインデックスとし
て位置情報、方向などが付与され
ることで、観光写真など一般ユー
ザの写真整理のほか、工事現場
写真、自動車搭載カメラ、列車前
頭車ビデオ等業務用の写真整理
など広く利用可能と思われる。

ＧＰＳで測
位を行う
場合、通
常4衛星
が必要と
なるが、
鉄道にお
ける列車
位置の測
位は線路
（レール）
上という
拘束条件
があるの
で、これを
うまく利用
すると2衛
星ぐらい
でも測位
可能と思
われる。
また、4衛
星受信時
より高精
度な測位
が可能に
なると思
われる。

カーナビ等で利
用されているデ
ジタル道路地
図は、目的地
までの経路探
索、経路案内
をするには適し
ているが、高度
な走行支援
サービスを実
現するために
は、その情報
精度、鮮度は
十分ではない。

従来の二次元GISで
層毎の経路を重ね
て作成して、経路探
索ができなくもない
が、エレベータのよう
な垂直移動がある場
合に層間移動のリン
クが作成できない。
現在地下駅の状況
を立体的に略図表
記した図は存在する
が、そこに自分の位
置と方向を入れ、さ
らに動くべき方向を
示すには小さい画面
では無理がある。

既存のＧＰＳ測位データのフォー
マットとしてはＮＭＥＡがあるが、こ
れも受信データフォーマットのみで
あり、ＧＰＳ装置への情報を与える
部分はない。双方の機器で情報を
やりとりするためにはそのプロトコ
ルまで定める必要がある。位置情
報提供側の機能と利用側の機能
を切り分けることも必要になると思
われる。
また、既存の技術では、時刻と
キーにしてGPSの位置情報とビデ
オコマを合わせて位置情報をスー
パーインポーズすることになる。後
処理となり作業量も大変である。

既存の技
術がある
か不明。
製品とし
て出回っ
ているも
のはな
い。

高精度な道路
データを鮮度
良く収集し、利
用するために
は、測量技術、
データ技術、配
信技術、建設
データの利用
等の空間情報
を扱うための
トータルな技
術、仕組みが
必要となる。

この場合の経路探
索では層間移動に
階段、エスカレータ、
エレベータなどさまざ
まな種類があるた
め、最短経路探索に
移動コストの考えを
導入する必要があ
る。また移動コスト
は、健常者、不自由
者など障害の程度に
よる変化に対応でき
ることが必要。

データ及びプロトコルの標準化な
ので、技術的な困難さはあまりな
いが、将来にわたって使える機能
を含ませること、および多くのメー
カーと調整する必要がある。製品
としてはGPS付きカメラは製品が
ある。

鉄道、路
面電車な
ど軌道上
の移動体
について
は、通常
のGPS測
位より効
率的であ
る。

用分野の具体的事例の紹介であり、本表では割愛した。                       2009/2/26



回答通し番号 001 002 003 004 005 006 007 008 009 010 011 012 013 015 016 017 018 019 020 021
これが
前項
（Q1)に
書いた
もので
す。

GISソ
フト
メーカ
単位
のアプ
リケー
ション
ではな
く、操
作を含
めた統
一され
たソフ
トに
し、簡
単で誰
でも利
用でき
るソフ
ト開発
が必
要と思
われ
る。

携帯電
話では
ない簡
易測位
モ
ジュー
ルを利
用した
児童や
身障者
位置確
認サー
ビス
GPS以
外の事
件・事
故の位
置同定
システ
ム
大規模
屋内施
設を範
囲に含
む、運
送・運
輸系の
動態監
視シス
テム
地下
街・イ
ベント
会場な
どにお
ける位
置コン
テンツ
配信
サービ
ス、マ
ンナビ
ゲー
ション
サービ
ス
様々な
位置情
報コン
テンツ
のユー
ザ嗜好
による
マッ
シュ
アップ

1.　地震、津波、
火災等の地域大
規模災害発生時
の緊急連絡
日本中どこでも
（山、谷、海、等）
通報者の正しい
位置が把握でき
ることが救急救
助に役立つ。

2.　上記大規模
災害発生時の通
報者（人、車等）
の安否確認と避
難誘導
安否確認技術は
衛星測位機能付
き携帯電話を付
帯することにより
簡単に実現可能
と思われるの
で、詳細は省略
する。ここでは、
災害発生時地方
自治体が危険地
域を指定した場
合に避難民や車
を安全地域に誘
導する方法につ
いて記述する。
⇒避難民（特に
子供や高齢者、
弱者）が衛星測
位機能付き携帯
電話を付帯する
ことにより
当該携帯に安全
地域と危険地域
を平面情報とし
て送ることで可
能になる。
⇒車の場合は、
その車に搭載さ
れる通信カーナ
ビが災害発生地
域の安全地域、
危険地域を受信
することで、災害
発生地域から安
全に避難するこ
とが可能になる。
なお、VICS、プ
ローブ情報等の
応用により、一
部道路に集中さ
せない配慮も必
要になる。
　
以　上

今後の土地
利用方策の
検討に資す
るモニタリン
グ技術

現状、特に
地方では生
産地の農地
転用許認可
が事実上無
法状態に
なっていると
いう話を聞く
ところであ
る。我が国で
は、農地とし
ての生産性
が高い土地
は、その他
の転用によ
る収益性の
高い土地で
もあるため、
そのような土
地が失われ
ることによっ
て、農業生
産性の向上
の基礎が脅
かされてい
る。

このような土
地利用の現
状について、
常時把握し、
市民による
議論が可能
な土台を整
備して、適切
な規制やあ
り方の検討
を行えるよう
にするべき
である。

現状では、
都市計画基
礎調査に
よって把握さ
れているが、
これは実質
数年おきで
ある。常時把
握できるよう
な技術手段
が必要であ
る。

Q1に示
した「建
築生産
における
資材・機
材管理」

将来的
に、地
図情報
と災害
情報
（山崩
れ、洪
水、浸
水など
の範
囲）の
重ね合
わせか
ら、変
電・配
電の設
備被害
状況を
迅速に
評価で
きれば
とのア
イデア
はあ
る。

１．今後重要と
思われるアプリ
ケーションの内
容

（研究開
発マップ
の例よ
り）

社会的
弱者や
家族の
見守り緊
急対応
サービス

例の概
要に書い
てあるこ
とが、今
後できる
としたら、
とても住
みよい環
境になる
のではな
いかと思
いまし
た。

携帯電
話を使っ
た地図と
位置情
報を組
み合わ
せたコン
テンツ
サービ
ス。

Q1記載の技
術が実現する
ことにより、
人や物の場所
や行動の意味
情報が得られ
るようになる
と、
例えば、人が
自宅にいる場
合には自宅に
合った情報が
提供され、人
がオフィスに
いる場合には
オフィスに合っ
た情報が提供
されるような情
報提供サービ
スが実現でき
るようになり、
単に位置情報
に応じて情報
が提供される
よりも情報の
質を高めるこ
とが可能にな
る。
１、位置情報
を活用した、
公共サービス
の高度化（防
災・安心安全
など）
２、位置とタイ
ムスタンプを
活用した公共
サービス及び
民間サービス
の認証による
手続きの簡便
化
①産業廃棄物
に対するマ
ニュフエストの
認証
②物流での動
産担保を包含
した認証
③請負・派遣
業務の作業報
告等
３、民間のピン
ポイント広告、
モニター依頼
等

位置情報
の市場で
の利用は
既に車両
用カーナ
ビから携
帯電話や
ＰＮＤによ
るマンナ
ビにまで
普及の兆
しが見え
るが、マ
ンナビに
関しては
位置を座
標として
しか表現
できてい
ないの
で、まだ
一般の
人々には
馴染みに
くい（座標
を知って
もそれが
何処かが
わからな
い）ものと
なってい
る。地理
空間情報
の一機能
として重
要なもの
は、座標
情報を一
般の人々
に認識し
やすい場
所（建物
の名前、
駅名、店
名など）
情報に変
換する機
能であ
り、場所
情報の整
備、変換
アプリ
ケーショ
ンの準備
が必要で
はないか
と考え
る。

１．災
害等の
リアル
タイ
ム・シ
ミュ
レー
ション
と防災
計画へ
の応用
２．航
空電子
立体地
図の整
備
３．不
動産情
報の高
度化
４．土
木・建
設施行
管理技
術との
融合
５．精
密農業
や農業
ＩＴ技術
への応
用

土石流や
津波のハ
ザードマッ
プを３次元
化し、CGシ
ミュレーショ
ン可能なも
の。

・イン
ターネッ
トエクス
プローラ
上で動く
アプリ
ケーショ
ン
　（別途
ソフトを
利用し
ない、違
和感なく
使える）

レー
ザー計
測され
た点群
デーと
ビデオ
撮影か
ら、自
動で地
図が作
製でき
るアプ
リ。

従来の地理空間情報
においては、行政の効
率化、ナビゲーション
など様々なサービスが
創出されてきたが、地
理空間情報の普及起
爆となるようなアプリ
ケーションへの期待は
未だ大きい。
誰もがいつでも位置に
関する情報を利用でき
る分野として、観光（地
域情報含む）や趣味情
報などの身近な個人
ニーズ、安心・安全や
ビジネス利用などの社
会ニーズを想定してい
たが、どれもソフトウェ
アやコンテンツであり、
インターネットのＷｅｂ
ブラウザと相当以上の
高い普及となる利用
環境が重要と考える
べきであった。これを
アプリケーションと仮
定するとなれば、グー
グルアースが台頭に
例示できるが、当社に
は従来から事業戦略
（グーグル検索サービ
ス）が背景にあったこ
とを考えれば、単に利
用環境の創造では安
易すぎる。
よって、重要なアプリ
ケーションには、次の
考慮が必要である。
１．Ｗｅｂブラウザと相
当以上の利用環境を
前提とする。
２．新たに創造するの
ではなく、従来ある分
野に特化（定着）した
アプリケーションを発
展させ、地理空間情報
とのコラボレーションに
より相互に付加価値を
高める。
３．社会ニーズには、
利益追求の考え方で
なく、行政のアンカテ
ナンシーを踏まえ、国
益や社会性のある高
精度な測位空間デー
タのデジタルアーカイ
ブ化と同時に利用環
境の整備を推進するこ
とを期待する。

　ＧＰＳ時
計を利用
した
　・電子
商取引シ
ステム
（例え
ば、金融
分野）
　・電気
通信網
の同期
管理
　・高効
率化を
図った
ネット
ワークシ
ステム
　・水中
海洋測
量システ
ム
　・地震
や津波
計測シス
テム

日本農業と輸入農
産物を含めた農産
物の生産と流通の
地理空間情報シス
テムによる情報高
度化、競争力強
化、付加価値化、
安全安心な食料供
給。さらにバイオエ
ネルギー生産や環
境に配慮した循環
型社会の実現に寄
与するような農地と
都市間の物質循環
を把握できる地理
空間情報システム
の構築。

近年の異
常気象に
鑑みる
に、「斜面
崩壊、鉄
砲水等の
検知・警
報システ
ム」及び
「自治体
等の災害
情報共
有・対応
支援サー
ビス」が
身近に必
要と考え
る。

提案する地籍
管理システム
は、従来の手
法に比べて、
より正確で、
確実に実行で
きるようにする
ため以下の課
題がある。

（１）現在の地
図データ（登
記所）は明治
時代の地租改
正時に作られ
た地図（公図）
などをもとにし
たもので、登
記簿に記載さ
れた土地の面
積も正確でな
い場合がある
のが実態で
す。従って、地
籍調査後にそ
の成果は登記
所に送られ、
これまでの登
記簿、地図が
更新されるこ
とになる。その
後の土地取引
の円滑化や行
政の効率化に
非常に役立つ
ため、より正
確性が要求さ
れるが、衛星
画像でそのレ
ベルまでの精
度が現状では
得られていな
い。

（２）現状では
地籍調査に衛
星画像は利活
用されていな
いが、山林な
どの広範囲な
ものへは、非
常に効率がよ
い。従って、関
連する組織へ
の衛星画像、
PNTの利活用
を推進するこ
とが必要であ
る。

アンケート回答　Ｑ2　今後重要と思われるアプリケーション（利活用方法）
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１．準天
頂衛星打
ち上げ後
に、小型
高精度
（１ｍ以
内）の位
置を特定
できる
　　安価
なGPS機
器とその
解析アプ
リケー
ションを
内臓した
システ
ム。
　　（個人
で１台購
入・保有
できるレ
ベル（数
万円以
下））
　　・POI
（Point of
Interest)
を発信で
きる機能
があれば
なお望ま
しい。
　　・携帯
電話機に
組み込む
形でも良
いかもし
れない。

添付さ
れて
いる
資料
に記
載され
ている
アプリ
ケー
ション
の範
囲を
超える
アイ
ディア
はあり
ませ
ん。

環境・エネ
ルギー問
題、人間同
士の信頼
関係の欠
如問題を
解決する
技術開発
が急務で
ある。
コミュニ
ティによる
カーシェア
リングから
パブリック
カーシェア
リングを実
現すること
により環
境・エネル
ギー問題
解決に寄
与できる。
緊急性を
要する人
や弱者に
対して、席
を譲った
り、利用権
を与えたり
することに
より、
ICTを活用
して、信頼
関係や相
互扶助、社
会関係を
再構築で
きる。

・基盤
地図情
報を利
活用で
きる施
策及び
事例を
積極的
に紹介
し利便
性を向
上させ
る。
・基盤
地図情
報の更
新方法
及び更
新時期
を明確
にす
る。
・法務
局が所
有する
地図情
報を公
開する
ための
法改
正。

「景観解析」
景観阻害要素となる建
物の現況確認や、計画
中の構造物が景観に与
える影響のシミュレー
ションが行えるアプリ
ケーション。データ要素
としては、法規制区域、
建築物の形状および高
さデータ（または３Dデー
タ）、標高データ、航空
写真・衛星画像など。
「時空間管理」
空間情報に時間の情報
を持たせ、その地物や
規制などの有効期間を
合わせて管理できるGIS
アプリケーション。産官
学で研究開発中のシス
テムはあるが、まだ実
用化には至っていな
い。空間情報の経年変
化を踏まえた活用や、
過去データを消さずに
残しておけること、未完
成の空間情報の事前登
録などが行え、特定の
日時における空間情報
の解析やシミュレーショ
ンに利用できる。
「カーナビとの連携・自
動更新」
カーナビと連携し、ナビ
データにユーザーなど
が作成した各種GIS
データを重ねて利用で
きる機能を持ったアプリ
ケーション。個々のユー
ザーが登録したデータ
を集約し他のユーザー
に提供したり、未登録の
路線をユーザーの走行
情報などを元にルート
検索可能な仮の路線と
して利用できるなど。
「GPS機能付き携帯電
話の活用」
GPS機能付き携帯電話
で動作するGISアプリ
ケーション。位置表示機
能はもとより、属性情報
を持った図形の作図機
能、ユーザーが用意し
た地形図の取り込み機
能などを持たせる。調
査業務や災害時の利用
など様々な場面での活
用が期待できる。

　ユビキタス
社会の実現
に向けて進む
中、安全で快
適な移動空
間の整備と
シームレスな
移動サービス
が必要であ
る。このた
め、道路空間
の状況（道路
の上下・前
後・左右の3
次元空間）や
利用の状況
（人の移動、
たまり）に加
え、時系列を
加えた4次元
データをもと
に、住民視点
に立った快適
で安全な道づ
くりを”進め・
育てる”技術
開発が必要
がある。ま
た、ストックの
有効活用の
面から、イン
フラの利用状
況や損傷状
況等把握し、
リスクマネジ
メントを基本
に分析・評価
のうえ、地域
別の財源確
保の状況や
災害発生状
況等とリンク
し、住民の立
場に立った取
組を行うため
の技術開発
が必要であ
る。次世代高
度交通システ
ムを目指す
中、こうした
技術も活用し
て、住民満足
を基本に合理
的な道路の
整備・管理・
運用を図る。

・地図
を利用
した、
行政へ
の申請
業務
　－申
請書に
地図を
添付す
る業務
（車庫
証明な
ど）を、
「地図
を申請
書に添
付」する
のでは
なく、
　
「地図
の上か
ら申請
する」よ
うに業
務の手
順方法
自体を
変更す
るような
業務ア
プリ
ケー
ション

シームレ
スな位置
情報サー
ビスが整
備され、
測位の利
用が増加
すれば各
種のナビ
ゲーショ
ンシステ
ムの利用
が増加す
る。この
時、安心・
安全を考
慮したシ
ステム開
発が重要
と思われ
る。
シームレ
スな測位
であれ
ば、利用
する測位
システム
により、測
位精度や
信頼性が
異なってく
ることは
当然であ
るが利用
者にして
みれば、
そのよう
な考えを
持たず利
用するこ
ととなる。
測位精度
の判断が
できない
ことは、利
用者に
とって非
常に危険
な利用状
況と思わ
れるの
で、このこ
とを考慮
したシス
テム開発
が望まれ
る。

各個人に特
化した趣向で
選択された
空間データを
配信するア
プリケーショ
ンが必要か
と。

『防災資材管
理のモニタリン
グシステム』
都市防災の発
生時、土嚢や
コンクリートブ
ロック、毛布、
食料など各所
から緊急の防
災資材を調達
する必要があ
る。防災資材
は、平常時は
備蓄され在庫
管理が適正化
されてなけれ
ばならない。各
所に散在する
防災資材を効
率的に管理で
きるよう、種
類・数量・取得
時期等の属性
情報を兼ね備
えたGISを整備
することが望ま
れる。また、防
災資材をRFID
チップなどで管
理することによ
り、搬出・搬入
経路や使用地
到着時刻等が
判別可能とな
る。また、こうし
たロジスティッ
クの現況をGIS
上でリアルタイ
ムにモニタリン
グすることも考
えられる。災害
時における混
乱排除や配分
の効率性を確
保すると同時
に、一方では
災害後、復旧
活動を検証す
る手段を提供
するツールとも
なる。
しかし、RFIDを
利用する場合
には、RFID
リーダーを
様々な場所・モ
ノに設置する
必要が生じる。

IT自動
走行とし
ての高
精度測
位システ
ムの農
機、農作
業への
適用の
実用化
システ
ム。ま
た、IT自
動走行
を容易
に可能と
する基
盤情報
としての
農地デ
ジタル
データの
整備と
更新手
法の実
用化シ
ステム。
そしてそ
れらの
利活用
の最終
的な携
帯である
完全IT
自動化
農地の
構築、管
理の実
用化シ
ステム。

「衛星
測位＋
デジタ
ルセン
サー」
等が使
える
Applica
tionの
門戸を
開く対
応が必
要。例
えば今
までTS
測量に
て
1/500
精度で
全て管
理して
いる道
路台帳
の中で
精度が
多少低
くともよ
いクラ
スを設
け「衛
星＋デ
ジタル
セン
サー」
で対応
可能な
1/1000
程度の
精度で
一部の
道路台
帳を管
理する
検討会
を設置
したり、
航空計
測と地
上計測
を組合
わせる
Applica
tionの
拡大を
検討す
ること。

高精度
の観測
と作図
をリア
ルタイ
ムでお
こなえ
るも
の。

緊急通報における位置
情報通知
安全安心のための位置
情報の確認
マンナビによる誘導
営業員、車両の位置管
理

ＧＰＳ捕捉支援情報を利
用した短時間で測位結
果を出力する端末

・個人を特定することな
く、動的な統計情報とし
て、時間ごとの人の導
線、車の導線、混雑状況
などマクロ的な情報がわ
かる。都市開発、災害対
策、防犯対策、店舗出店
計画、販売計画、物流
ルートなど様々な用途に
活用。
・位置に応じたリコメンド
情報の精度の向上。
　ある場所で困ったこと
が起きた場合に、その場
所を理解した上で、適切
な解決策や案内が行え
るサービス。

地理空間情報は日々
刻々と変わることも多い
ので、陳腐化した情報で
はやがて役に立たずに
使われない情報となる。
したがって、検出した情
報を各種のアプリケー
ションに反映し更新する
タイミング管理機能が重
要と考える。アプリケー
ションの種類や扱う情報
内容にもよるが、情報更
新のスピードを重視した
「必要な時に必要な情報
を」提供できるようなアプ
リケーション環境が重要
である。また、一元的な
情報のみならず関連す
る情報の組合せにより
情報の深みが増し情報
のクオリティーアップに
繋がる。必要な情報だけ
でなく得られた情報から
さらに次の動きを導くよう
な情報という意味で、「必
要な時に満足できる情
報を」というアプローチも
重要である。

人の動きをリ
アルタイムに
計測し、行動
を予測するア
プリケーショ
ンが必要と
考えられる。

・携帯電話だけで
なくロボットを利用
した実空間型レコ
メンデーション
サービス、回遊
サービス、道案
内・誘導サービス
が今後10年以内
に加速する可能
性が高い。

（１） モバイル向けテーマパーク案内
サービス
テーマパーク内でGPS付モバイルツー
ルを貸し出し（自分が持っているモバ
イルでもアプリをインストールすれば
利用可能）、自分の位置から近いアト
ラクションを地図上で検索、該当する
アトラクションの現在の待ち時間や、
会員であればモバイルから予約が可
能に。逆に、案内モードにしておくと、
近くにあるアトラクションの情報が自動
配信され、前述のような各情報を受け
取ることができる。
またモバイルにカメラ機能があれば、
自分が撮影した位置と写真を地図上
に登録し、次回も同じ地図上に過去の
写真や軌跡、コメントなどをモバイル
上から参照することができる。
（２） 指定位置気象情報提供サービス
モバイル端末にて、自分が今いる位
置もしくはこれから行こうとする位置の
気象情報（アメダス、雨雲の様子）をピ
ンポイントで、詳細な住宅レベルの地
図と重ね合わせ、リアルタイムでそれ
らの情報を得ることのできるサービ
ス。
このサービスには、気象情報の提供
の他に、詳細な気象情報の分析ツー
ルを組み合わせ、画像配信できる仕
組みが必要である。
（３） 空間情報カタログ管理システム
 作成されたドキュメントやPDFを整
理、管理し、それらを高速に検索した
りするような文章管理システムは世の
中にたくさんパッケージ製品として利
用されている。最近では、GISデータに
ついても紙データからデジタルデータ
に変換し、二次利用できるために大量
なデータを各企業や官公庁内で保管
されているかと思われる。
しかし、それらのデジタル化したデー
タも、各個人端末やファイルサーバ、
CD-ROMに一旦入れてしまうとなかな
か取り出すこともできず、またファイル
名称だけでの検索も容易には行えな
いのが現状である。また、データも陳
腐化してしまう恐れもある。
そこで誰でもいつでも、ドコででもGIS
データを取り出すことができる仕組み
が必要である。この為には、各GIS
データを空間データベース化し、同時
に各ファイル単位でカテゴリ分類や個
別の属性情報を登録する必要があ
る。また、これらをWebブラウザ上で確
認することも可能で、Web上から登録
されたGISデータを編集することも可
能。広くデータの共有化を図れ、デー
タの二次利用、陳腐化を防ぐことが可
能となる。
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災害時
に、気象
条件で航
空機等が
飛べない
時や、夜
間などで
も、衛星
から、土
地の変化
や、河川
の水位な
どをある
程度、把
握できる
システム

マシンコン
トロール技
術、ロボッ
ト技術に
GPS等の
位置情報
を融合さ
せる。

１）ＧＩＳに衛
星測位を積
極的に活用
することが重
要である。Ｔ
Ｓ（トータルス
テーション）
を併用した地
図情報レベ
ル５００等の
整備が考え
られる。

　２）「安全・
安心」に関
し、地上は勿
論、地下空
間にあっても
災害に遭遇
した場合、適
切に対応で
きる情報の
提供と正確
な位置情報
の取得が重
要であると考
える。

３）鉄道駅で
の行先案内
システム
　今日、駅で
の案内板は
総じてわかり
にくく、目的
地を探すの
が容易でな
いため、多く
の人は、PC
で地図検索
システムから
地図を出力
して持ち歩い
ている。
　何処の駅に
おりても直ぐ
に行き先を
検索、案内
するシステム
は、携帯電
話の地図表
示システムと
使い分けす
ることによ
り、今後必要
になってくる
と思われる。

■砂漠の緑地
化の適・不適に
関するポテン
シャルマップの
整備及び砂漠
化・緑地化のモ
ニタリング

CO2吸収による
地球温暖化対
策としての砂漠
地帯の緑地化
に貢献すること
を目的に
モンゴル、オー
ストラリアなど
の砂漠地帯に
おける地理空
間データベース
を作成する。
また、緑地の拡
大・消滅、砂漠
化の拡大、降
水量に関する
モニタリングを
行い、砂漠地
帯おけるに時
空間的な変化
をデータベース
化し、定量的な
CO2吸収量の
算定根拠を与
える。

必要な技術要
素
砂漠地帯の地
形形状・起伏、
土質・地質、流
路、気象条件
のデータ整備
植物の生育・枯
死を補足し、生
育量を定量的
に把握するた
めの衛星によ
るモニタリング
技術
緑地化の適地
選定技術（灌
漑、植林につい
てのシミュレー
ションを、砂漠
地帯における
地理空間デー
タベースの上で
実施し、適地選
定を行う。）

例えば要介
護状態の老
人や児童等
を対象とし
て、家族等
の現在位置
を遠隔より
知ることがで
きるような利
用方法がま
すます普及
するのでは
ないか。
現在でもそ
のような製
品・サービス
が複数存在
しているが、
地下やビル
内で利用で
きるかどうか
とか、本人
（位置を捕
捉すべき対
象者）があま
り気にせず
に持ち歩け
る形状に
なっている
かどうか等
の点でまだ
改善の余地
がありそうに
思われる。
また、自動
車と歩行者
との出会い
がしらの事
故を防止す
るために相
互の位置情
報を用いて
運転者に警
告を行うよう
なシステム
の実験を自
動車メーカ
等が行って
いるが、この
ような社会
安全に直接
寄与するよ
うなアプリ
ケーションに
ついて今後
の進展に非
常に期待し
ている。

当該技
術によ
り改善
する事
項（例
えば各
種制度
や規
制）を
より明
確にす
ると、
アプリ
ケー
ション
が更に
具体化
される
と考え
ます。

今まで開
発されて
きた補強
情報は、
測位計算
を行う上で
除去でき
ない誤差
について、
ユーザの
位置で使
用可能な
形で配信
されてい
るが、ユー
ザが補強
情報を利
用して得
た測位結
果が正し
いことを検
証する情
報や設備
がない。ま
た、民間
が強く要
望してい
るTTFFの
向上を実
現する場
合、測位
精度へ悪
影響を与
えるリスク
が高くなる
恐れがあ
る。
ユーザが
測位した
結果が正
しいもので
あることを
検証し、
誤った結
果である
場合には
校正また
は補正す
るための
情報を供
給する。
また、同情
報を活用
して、
TTFFの向
上を図る。

衛星測位とＧＩＳ
の高度な融合
による経時的に
変化する活動
支援基本技術
の開発

本来，地理空間
情報技術は，時
間および空間で
のスタティックな
分析，解析に特
徴を持つもので
あるが，人間の
活動にともなう
位置移動の情
報が導入される
と格段にダイナ
ミックとなり付加
価値を持つ．す
なわち具体的な
活動の実時間
の支援が可能と
なり，融合によ
る相乗効果は
はかり知れな
い．現在実用化
されているの
は，カーナビ
ゲーションだけ
であるともいえ
る状況である
が，環境，防
災，テロ対策，
物流，マーケ
ティング，コンプ
ライアンス，顧
客サービスなど
現代がかかえる
困難な問題を解
決する可能性を
有している．時
間軸において年
単位の緩速か
ら高速運動に至
る急速までの，
さまざまな場面
での行政等の
従来の支援活
動を革新する融
合基本技術（シ
ステムとしての
衛星測位とＧＩＳ
の組み合わせ
技術）の開発が
望まれる．

１．高精度測位の農業への
適用
　圃場の高精度地図を作成
するとともに、農機に高精度
の衛星測位装置を搭載して
運転支援ないしは自動運転
を行うことで、農業の省力化
を行う。また、高精度地図と
測位技術に基づいて精密農
業を実現することで、農業の
生産性を向上する。
２．高精度測位の土木・建設
への適用
　土木・建設現場等におい
て、高精度の３Ｄ地図を作
成するとともに、建機などに
高精度の衛星測位装置を
搭載してＩＴ自動施工を行う
ことで、土木・建設工事の生
産性向上、安全性の向上、
工事精度の向上を実現す
る。
３．地理空間情報・景観情報
の自動取得による地図の３
Ｄ化、更新頻度の向上と更
新作業の効率化
　従来の地図情報・地理空
間情報は光学測量・静止測
量によって取得され、多くの
手間と時間を要し、更新頻
度が低く最新状況を反映し
にくい。また従来の手法で
は地物の連続的計上を取
得することは困難である。移
動体にＧＰＳ、３Ｄスキャナ、
カメラなどを搭載して走行し
ながら周囲の地物データを
収集することで道路周辺の
３Ｄ地理空間情報が自動的
に生成され、これらの問題
が解決される。
４．３Ｄ地図の活用
　精密な３次元地図の作成
が容易になりコストが下がっ
て更新が容易になることで、
活用分野が大きく広がる。
・都市部の地図、特にナビ
ゲーション用の３Ｄ地図。
・道路周辺設備の維持管理
（標識、電柱・電線、路面、
白線、、、）
・トンネル維持管理
・災害時の被災状況調査
・都市計画、景観シミュレー
ション
・地上システムと連繋した
パーソナルナビゲーション

まだ、
地理空
間情報
の全体
像と利
用方法
がイ
メージ
できて
いない
ので、
どのよ
うなア
プリ
ケー
ション
が必要
かわか
りませ
ん。

高精化す
るGPS位
置情報
と、整備
が急がれ
るGISの、
利用目的
に応じた
情報精度
の整合性
を行う仕
組み。
この問題
を解決し
ないと、
情報の相
互性が欠
落し、利
活用する
ための信
用・安全
を喪失す
る可能性
がある。

各メー
カー間
のイン
ターフェ
イス（対
応ファ
イル、
アイコ
ン等）を
統一す
ること。

大変な
不況な
さなか、
よけい
にそう
感じる
のかも
しれま
せん
が、農
林水産
業への
回帰が
今後の
日本経
済にとっ
て極め
て重要
になる
のでは
ないか
と考え
ていま
す。自
給率の
維持と
いう意
味でも
ありま
す。効
率的な
林業経
営に必
要なア
プリケー
ション、
一区画
が小さ
い耕地
（斜面の
耕地も
あり）に
おける、
効率的
な農業
経営が
可能な
アプリ
ケーショ
ンの開
発が必
要では
ないか
と考え
ます。

・防災
訓練に
活用で
きる訓
練モー
ド機能
の追加
・リアル
タイム
ハザー
ドマップ
（シミュ
レーショ
ン）機能
の追加

人の動
き等に
つい
て、簡
易にト
レース、
通信で
きるア
プリ
ケー
ション

森林
GISを時
間的ス
ケール
を入れ
た四次
元で監
理する
アプリ
ケーショ
ン。

情報過多の中
で、情報の取
捨選択の際に
場所は重要度
の高いフィル
タになる。
地理情報を利
用したアプリ
ケーションとい
うより、様々な
分野のアプリ
ケーションで
地理情報・場
所情報を扱う
ようになってく
ると考えられ
る。

時間管理
が可能な
空間情報
の提供
と、利用
できるア
プリケー
ションの
普及。

携帯端
末向け
放送の
みなら
ず、固定
回線（イ
ンター
ネット等）
を用いた
情報伝
達手段
を用いる
全ての
情報に
位置情
報を付
加する事
ができれ
ば、準天
頂衛星
からの位
置情報と
あわせ
て、全て
の情報
伝達手
段におい
て、本実
証実験と
同じ事が
可能とな
る。

ビル内、
地下鉄
構内等
の経路
誘導、近
くの情報
（レストラ
ン、駐車
場の有
無、駐車
場の混
雑状況）
を知らせ
るシステ
ムが需
要があ
ると思わ
れる。

１．災害時の人
命救助のため
の位置特定
サービス
　　　屋内の個
人モバイル端
末や移動する
端末の位置特
定が精度よく特
定できると、地
震災害時など
家屋倒壊した
中に、救助対
象の人間の在
／不在の情報
があると、消
防・レスキュー
の必要性が把
握できる。
災害時の対策
として、政府レ
ベルでも対応
が必要と考え
ます。

このため建屋
の中に位置情
報発信端末を
数多く設置する
ことが必要で
す。

２．屋内のセ
キュリティ機能
の起動／停止
を個人の位置
特定で連動さ
せる。
防犯や安全・セ
キュリティ機能
の自動起動や
停止を、住人
の位置が特定
できると、例え
ば、住居から外
出しいて一定
距離離れると
住居が自動的
にセキュリティ
モードに入る。
また、住居に近
づくとセキュリ
ティモードが解
除されるなど住
人と建屋の位
置関係でサー
ビスシステムを
構築できる。
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●建築業界における統一的
な物件情報管理の支援
　建築業界においては、建
築確認申請や住宅瑕疵担
保責任などが社会的注目を
集め、２００年住宅などでも
提唱されている建築物の健
全な長期的ライフサイクルを
実現するため、法制度含め
大きな転換期をむかえてい
る。建設業界に対する国民
の信頼回復のためには、建
築物に関する情報を統一的
に管理し、適法な建設工事、
維持管理、売却や解体にい
たるまで漏れなく保管する必
要がある。その中で、建物の
用地面積や形状を視覚的に
捉え、位置情報を軸に情報
を集約することで、建築物の
ライフサイクルに係る行政、
民間の業務の効率化支援
が図れるシステムが今後重
要となってくると考える。ま
た、現在日本は２次元図面
ベースで多くの業務が行わ
れているが、シンガポール
の３次元ＣＡＤでの電子納品
をはじめ３次元図面の普及
が世界的に広まってきてい
る。３次元ＣＡＤの空間的情
報を統一的に管理すること
にもＧＩＳは活用の可能性が
あると考える。

●シームレス測位環境にお
ける災害情報共有・対応支
援サービス
　屋外だけでなく屋内（建物
内や地下街）でもシームレス
に測位可能な環境が構築で
きれば、そのエリア特定の情
報を放送通信融合サービス
で提供できるようになり、緊
急時の現場からの通報によ
る災害情報共有、および、対
策本部からの適切な避難誘
導指示などの災害対応支援
に利用できる。

●SaaS＋GISによる安価な
サービス提供
　地図コンテンツ基盤を共有
し、地図情報とGISアプリ
ケーションをネットワークで
安価に利用できる基盤がで
きると、地理空間情報活用
が促進される。

地形情
報等を
誰でも
が利用
できる
データ
ベース
セン
ターと
通信で
きるア
プリ
ケーショ
ンおよ
びそれ
らの
データ
更新体
制を含
んだ維
持メイン
テナン
スの仕
組みつ
くりと国
民への
周知。

・ＩＣタグ
利用ア
プリ
ケーショ
ン

様々
な情
報を
位置
情報
サー
ビスで
扱うこ
とがで
きるよ
うにす
る位
置情
報に
関す
るプ
ラット
フォー
ムが
重要
であ
り、
その
部分
が構
築で
きれ
ば、い
ろいろ
な分
野で
のア
プリ
ケー
ション
の創
造は
容易
になっ
てい
く。とく
に地
図上
での
情報
の取
り扱い
を自
由に
できる
プラッ
ト
フォー
ム的
な技
術が
重要。

すでに検討
されている研
究開発マップ
の例にも記
載されている
（　ローカル
コンテンツの
制作と配信
サービス，映
像コンテンツ
の高度化，
人々の時ジ
空間流動特
性に適合し
たピンポイン
ト広告，旅行
支援総合
サービス
シームレスな
モビリティ
サービス）内
容ウと近くな
りますが次
のようなアプ
リケーション
が想定でさ
れます．

位置情報と
インターネッ
ト上の関連
情報の（自動
的な）リンク

デジタルカメ
ラ，デジタル
ビデオ等で
画像，映像と
同時に位置
情報（経度，
緯度，高度，
向き・・・）を
入れておくこ
とにより，画
像映像を編
集，閲覧する
時に，その位
置に応じた，
情報（広告，
被写体の情
報，他人が
撮影しイン
ターネット上
にある情報）
を表示させる
ことで新たな
楽しみを創
出する

・測位
デー
タを活
用す
るた
めに
は、汎
用性、
使い
やす
さを追
求し
た
デー
タ取
得の
ため
のイ
ンター
フェー
スの
開発
が重
要に
なると
思わ
れる。

課題として2件列記す
る。
・ １つ目の課題は、
線引き都市計画区域
を先行して整備が行
われているが、地方
公共団体にとって、
未線引き都市計画区
域や都市計画区域
外についても一定レ
ベルの正確性を持っ
た情報が必要とされ
る点である。近年発
生している地震災害
では山間部での被害
が多く報告されてお
り、当該被害地域の
情報が把握できない
ことにより緊急対応
策が遅れる等の問題
が起きている。そこ
で、携帯電話不感知
地域に代表される山
間部の基盤地図情
報整備において、準
天頂衛星からの補正
情報を活用すること
で、一定レベルの正
確性を持った基盤地
図情報の整備が効
率よく実施できる点で
ある。
・ ２つ目の課題は、
都市部における基盤
地図情報の更新の
際、衛星測位が困難
であるため、T/S等地
上測量を行って近隣
の基準点から測量し
ているが、都市部で
あることから車両や
歩行者などの通行量
が多く、通行の障害
となったり非常に危
険な作業を実施して
いる点である。準天
頂衛星からのLEX信
号による補正情報を
活用して、基準点精
度で都市部でも測位
が可能となると、得ら
れた測量成果や道路
改良等に伴う竣工図
等の品質検証が容
易になり、基盤地図
情報の更新が円滑に
行われることとなる。

[自然災害
の検知・予
測]
　地震／噴
火／地す
べり等の自
然災害を対
象とし、防
災観測シス
テムを設置
し、地表の
移動・振
動・温度等
を測定する
ことで、災
害の検知・
予測を行
い、住民等
の早期避
難等による
減災に結び
つける。
　特に、開
発中の準
天頂衛星シ
ステムを利
用すると、
従来のGPS
のみを利用
したシステ
ムでは測位
が困難な山
間部（火山
の火口、北
側斜面な
ど）におい
ても、時間
帯を問わず
測位データ
が取得さ
れ、地表の
変動の情
報が取得で
きることが
期待され
る。災害が
発生または
災害を予兆
した場合の
初期活動
による減災
につながる
アプリケー
ションとして
重要であ
る。

シームレ
スな位置
情報サー
ビスが整
備され、
測位の利
用が増加
すれば各
種のナビ
ゲーショ
ンシステ
ムの利用
が増加す
る。この
時、安心・
安全を考
慮したシ
ステム開
発が重要
と思われ
る。
シームレ
スな測位
であれ
ば、利用
する測位
システム
により、測
位精度や
信頼性が
異なってく
ることは
当然であ
るが利用
者にして
みれば、
そのよう
な考えを
持たず利
用するこ
ととなる。
測位精度
の判断が
できない
ことは、利
用者に
とって非
常に危険
な利用状
況と思わ
れるの
で、このこ
とを考慮
したシス
テム開発
が望まれ
る。

「衛星測
位＋デジ
タルセン
サー」等
が使える
Applicatio
nの門戸
を開く対
応が必
要。例え
ば今まで
TS測量に
て1/500
精度で全
て管理し
ている道
路台帳の
中で精度
が多少低
くともよい
クラスを
設け「衛
星＋デジ
タルセン
サー」で
対応可能
な1/1000
程度の精
度で一部
の道路台
帳を管理
する検討
会を設置
したり、航
空計測と
地上計測
を組合わ
せる
Applicatio
nの拡大
を検討す
ること。当
面のテー
マとして
は、リ
モートセ
ンシング
と衛星測
位を活用
した精密
農業への
展開は､
非常に大
きな期待
を持たれ
ている。

災害予
防シミュ
レーショ
ン
特定の
場所以
外で災
害が発
生して
も、容易
にシミュ
レーショ
ンが可
能とな
り、迅速
な行動
が可能
となる。

地上
レーザ
測量の
効率化
なフィル
タリング
処理や
モデリン
グ機能
の開発

●新型インフルエンザ等の感染症抑制支援
　新型ウィルスによる感染症は今後大きな脅威になると推測する。この種の感
染症の脅威はその脅威や猛威を直ちに察知できないことになる。自然災害は
だれもがその脅威に直ちに直面し、関係者が同じ危機感をもって対策にあたる
ことができるが、感染症はいつのまにか拡大し、気がつくときは被害が大きく
なってからという事態が懸念される。またウィルスの蔓延は風向きによる影響
が大きく、その被害想定には位置情報が不可欠である。
　このような背景のもと、以下の機能が具備されることが重要であると考える。

　１．各医療機関または保健所等が感染症の発生状況を位置情報をもった自
施設に入力する。
　２．感染省監視センター（仮称）ではそれらの情報をリアルタイムで集計する。
　３．その集計において統計的に特異な値となった場合に関係者に通知すると
ともに風向き等の気象条件から拡大範囲を特定する。
　４．発生した状況の位置情報から発生源を特定する。
　５．発生源及び拡大範囲において保護が必要な施設（病院、福祉施設、学
校、要人関連施設等）を検索し、注意を促すとともに適切な抑制対策のための
支援をする。
　６．発生源及び拡大範囲において人が集まる施設（駅、デパート、空港、レ
ジャー施設等）を検索し、注意を促すとともに適切な抑制対策のための支援を
する。

この機能によりいち早く医療機関等から感染症に関する危険を察知、より早い
対策の実施により、拡大を未然に防ぐことが可能になる。感染症は目に見えず
に侵攻する恐ろしい脅威である。地理情報との連携による迅速な検知が望ま
れる。

●道路空間の高度利用を目指して
　・道路通行者
　　車、歩行を問わずに道路の利用者に適切な情報を提供し、安全の確保、迅
速な行動環境の提供をする。
　　＊道路災害情報
　　＊気象情報
　　＊工事規制情報
　　＊渋滞情報
　　＊突発事故の情報
　　＊ロードプライシング情報
　　これらの情報は一部はＶＩＣＳセンターや各道路管理者から提供されている
が、その内容は提供者によって異なる。また自治体によってはそのような提供
はなされておらず、道路利用者にとっては○○国道では提供されるが、××市
道に入ると提供されないというサプサイヤーの論理に従わざるおえない。この
ような状況下において同じ水準の情報を管理者に関わりなく提供する仕組み
つくりが肝要である。
　・道路利用者
　　道路は移動のための手段だけでなく、国民の生活に不可欠なさまざまな物
件により占用されている。この占用を許可するための事務手続きを道路地図空
　・道路構造物としての管理
　　橋梁、トンネル、法面、洞門等、管理上重要な構造物を道路地図空間を共通
　・道路管理者
　　道路上の埋設物や地上にある物件について、位置情報やメンテナンス履歴等
 

 

[災害時に
おける行
動支援]
　災害時に
おける現
場情報を
入手する
ため、現場
に派遣さ
れる防災
関連機関
の要員や
住民・企業
等からの
情報（映像
／テキスト
等）を位
置･時刻と
共にセン
ターに集
積・活用す
ることで、
迅速かつ
的確に災
害対策支
援活動を
実施できる
ようにす
る。
　特に、地
上～屋内/
地下等の
シームレス
空間にお
ける被災
現場から
の時刻・位
置に紐づ
いた被災
（初期）情
報の収集、
把握を実
施し、災害
対策シナリ
オに基い
た災害対
策活動へ
役立てる
アプリケー
ションが、
都市部で
の大規模
地震、災害
時に重要
と考えられ
る。

児童や
高齢者
が事故
や事件
に巻き込
まれる悲
惨な事
件が多
発してい
る社会
背景を
受け、児
童や高
齢者の
安全を
守るため
には、児
童や高
齢者の
行動を
遠隔の
保護者
が把握
し、危険
な事象を
察知し、
迅速に
対処でき
るシステ
ム（見守
り安心シ
ステ
ム）。
＜アプリ
ケーショ
ン内容
＞
　① 動
線管理
システム
（コア部
分）
　② 動
線管理
システム
　③
データ
ベース
　　　・ 地
図情報
（含む、
室内地
図、危険
地域）
　　　・ 個
人情報

ユー
ザー
の嗜
好や
過去
の行
動・購
買履
歴か
ら、
ユー
ザー
が気
づい
てい
ない
新た
な消
費傾
向を
推定
し、
か
つ、
ユー
ザー
の場
所や
時間
に
会っ
た、リ
コメン
ド情
報を
Push
する
技
術。
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人と環境にやさしい移動環境を実
現するためには、正確で、鮮度の
高い地理空間情報を、誰でもが容
易に利用できる環境が重要とな
る。
ＩＴＳ分野では、自動車の移動を最
適化するための仕組みとして、走
行支援サービスの実現を目指して
おり、高精度で鮮度に高いデジタ
ル道路地図の整備と道路上の
様々な情報を交換する仕組みの
構築は、走行支援サービスの実
現を加速化する。
走行支援サービスの実現は、まだ
まだ増加傾向にある生活道路（地
方道）での交通事故の減少に役
立つだけでなく、今後、急増する
高齢者のドライバーによる交通事
故の増加を抑制することも可能と
なる。
さらに、自動車は、ＣＯ２排出量の
大きな要因となっている。
自動車の運行を最適化すること
で、渋滞による無駄なＣＯ２の排
出の抑制、効率の良い移動の支
援を可能とし、ＣＯ２排出量を抑制
することが可能となる。
さらに、今後増加が予測されるハ
イブリッド車、電気自動車の走行
をコントロールすることで、最適な
エネルギー消費となるよう支援す
ることも可能となる。
また、自動車単独ではなく、公共
交通、駐車場と連携したマルチ
モーダルな交通システムに発展さ
せることで、最適なエネルギー効
率の移動を支援することも可能と
なる。
一方で、道路上の空間情報を交
換するこの仕組みは、大規模災害
発生時、道路上に発生する様々
な情報の交換を可能とし、災害発
生時の2次被害の軽減、迅速な災
害対応に大きな効果を発揮する。

3次元空間
内の歩行者
ナビゲーショ
ンシステム
平面形状の
複雑な建物
や重層地下
街での経路
探索が可能
になった場
合に、現在
地の設定
法、探索後
の経路表示
あるいは誘
導方法の開
発

2009/2/26No.101はGNSS利用分野の具体的事例の紹介であり、本表では割愛した。

　カーナビ
ゲーションシ
ステムにおけ
る地図データ
等、静的・動
的データのダ
ウンロード機
能

　現在、ほと
んどのカーナ
ビゲーション
システムは、
ＤＶＤまたは
ハードディス
クに静的な地
図情報を格納
し、道路交通
情報のみ路
車間通信等に
より収集し、
表示してい
る。そのた
め、定期的な
地図データの
更新が必要で
あるとともに、
目的地のリア
ルタイム情報
（宿の空室の
有無、特売情
報、イベント情
報、ガソリン
の値段など）
を得るには、
パソコン等で
事前の情報
収集が欠か
せない。
　路車間通信
技術または無
線ＬＡＮ技術を
応用して、
カーナビゲー
ションシステ
ムへの４次元
地図のダウン
ロードを可能
にすることで、
定期的な地図
データの更新
を不要とする
とともに、双方
向通信によ
り、目的地の
状況に応じた
最適な旅行を
可能とする。

カーナビ
とセンシ
ング技
術を活
用した半
自動運
転システ
ム。

百貨店におい
て考えられる
アプリケーショ
ンを列記いた
します。
１．お客様に携
帯端末を貸出
し、提供する
サービス
　・フロア案内：
お客様の現在
地から目的地
をご案内。
　・販促案内：
お客様の現在
地に即した催
情報・商品情
報の提供。
　・順番案内：
待ち時間を要
する接客（レス
トラン、ギフト
承りなど）の順
番をご案内。
２．情報管理
　・上記端末よ
りお客様の購
買履歴を把握
分析。
　・個人情報を
含む、機密書
類、美術品な
どの貴重品の
輸送を追跡管
理。
　・お子様にＧ
ＰＳ機能付端
末をお渡し、迷
子の防止。
　・商品在庫管
理
　・駐車場管
理：例えばＥＴ
Ｃシステムと連
動して、駐車場
の空情報を事
前にご案内。
併設駐車場利
用時間を自動
集計し、月毎な
ど料金を事後
請求。
 会員顧客に対
し、即時入庫で
きるサービス
の提供。
　・営業担当者
の活動管理。

災害情報共
有システム
平常時にお
いては、コ
ミュニティ情
報支援や自
治体業務で
の利用も可
能であるこ
とが望まし
い。

実時間
で実空
間の状
況がわ
かるこ
と。年末
年始の
混雑、花
火大会
等、ナビ
ゲーショ
ン。

携帯電話での情報検索は徐々
に普及しているが、そこで提供
されている情報は、有償である
場合が多い。これは、コンテン
ツ作成に労力が掛かるからで、
妥当な対価は必要である。しか
し、有料だから利用しないとい
う人は存在する。
一方で、自分の故郷や興味の
ある地域に関して自分なりに調
べたいが、結果を公表する方
法が無いために、埋もれている
情報が多いのではないか、あ
るいは、公表する手段があれ
ば、無償で調査したり、情報発
信したいという意欲を持ってい
る人も必ず存在すると考える。
これから退職し、世の中の為に
成ることを模索している団塊世
代が多数いると想像する。
体力も意欲も財力もある人達
のそのようなパワーを、地域活
性化に生かすことを考える。
人は誰もが生まれ育った故郷
を持っている。いまは老人が多
く寂れているが、かつて生まれ
育った故郷を今一度振り返り、
その地域の歴史や人物・風物
について知りたい、調べてみた
いという欲求は誰もが多かれ
少なかれ持っているのではな
いか。その地域を訪れ、調査を
行い、結果をまとめて他の人に
紹介したいという要望を支援
し、人が訪れる事で、その地域
への旅行客が増加する。（この
時点で、第一次の観光･旅行需
要が発生する）
一人で情報発信をしても良い
が、同じ地域・事物に関して他
にも同じような情報発信をしよ
うと考える人がいれば、協力し
て、調査・情報発信を行えるよ
うに、市町村の観光課にボラン
ティアに届け出て、同好の士が
探せるような仕組みを導入する
事も考えられる。このとき、観光
課は調査等の支援をおこなうよ
うにする。
調査結果を、WEB上で情報発
信する仕組みを使って、公表す
ることで、興味を持つ人を現地
に呼び込むことで地域の活性
化が期待できる。（第二次観
光・旅行需要）

今後のロ
ボットは、
「センシン
グ機能」
と「情報
処理・認
識・意志
決定機
能」を強
化して、
食の安全
にも適用
できる技
術まで発
展させる
ことが肝
要であ
る。たとえ
ば、ロ
ボットに
圃場環境
を
認識理解
できる視
覚センサ
を備える
だけで、
作物の生
育・栄養
状態をロ
ボットが
認識し
て、必要
なところ
にだけ追
肥する、
もしくは農
薬を散布
する程度
のことは
技術的に
可能であ
る。すな
わち、ロ
ボットと精
密農業な
どＩＴとの
融合が食
料生
産に供す
るロボット
システム
として本
来あるべ
き姿であ
ろう。

　GIS
は、本
来人間
の生産
活動や
生活に
有意義
な情報
提供を
目的とし
た道具
である。
GISの究
極の姿
は、どん
な情報
でも瞬
時に地
理空間
データと
して利
活用で
きる姿
であろ
う。クラ
ウドコン
ピュー
ティン
グ、Web
サービ
スなどこ
の姿を
実現す
るため
に必須
となる技
術は揃
いつつ
ある。こ
のような
サービ
スを利
活用で
きるシス
テムこ
そ長期
的に研
究開発
すべき
対象と
考える。

インシデン
トまでの距
離やインシ
デントやポ
イントの移
動速度を考
慮したポイ
ントの影響
度，危険度
の評価，お
よびその影
響度，危険
度の個人へ
の還元．

例えば，イ
ンフルエン
ザの蔓延が
広がるス
ピードを考
慮したとき
の，自分の
居住地の危
険度の変化
を提供す
る．（インシ
デントだけ
が移動する
ケース）
例えば，津
波から逃げ
る場合に，
刻々と変わ
る個人の危
険度を提供
する．（イン
シデントと
ポイントが
移動する
ケース）
例えば，ガ
ス漏れが起
きた時にそ
ばを通行す
る際の危険
度の変化を
提供する．
（インシデン
トは拡散
し，ポイント
は移動する
ケース）

空間的思考を育成す
るための学校教育サ
ポートシステム
　学校教育における
空間的思考力育成教
育が米国などにくらべ
て非常に遅れてい
る。特に地図、統計を
利用した地域解析な
どは、社会科[小中学
校]、地歴科教育(地
理)で指導されてきた
が、履修単位の急激
な減少により必修科
目が選択制になり、こ
の20年間に空間的思
考力育成教育が十分
に実施されてこなかっ
た。そのため、空間的
思考力に弱い教師が
増加し、地図学習や
地域学習を興味深く
子供たちに指導でき
ない傾向が増大して
いる。　教師の問題
は、指導を受ける子
供たちにも影響を与
える。この負のスパイ
ラル現象により、地理
空間情報を利活用す
るために必要な空間
的思考能力が未発達
な世代を作りかねな
い。また、現在の小中
高校の社会科・地理
の教科書でもGISに
関する記述が少なく、
教科書をサポートす
る副教材が必要であ
る。
現役の教師は、地理
空間情報教育をほと
んど受けていないた
め、現役教師の空間
的思考力をまず育成
する教育支援プログ
ラム(教員免許更新プ
ログラムに合わせた)
が必要である。さら
に、生徒むけの空間
的思考力を育成する
教材開発が必要であ
る。そのため、
WebGIS技術を利用し
た学校教育サポート
アプリケーションの開
発が重要である。

リモート
センシ
ング、ユ
ビキタス
セン
サー
ネット
ワーク
などの
センシ
ング技
術



回答通し番号 001 002 003 004 005 006 008 009 012 013 015 016 017 018 019 020 021 022

日本語環境で利用
できるオープン
ソースのフリーウ
エアの環境で地理
空間情報システム
が開発できる環境
の提供。日本国内
の3次元基盤地図
情報の整備と一般
への提供配布の
体制。新しい地理
空間情報規格を実
地にテストし、実装
上実利用上の問
題点の把握とその
克服。

国民全体
への周知
方法及
び、どこま
で情報公
開するの
か、内容
の精査と
範囲の決
定。

地籍管理シス
テムには従来
の方法に比べ
てより正確
で、確実に実
行できるよう
にするには以
下の課題があ
る。
(1)現在の地
図データ（登
記所）は明治
時代の地租改
正時に作られ
た地図（公図）
などをもとにし
たもので、登
記籍に記載さ
れた土地の面
積も、正確で
ない場合があ
るのが実態で
す。従って地
籍調査後にそ
の成果は登記
所に送られ、
これまでの登
記簿、地図が
更新されるこ
とになる。そ
の後の土地取
引の円滑化や
行政の効率化
に非常に役立
つため、より
正確性が要求
されるが、衛
星画像でその
レベルまでの
精度が現状で
は得られてい
ない。
（2）現状では
地籍調査に衛
星画像は利活
用されていな
いが、山林な
どの広範囲な
ものへは、非
常に効率が良
い。従って、関
連する組織へ
の衛星画像、
PNTの利活用
を推進するこ
とが必要であ
る。

・具体的な
ことは言え
ないが、う
たい文句に
している
「シームレ
ス」にするた
めの標準規
格、安価な
モジュール
作りが必要
な気がす
る。
・例えば、ど
この携帯を
持っていて
も、どこのＧ
ＰＳエンジン
を採用して
いても簡単
に利用でき
る仕組み作
りが課題で
はないか？

Q1記載の
技術が実
現し、人や
物の位置
データか
ら場所や
行動の意
味が推定
できるよう
になった
場合、
そのような
意味情報
の利活用
が個人情
報保護法
などにより
法的にど
こまで制
限される
のかを明
確化する
必要があ
る。

携帯を利
用するお
客様の安
心・安全
の為
１．サービ
ス主体
（サービス
プロバイ
ダー）のガ
イドライン
２．位置情
報も含ん
だ、個人
情報の取
り扱い（譲
渡、なりす
まし、その
他不正防
止等）
３．位置も
含めた認
証機関の
保障の担
保
４．ビジネ
スモデル
の立証

地理空間
情報と言
うと一般
的には屋
外公共域
について
語られる
ことが多
いが、マ
ンナビ
ゲーショ
ンやセ
キュリティ
サービス
など人と
紐付けら
れたサー
ビスを考
えた場
合、屋内
外シーム
レスに地
理空間情
報が利用
できること
が極めて
重要。し
かしなが
ら屋内に
関しては
情報の基
準などが
無く、また
私有地域
が多いこ
とからも
行政が情
報を持つ
ことは少
ない。地
理空間情
報の有効
活用には
どのよう
に屋内空
間の情報
を一元化
し、適切
に更新し
ていくか
が極めて
重要な課
題と考え
る。

ＩＴＵ－Ｒを
含めて国連
の時刻関係
機関は、現
行の協定世
界時ＵＴＣ
の『うるう
秒』をＧＰＳ
時刻導入に
より廃止し、
協定世界時
（ＴＣ）への
移行の方向
である。我
が国もこの
議論へ参加
し、日本とし
ての方向性
を決める必
要がある。

地球全体にわたる衛星測位の運
営から海外地図の利用も想定し
て、地理空間情報の流通、標準
化へ持続可能な取組みが必要で
ある。
空間データの標準化は、欧米各
国、我が国においても行われてき
ており、過去、空間データの流通
化を目的に（GXML→GMLなど）進
展があったが、位置に関する情報
利用では衛星測位を焦点にした
国際的な標準化が必要である。

【標準化団体事例】OGC（Open
Geospatial Consortium；1994年米
国設立）
　地理空間情報の相互運用性確
保に向けた「データ交換形式」お
よび「Webサービスインタフェー
ス」など、広範な業界標準（実装
標準）を策定。業界標準だが国際
標準として広く認知され、欧米政
府公式採用やオープンソース実
装など多数ある。
・ＯＧＣ標準化取組み
　地理空間データ交換形式では、
GML/KML/CityGMLという３種類
のデータ交換形式標準が出揃
い、実利用フェーズへ。各形式の
使い分けや相互変換など、様々
な形態での利用が可能。Web
サービスインタフェースでは、各
種OGC標準仕様をワークフロー
により組み合わせ（オーケスト
レーション）、サービス統合により
アプリケーション高度化（ex.意思
決定支援）を図るなど、実アプリ
に向けた技術検討が進んでい
る。その他、米NGA（国家地理空
間情報局）がISO標準化を待たず
にOGC標準を公式採用、テスト
ベッドのスポンサーとして技術検
討主導（偵察機多数を用いた大
規模画像配信実験なども実施）、
KML/GeoPDFなど標準化を強力
PUSHし企業コントロールなどが
ある。
・我が国のOGC活用戦略（案）
　政府の支援により、日本の地位
確立、海外企業のコントロール、
国内企業の育成/国際競争力強
化を積極的に推進することが高
度に利活用するために解決すべ
き課題であり、国内においては利
用の分野別に産学官の意見交換
チームを設置することが必要であ
る。

プライバ
シー保護
のための
ルール
（個人情
報保護
法）

国や地方
等の連係
等

GPSの
データ
が無料
で開放
されて
いるた
め、多
少の付
加価値
がつい
ても一
般ユー
ザは有
償サー
ビスをり
ようしな
いと思
う。ベー
スとなる
地理空
間情報
は国が
責任を
持って
整備し、
サービ
ス提供
者が安
価（無
償）に使
えるよう
にしな
いとビジ
ネスとし
て成立
するの
は難し
いと思
う。

地理空間情報
などをより高度
に利活用する
ために解決す
べき課題
（技術開発に関
するもの以外。
制度、運用、組
織体制など何
でも結
構です。）

googlemapや
yahoo!地図な
どフリーのベー
スマップサービ
スは、一般
ユーザ向けコ
ンテンツサービ
スにとって有力
であるが、法人
など特定用途
向けの地図
サービスには
利用できない
ため、ベース
マップコストが
ハードルとな
る。
また、フリーの
ベースマップ
サービスを利
用した場合、
サービス全体
の性能やサー
ビスレベルが
特定ベース
マップサービス
に依存してしま
うことになる。
ベースマップ
フォーマットの
統一的な規格
により各地図
調整会社が
ベースマップを
配信すること
で、ユーザやコ
ンテンツプロバ
イダがサービ
スレベルやデ
ザインなどを好
みで自由に選
べるモデルが
確立できる。

コンテンツプロ
バイダが持つ
位置コンテンツ
の住所情報か
ら緯度経度を
マッピングする
必要がある
が、ジオコー
ディング精度
やコストが問題
となる。

1.　現状の課題（道
路上の位置表現方
法の確立）
我が国では、道路
名称や交差点名が
完全に付与されて
いない。
そのため交通事故
時等での現場位置
特定に際して通報
者/救急機関間の
共通言語が無い。
これまで火災、犯
罪等では「住所情
報=住宅場所位置」
に基づき、110/119
通報⇒緊急自動車
の現場急行⇒救助
等となるが、交通
事故では｢道路情
報｣を主体に運用
すべきと考えます。
しかしながら我が
国では、欧米に見
られる道路名や交
差点名等が徹底さ
れていません。
また、高速道路で
一般的なキロポス
トは、一般道路に
はありません。

2.　解決策(案）
ついては、以下事
項の推進を御願い
します。
①道路名、交差点
名の命名の徹底と
共に、道路上の位
置を特定する情報
の定義
②一般国民への認
知活動は勿論のこ
と、地図調整事業
者や消防/警察等
救急救助関係者へ
の普及推進を御願
いします。

　
以上

地理空間情
報の相互利
用を促進す
るための、
共同利用の
ための枠組
み作り。
（例えば、
パーソント
リップ調査
は、関連す
る公共機関
や民間企業
が集まって
協議会を設
置し、その
枠組みの中
で、調査を
実施してい
る。地下街
や観光地
等、官民の
領域が密接
に絡まる地
域やテーマ
について
は、そのよ
うな枠組み
を地方整備
局等が主体
となって作
成し、地理
空間情報の
提供のあり
方を検討す
べきではな
いのか）

アンケート回答　Ｑ３　高度に利活用するために解決すべき課題（技術開発以外）

情報を管理
する主体
（組織体
制、運用な
ど）をどのよ
うにするか

例えば、建
築部材の
地理空間
情報を利活
用を考えた
場合に、
・　工場に
おける部材
製造
・　トラック
などによる
物流
・　建設現
場における
物流
・　建設現
場における
施工管理
・　運用時
の維持管
理
・　廃棄段
階での管理
など複数の
主体が1つ
の部材がも
つ地理空間
情報を利用
することに
なるが、
・　情報の
管理
・　必要とな
る費用の負
担
などをどの
ように決め
るかが重要

ゼンリ
ン住宅
地図を
ベース
に配電
電柱、
送電鉄
塔の位
置情報
を付加
し、業
務に活
用して
おり、
現時点
で不具
合はな
い。

・手軽に
利用で
きなけ
ればな
らない。
・悪用さ
れそう
なデー
タと以
外の
データ
に分け
る。
・利用
者を特
定でき
るように
する。
（悪用
防止）
・1日何
回まで
何レ
コードま
でと制
限す
る。

国や自
治体は、
変なプラ
イドを捨
てる。
グーグル
にできる
ことは、
グーグル
にやって
もらう。
それこそ
産官であ
る。

１．自治
体間の
連携
２．測量
コストの
削減
３．航空
写真、
衛星画
像の積
極活用
による
地図整
備の促
進
４．プラ
イバ
シー問
題の社
会的合
意

衛星測
位につ
いて
１．シー
ムレス
化の推
進政策
と早期
実現
２．我が
国独自
の地域
測位衛
星群の
早期整
備（危
機管理
の観点
からＧＰ
Ｓのバッ
クアップ
が必
要）
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自らの現在
位置情報と
いうのは、
ケースに
よっては非
常に危険な
使い方（例
えばストー
カー等）も
考えられる
という点
で、クレ
ジットカード
情報等と同
様のリス
キーな個人
情報として
管理すべき
ものと考え
られる。そ
のため、真
に知るべ
き、知らせ
るべき相手
に限定して
自らの位置
情報を安
心して開示
できるよう
な技術、そ
のためのイ
ンフラの整
備に加え
て、個人の
位置情報
の不正利
用等を防
止するよう
な法整備
等が必要と
なるかもし
れない。

一番は、政
府の予算処
置により多
額投資を行
い地理空間
情報の整備
を行うこと。
　基盤地図
（大縮尺地
図の整備、
国土調査の
促進）の早
期整備

情報の
無料化
（いつで
も、どこ
でも、だ
れでも）
　・安価
で正確な
位置情
報の、提
供・入手
方法の
確立

シーム
レス測
位を行
うリソー
ス源の
インフラ
整備（屋
外は準
天頂衛
星、屋
内は
シーム
レス測
位に必
要な電
波源）
測位
データ
などの
標準
化、基
準化

画像処理・
解析技術と
測位技術の
融合に向け
た研究体
制。

環境センサ群を
設置することの
法的整備を欧米
と調整すべき。欧
州は自治体が認
可すれば環境シ
ステム（人の計測
など）の導入は比
較的容易だが、
日本は人通りを
計測するための
カメラシステムを
入れてもそのカメ
ラが違う目的（特
定の人をのぞき
見るなど）にも使
える可能性があ
ると、とたんに自
治体などがその
利用を否定的に
判断したり、法的
事件が起きた場
合はその利用目
的を厳しく精査さ
れるのが実情。

・地理空間情報などをより
高度に利活用するための
制度

　空間データの更新要因
は自然災害を除き、道路
や建物等の工事です。
　そして、それらを設計す
る場合、必ず、対象敷地
の測量は必須であり、現
在ではＲＴＫ（リアルタイム
キネマティックス）測量で、
緯度経度を計りますの
で、当然、設計の段階で、
道路や建物等の構成点
の緯度経度を採番出来ま
す。
　又、工事図面の精度は
１／１００～１／１０００で
あり、衛星測量や航空写
真測量より精度の高い情
報が得られます。
　よって、現在の公共測量
規定に、空間データの更
新要因となる工事で、そ
の工事の敷地をＲＴＫ測
量により取得した緯度経
度の座標を規準に、その
工事対象物である道路や
建物等の構成点に緯度
経度を割振った座標デー
タを、工事開始時に敷地
の規準点より、トランシット
測量で道路や建物の配置
図（屋根伏図は必要であ
れば配置図の測量結果で
補正）の構成点を確認し
た場合は、それらの構成
点を空間データの更新
データとして利用が可能と
する規定が必要と思いま
す。
　但し、個人宅の場合、空
間データの更新データの
対象は、セキュリティーを
考慮すると配置図、屋根
伏図、立面図、断面図の
みが対象と思われます。
　又、現在、Ｇ空間プロ
ジェクトでは、３Ｄの空間
情報の整備も検討されて
おりますが、その場合も
建物等の図面は利用が
可能となります。

個人情
報。
個人を
特定で
きる情
報を守
る事は
周知徹
底され
ていま
すが、
写真や
動画に
対して
の扱い
は正直
怖い
ところ
ではあ
りま
す。図
面の精
度が上
がり、
画像、
動画、
音声と
付け加
えて行
く度に、
個人の
特定が
容易に
なるよ
うな気
がしま
す。運
用前
に、ガ
イドライ
ンに
そった
保護方
針を徹
底して
おこうと
思いま
す。

・基盤地
図情法
に関す
る講習
会等を
開催し，
国だけ
でなく地
方公共
団体に
まで共
通認識
として定
着する
こと。
（地方公
共団体
では，ほ
とんど
認識さ
れてい
ないと
痛切に
感じる）
・地方公
共団体
が取得
した
様々な
空間情
報を基
盤地図
として提
供して
いくため
のメリッ
トを創出
するこ
と。

・整備構築
されたデー
タ（地形
図、各種主
題データ）
の知的財
産権の明
確化
 勉強不足
で申し訳ご
ざいませ
んが、著作
権、所有
権、使用
権・・・等理
解できてい
ません、明
確化され
ていないよ
うに思いま
す。

・データ配
布におけ
る無料化。
　先に課題
とした知的
財産権とも
関連し、公
共事業とし
て整備さ
れたデータ
は安価に
配布され、
利用される
べきと考え
ます。現状
自由に利
用できる
データは
少ないと認
識していま
す。

国内の
ほぼ全
域に広
がる
様々な
環境下
での農
地の基
盤情報
化。及
び基盤
情報化
された
農地に
おける
効率的
低コスト
のIT自
動農業
とそこで
活用さ
れるIT
自動走
行技術
の早期
の開発
と実用
化。そ
れらを
実現す
る強力
な政策
と制度
改正が
必要で
ある。

今までア
ナログで
対応して
きたこと
をデジタ
ルに置き
換えるこ
とを奨励
するた
め、新技
術を評価
し海外動
向を確認
し過去の
過剰ス
ペックを
訂正し、
世界標
準の地
理空間
情報に
関する基
盤技術
の利用
機会を作
ること。
「衛星測
位＋デジ
タルセン
サー」の
新技術
が利用
可能でビ
ジネスに
なるよう
なインフ
ラ整備や
Allication
が適用
可能な市
場を構築
するこ
と。

民間が
提供す
る地図
データと
国などが
提供す
る地図
データと
での
ギャップ
を解消
する必
要があ
り。
　１．デ
ザイン性
（一般市
民が地
図を見た
際のわ
かり易
さ）
　２．住
所情報
など位置
情報を
検索す
る上での
情報レ
ベルの
精度。
　※ゆえ
に国など
が提供
する安
価な地
図が活
用されな
いケース
が多々
ある。

・地理空間情
報の鮮度を
保つための
更新に関す
る、仕組みの
高度化（体
制・規則
等々）
　－国・地方
自治体・民間
の役割分担
と重複更新
の排除
　－ＣＡＬＳ成
果の利用（本
来ならば、完
成図面＝最
新の現況だ
が、完成図
面のレイ
ヤー構成で
はそのまま、
空間情報
データとして
使用できな
いのでは）
　－上記の
ための規則
つくり

均一で高
精度の
地理空
間情報
の整備
があって
始めて高
度な利活
用が可
能となる
と考え
る。

収集した情報
の整理とメン
テナンスの仕
組みが肝要と
思います。

ひとくちに
地理空間
情報と
いっても、
その内容
はマーケ
ティング、
土木、農
業、資
源、観光
などその
範囲は多
岐にわた
る。測量
会社は
ベース
マップ（地
番、道路
データ等）
や農業土
木系の
データを
作成する
ことには
長けては
いるが、コ
ンシュー
マ向け
GISやロ
ジスティッ
ク、化学
分析、医
療といっ
た異分野
への参入
は容易で
はない。
GISの市
場は拡大
している
が、対応
できる質・
量ともに
分野は限
定されて
いるとい
わざるを
得ない。
単独の会
社だけで
は殊更に
限定され
る。

これまで地
理空間情報
は位置情報
に限られて
いた。それを
所有権、利
用権などリ
ソースの社
会的価値
交換できる
ようにするこ
とで、人間・
社会に優し
いポストICT
社会が実現
できる。
（１）偏在す
る多様なリ
ソース・メタ
データの記
述標準
（２）リソース
の価値計量
化技術
（３）多様なリ
ソースとその
価値の可視
化とマッチン
グ技術
（４）社会関
係を誘発す
るリソース交
換インセン
ティブ設計と
評判流通技
術
（５）インセン
ティブの蓄
積・管理・経
済的価値な
どへの変換
技術
（６）社会的
価値交換の
制度設計

１．国ま
たは地
方公共
団体が
作成した
地理空
間情報
の２次加
工・再販
の規制
緩和等
に関す
る、具体
的な方針
の策定
（説明）と
実施に
関する取
組。

個人情
報の保
護
　このシ
ステム
が発達
すれ
ば、各
個人の
位置情
報の管
理が可
能とな
る可能
性が
る。例
えば防
犯、勤
務管理
などの
メリット
は大き
いが、
個人の
プライ
バシー
どう守
るかは
大きな
課題で
あると
思われ
る

　制度
的には、
社会資
本整備
を担当
する部
局が連
携し、国
民の視
点に立
ち、”見
える化”
を基本
とした社
会資本
の整備・
管理・運
用を一
本化し
た体制
を構築
する必
要があ
る。特
に、ア
セットマ
ネジメン
トの観
点から
も、社会
資本の
管理部
門だけ
でなく、
財務部
門も参
画した
一体組
織とする
ことが重
要であ
る。当
然、産
学官民
の連携
や、国
際的な
取組み
を図る
必要が
ある。
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地理空
間情報
を屋内で
利用す
るため、
フェムト
セル構
想との融
合が必
要で、こ
れらの
総合的
システム
構築が
必要と考
えられま
す。

・地理空
間情報に
関する学
校教育・・
データ
ベースセ
ンターの
構築・各
アルゴリ
ズムの開
発とその
運用・地
理空間情
報に関す
る学校教
育・デー
タ構築、
更新、維
持管理す
る企業育
成等。

地名辞書
など、言
葉と位置
座標の対
応を示す
ものを、
より一般
が利用で
きる環境
が必要。

地理空間情
報の適切な
使用につい
て、法制度に
ついて解決す
る必要があ
る。
情報の利活
用にはDRM
などの権利の
問題、コンテ
ンツ流通の際
の小額決済
のシステムが
必要になる
個人の場所
情報や行動
履歴は強力
だが適切に
扱わなけれ
ばならない。
個人情報保
護の観点から
のガイドライ
ン整備が必
要

地理空間
情報の利
活用を推
進するた
めの、組
織横断的
な体制。
業界関係
者だけで
はなく、一
般に広く
普及する
こと。

本実験で
は、マル
チメディ
ア放送企
画で計画
している
放送シス
テムの実
験局を使
用するこ
とを考え
ている
が、実証
実験の
計画が
遅くなる
と、マル
チメディ
ア放送企
画の本
免許での
実験とな
るため、
チャネル
使用料
が発生
する。

１）地理
空間情
報の
データ
ベース
の標準
化（色々
なメーカ
が参入
しやす
い一般
に利用
可能な
データ
ベース
構築が
必要）を
進める
組織、
委員会
の設置
および
一般へ
の認知
活動
２）色々
な情報
が更新
可能な
データ
ベース
システ
ム（建
物、道
路、ビル
内に存
在する
店、映
画館、
施設等
の更新
が可能
なデータ
ベース
システ
ム）を管
理する
組織の
設置お
よび運
営、維
持

地理空
間情報
に関す
る基礎
的な知
識につ
いては、
学校教
育の中
で学べ
るような
制度を
つくるこ
とが必
要では
ないかと
思いま
す。

林業行
政、林業
技術者
に対す
る地理
空間情
報の活
用推進
体制の
強化が
必要と
考えられ
ます。

ユーザが簡
便にまたは無
意識のうちに
利用できる、
測位結果を
検証できる設
備として、イ
ンテリジェント
基準点や
IMESを組み
合わせた日
本独自の位
置情報校正
手段。
空間情報が
正しくても、
ユーザ位置
が誤差を持っ
ていれば意
味がない、ま
た補強信号を
利用しても、
様々な要因
で位置を誤っ
て取得してし
まう可能性が
あり、その誤
りに対して速
やかに（かつ
ユーザが無
意識なうち
に）校正する
技術・設備が
必要。

高度な利活用技術を有す
る人材を官学民に育成す
る．

・地理空間情報の活用につ
いて，最新のハード，ソフト
を使って，企画立案，アプリ
ケーションの作成と実装，
システムの利用が出来る
人材を需要に応えうる人数
確保する．現状では自己学
習または所属組織内での
技術習得しかできず，最新
の教材，教育する人材，場
所，設備も極めて少ないよ
うに思う．

新しい社会基盤としての位
置づけを明確にし，従来の
業務に置きかわってハー
ド，ソフトを維持，更新，リ
ニューアルできる体制を作
る

・基本法，基本計画におい
て地理空間情報は社会基
盤として位置づけられてい
る．本来社会基盤は，人々
の生活や産業活動になくて
はならぬものとして，常に
サービスを提供し，この機
能が一時的にもマヒすると
社会混乱を伴うレベルのも
のが社会基盤であると考え
る．高度利活用が進めば
生活，活動に極めて有用
な，なくてはならぬものとな
る．そのためには従来の
サービスと比べて格段の付
加価値をもたらすものでな
ければならない．
また，情報技術は急速に
発展しているので，陳腐化
しやすいが，一方で，最新
技術を維持管理の各時点
で導入可能な特別な基盤
であるので，機能高度化を
ともなう維持管理を実現す
ることができる．常に社会
活動の進化に追従させる
社会基盤を維持発展させ
るという位置づけとすべき
である．

アプリ
ケーショ
ンの利
用等、
活用す
るため
に必要
な費用
を安くす
る事。

地理空
間情報
を利活
用する
ために
必要な
各種法
制度の
見直し
が必要
であるこ
とが重
要課題
と認識し
ていま
す。既
に著作
権や個
人情報
に対す
る検討
等開始
されて
います
が、公
的機関
におけ
る法定
図書整
備にお
ける地
理空間
情報の
利活
用、民
間にお
ける地
理空間
情報利
活用ビ
ジネス
に必要
な法的
根拠を
広く洗う
必要が
あると
考えて
います。

・地理空間
情報として
扱う内容
（データ）は
広域に及ぶ
と考えられ
るので、各
分野で取り
扱うレベル
を区分する
などした方
がよいかも
しれません
（既にそう
なっている
のであれ
ば、勉強不
足で申し訳
ありませ
ん）。

・砂防、河
川、道路、
港湾など、
各分野でど
のような空
間情報を必
要とするの
かについて
は、それぞ
れ異なると
思います。
もし、共通
的な部分が
あれば、そ
こは早急に
取り組むべ
きと考えま
す。

・軍事面や
テロ対策と
いった場
合、どこま
での情報公
開を許容
し、セキュリ
ティー対策
するかにつ
いては、慎
重な議論が
必要だと思
います。

GISの
上にさ
まざま
な情報
を載せ
ること
が可
能であ
るが，
こうし
た情報
がどこ
にどの
ような
形で存
在する
のか，
という
点につ
いては
体系
的に整
理され
ていな
い．とく
に，官
公庁
が保
有する
大量
の情
報につ
いては
その傾
向が
強い．
こうし
た情報
の交
換
フォー
マット
を定
め，流
通を促
進する
ことが
必要だ
と思わ
れる．

今後、
急激な
経済
変化
や人
口の
減少に
より、
街その
ものが
大きく
変化す
るもの
と思わ
れま
す。時
系列に
よる基
盤図
やそれ
らに関
する属
性情
報が
データ
ベース
として
ある
と、未
来の
シュ
ミュ
レー
ション
などに
有効
的に使
用でき
るの
で、時
系列
の地
理空
間情
報の
管理
が課
題とな
ると思
いま
す。

地理空
間情報
の継続
的、効
率的な
更新を
実現す
るに
は、土
地など
の空間
につい
ての変
化情報
を捕捉
すること
が必要
となる。
その変
化情報
に関す
るメタ情
報（い
つ、どこ
で、何
ができ
たか／
無くなっ
たか
等）が、
国、都
道府
県、市
町村、
民間企
業から
提供さ
れ、流
通する
よう、公
的な
ルール
（できる
だけ拘
束力の
ある仕
組み）
が策定
される
ことを
期待す
る。

今後も
ユー
ザー側
へ関連
する情
報の提
供をお
願いい
たしま
す。

１．地籍調査の成果などの基盤地図情
報における活用
地理空間情報として活用できる情報は
多くの異なる機関・組織が取得してお
り、これらを統合して活用し、測量や
データ生成の無駄を省くことが必要。特
に、国土地理院が管轄する基本測量・
公共測量によるデータのほか、地籍調
査により得られた情報、土地家屋調査
士などによる地積測量図のデータなど
は、基盤地図情報として活用すべきであ
ると考えられるが十分でないと思われ
る。地籍調査には年間約300億円の費
用が投じられており、この成果を基盤地
図情報として活用することで基盤地図情
報の整備の加速と全体の効率化、およ
び地籍調査の保進を図るべきである。
２．測量に関する法規類における衛星
測位の早急な適用拡大と関連産業の適
応・育成
測量は国家の基本となる土地の位置と
形状を決めて財産権や国境を画定する
根拠となるものであり、法律・規則など
によりその手順や精度などが規定され
ている。このため、新しい技術や仕組み
を導入するには、法律・規則の更新・整
備が必要となり、技術の進歩にこれらが
追いつかない状況が発生する。また、法
律・規則が長期間固定化するとこれに
基づく産業構造や既得権益が発生し、
新しい技術の導入に際しこれらに対す
る調整が必要となる場合がある。衛星
測位は従来の測量技術に比してきわめ
て大きな技術進歩であるため、法律・規
則の整備には相応の作業が必要であ
り、産業構造などに対し一定の影響を及
ぼす可能性もある。しかし、すでに、衛
星測位によらない従来の測量技術だけ
では国土を適正に管理し、空間情報社
会に対応するためには不十分なことは
明らかである。衛星測位の広範な適用
に必要な法規類の改定を速やかに実施
するとともに、関連の民間産業の適応と
育成を図り、衛星測位を国家測位インフ
ラとして十分活用して空間情報社会を構
築する体制を作ることが必要である。
３．主官庁による開発の方向付け
上記のように、空間情報社会を構築す
るためには、欧米のように国策として衛
星測位及び測位補強技術の普及を図る
とともに、主官庁によるシステム開発の
方向付けが必要と考える。また、標準化
により関連製品の生産コスト、利用者の
コストの低減を図ることが必要である。

・地理空間情
報の蓄積・管
理に関する
ルール
今後は、官民
双方の地理
空間情報が
流通すること
が予想（期
待）されます。
例えば、誰か
が作成・更新
した地理空間
情報を活用
し、更に付加
価値を加え新
たなサービス
を提供するこ
とがより頻繁
に行われるこ
とになると予
想されます。
このような社
会において、
地理空間情
報がどのよう
に蓄積・管理
されるかの
ルールが今後
重要な課題に
なります。例
えば、蓄積・
管理される形
態は、一極集
中ではなく分
散環境であっ
たり、分野ま
たは対象とす
る地理空間情
報の種別に
よって、蓄積・
管理形態が
異なります。こ
のような状況
下において
は、これらの
蓄積・管理に
対しルール化
をすることで、
地理空間情
報の流通がよ
りスムーズに
普及すると考
えられます。



069 070 071 072 073 074 078 080 081 082 083 084 085 087 088 090 091

人材育成
①基礎的な空間的思考力育成(学校教育におけるGIS教育の充実)
　社会科[小中学校]や理科、高校地理や高校情報でGISや地理空間情報
に関する基礎的知識や空間的思考力を育成することが重要。現在の教科
書はGIS・地理空間情報に関する内容が少ない。　ハザードマップを理解で
きる能力は、少なくとも学校教育で育成する必要がある。
　地図と電子地図の違い[縮尺から入力精度]、地物の意味、基盤地図情
報、地理空間情報活用推進基本法なども教科書の中に記載すべきであ
る。
  地域のGISセンターの機能の一つとして学校教育をサポートする必要が
ある。
  学校におけるGIS利活用環境の充実、
②地方自治体のGIS教育の充実
　自治体職員のGIS研修をNPO、大学と連携して実施する必要がある。
　地理情報標準の理解や仕様書作成指導など、地理空間情報に関する研
修が必要
③NPO、大学と連携した地域でのGIS研修へのサポート体制の充実
　大学の施設を有効利用し、地域のGIS研修をNPOと連携して実施する体
制への国のサポート[立ち上げ時の実証実験など]
④GIS上級技術者(学会連携による資格制度)に関しては、国際的なGIS技
術資格制度への移行も視野に入れているため、国が指定するライセンス
ではない。　技術者・大学関係者だけでなく、政府関係者・地方自治体職
員も積極的に取得するような風土づくりが必要。　海外では、政府・自治体
関係者もGISの専門資格を取得している場合が多い。

国と地方自治体の連携の強化　GISや地理空間情報に関する部署や係が
必要
特に基盤地図情報の整備に関しては、国と地方自治体との連携は重要で
地方自治体にGISや地理空間情報に関する部署や係が必要である。基盤
地図情報の更新は、地方自治体の各事業部書からの測量成果を使用す
るため、基盤地図情報を抽出し、地理院のサーバーとのオンライン提携業
務が発生する。また、GIS・地理空間情報利活用に関する基本計画策定を
地方自治体の責務として実施するための体制づくりのためにも必要であ
る。

地名に関する標準化とジオコーディングデータの整備そのための地名に
関する地名辞書の作成(地理情報標準に準拠)、
　日本の住所体系は、欧米とはことなるため、ジオコーディングが難しい。
イギリスでは、BS7666という地名の標準化が行われ、米国でも委員会を構
成して標準化作業を実施している。地名に関する応用スキーマを政府とし
て整備し、標準化する必要がある。いわゆる地理情報標準でいう地名辞書

地方におけるGISビジネスチャンスの拡大が必要。そのためには、地方にあ
　GISビジネスは、地方で公共事業に依存してきた建設測量企業がGIS技術

・若手研究員
と議論しまし
たところ、GIS
関係は自ら壁
を作って孤立
しているよう
に見えるとの
声がありまし
た。他のITC
分野と広く交
流して社会の
要請にこたえ
るサービスを
実現する取組
が重要ではな
いでしょうか。
・携帯電話を
端末として位
置情報サービ
スを活用する
ケースが多い
ので、シーム
レス測位（建
物内や地下だ
けでなく山の
中の圏外など
も）やバッテ
リーの長時間
化など携帯電
話の空間情
報活用機能
強化策を企業
任せにせず、
技術開発支
援、サービス
化支援をする
ようなことは
考えられない
でしょうか。

・研究開発
マップイメージ
は例としては
十分ではない
でしょうか。複
数省庁連携
施策あるいは
連携研究開
発に優先的に
予算をつける
ような配慮が
あると省庁の
壁が低くなる
かもしれませ
ん。

空間基
盤デー
タや電
子基準
点なの
情報
は、国
家資産
と位置
づけ管
理局を
創設
し、一
元管理
すべき
であろ
う。ま
たWeb
サービ
スの提
供元を
増やす
必要も
ある。
いずれ
にせ
よ、国
家レベ
ルの意
思決定
となる
であろ
う。

人材育成と産学のG
空間情報研究拠点の
整備

　G空間情報を利用し
たサービスを提供する
事業者は情報技術の
進歩や利用者の嗜好
の変化、企業間競争
などに対応するため
に絶えず研究・開発投
資を継続する必要が
ある。しかし、中小企
業も少なくなく、より長
期の視野に立った研
究・開発や人材育成
を進めることは困難な
場合が多い。そこで、
大学の研究センター
にそうした企業の研究
開発をより容易に進
められるような環境
（データやサービス、
実験空間の無償・廉
価な提供。研究者か
らのアドバイスなど。）
を構築して企業からの
人材を受け入れること
で、研究･開発をより
効率的に進めるだけ
でなく、人材育成をも
効果的に進める。特
に、実世界の空間情
報に関する技術や方
法論・理論の開発を
飛躍的に推進するた
めには、多量・多様な
空間情報を実際に処
理･利用し実践を通じ
て磨いていくことが不
可欠である。そこで多
量･多様な空間情報か
らなる大規模な共同
研究「デジタルフィー
ルド」とそれを支える
拠点的な研究セン
ターを整備・拡充し、
上記のようなニーズに
応える必要がある。

地
図、
情報
を自
由に
取り
扱う
こと
ので
きる
プ
ラット
フォ
ーム
技
術。

ユー
ザー
の過
去の
行動
履歴
や、購
買活
動を
利用
するこ
とに対
する、
個人
情報
利用
に関し
た許
諾を
得る、
法的
根拠。

・民間が作る製
品に対する品
質評価または
認証の仕組み・
体制
公共分野にお
いては、公共測
量作業規程（準
則）に従い、製
品仕様書の作
成や品質評価
理およびメタ
データの作成
が義務付けら
れているが、民
間の作成する
製品に対する
効力はありま
せん。
しかし、今後
は、公共分野
だけでなく、民
間分野も含め
た地理空間情
報の流通社会
を実現すること
が期待されま
す。そのため、
民間のつくる成
果のスペックが
明確になるた
めの仕組みま
たは体制作り
が必要と考え
ます。

地域の情
報発信を
目的とし
て、該当
地域へ旅
行する人
の旅費･
滞在費の
一部を地
方自治体
が
支援する
事はでき
ないか。

該当地域
を訪れて
地域観光
情報を検
索した人
に、何ら
かのイン
センティブ
（ポイン
ト）を
付与して
更なる観
光需要を
増大させ
る仕組み
を導入で
きない
か。

調査した
情報を提
示する
WEB用の
サーバー
は各地の
観光課が
用意す
る。
一定の要
件を見た
した情報
であれ
ば、無償
でこの
サーバー
上に置い
て情報発
信が
できるよう
にする。

・データ
には、セ
キュリ
ティに配
慮する
すべき
ものも
含まれ
ることが
予想さ
れるた
め、セ
キュリ
ティに配
慮した
管理体
制が必
要。

個人
情報
の使
用
ルー
ルの
整備
によ
る保
護と
利用
の両
立

均一
で高
精度
の地
理空
間情
報の
整備
が
あっ
て始
めて
高度
な利
活用
が可
能と
なる
と考
え
る。

今まで
アナロ
グで対
応して
きたこ
とをデ
ジタル
に置き
換える
ことを
奨励す
るた
め、新
技術を
評価し
海外動
向を確
認し過
去の過
剰ス
ペック
を訂正
し、世
界標準
の地理
空間情
報に関
する基
盤技術
の利用
機会を
作るこ
と。「衛
星測位
＋デジ
タルセ
ン
サー」
の新技
術が利
用可能
でビジ
ネスに
なるよ
うなイ
ンフラ
整備や
Allicati
onが適
用可能
な市場
を構築
するこ
と。

地上
レーザ
測量の
公共測
量マニュ
アル等
の整備

●建設データと測量データ
の統合データベース作り

①地下空間管理のための
データベース作りが、シー
ムレス測位環境整備と並行
して必要である。

②「ITによる設計、施行から
維持管理までの一貫システ
ム」を考えると、データの蓄
積に関して、施工時に取得
した情報を維持管理に利用
するために、設計データ（Ｓ
ＸＦ形式など）のＧＩＳへの取
り込みに関する検討、標準
化が必要である。

③「道路空間の共有管理
サービス」を考えると、現場
では断面図なども利用され
ており、深さ（高さ：上空を
占用している場合もあるた
め）情報も必要である。ま
た、現場でのメンテナンス
時に、位置情報を修正した
い場合があり（ｅｘ図面が古
く、電柱の位置が違ってい
る場合など）、現場からの
図面修正のための無線環
境などが必要である。さら
に、道路工事の時期を調整
する場合などに、通行止め
による影響の把握のために
道路ネットワークデータ、交
通量などからのシミュレー
ションが必要である。

④建設データを確実に収集
するために、建設データを
含めたPOI情報作成、メン
テナンスの義務化をPOI保
有者に課す制度を作ること
も有効ではないか。POI保
有者は、自分のPOI情報を
魅力的に整備することで、
認定されたPOI情報流通の
しくみにより顧客を誘導する
などのメリットを得ることも
できる。POIデータを第三者
が測量などにより勝手に作
成することが、著作権の問
題や個人情報保護の問題
の原因の１つになっている
と考える。

地理空
間情報
データ
を登
録、精
査する
組織体
（管理
人）が
必要。
データ
につい
ては、
種類に
よって
管理方
法を事
前に決
める必
要があ
る。
鮮度管
理を行
い、一
定時間
経過し
たら削
除した
り、継続
的に履
歴管理
したり、
保存し
たり･･･
等をコ
ントロー
ルす
る。
（TTL：
Time to
Live い
つまで
生かす
か　とい
う考え
方）

開示され
ている資
料では，
期待され
る効果とし
て　行政
の効率化
カ，国土利
用，整備，
保全，　安
全安心，
国民生活
の利便性
向上，弱
者保護の
強化　な
ど，確かに
大変重要
で効果の
ある内容
であると思
いますが，
国民の
日々の生
活の中で
有効性を
実感でき
ることでア
ピールす
ることも重
要と感じま
す．　ネガ
ティブな部
分を補うと
いう視点
（これの重
要性は十
分に理解
しておりま
すが）だけ
ではなく，
楽しみに
繋がるも
のを組み
入れ，
日々の楽
しく役立
ち，いざと
いう時にも
役立つよう
な仕組み
がいいよう
に思いま
す．

企業の
特殊事
情により
技術的な
開発が
可能でも
情報共
有に大き
なハード
ルがあ
る。個人
情報・企
業情報
の共有
がどの程
度開示
可能か
検討を必
要とす
る。
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道路の
共通位
置参照
方式、高
精度デ
ジタル道
路地図
は、道路
や道路
施設を
維持管
理する
官と、情
報を利
用する
民間、さ
らに、そ
の技術
を研究
する学
の連携
が必要
となる。
産官学
が連携
してを推
進する
体制が
必要とな
る。

また、道
路の共
通位置
参照方
式、高精
度デジタ
ル道路
地図は、
空間情
報サー
ビスを行
う上での
基盤とも
なるの
で、その
継続的
な運用も
必要とな
る。
したがっ
て、継続
的な運
用を行う
ための
体制、制
度が必
要とな
る。

　阪神高
速では距
離に応じ
た課金が
行えるよ
う、すべて
の出入口
にＥＴＣの
アンテナ
が整備さ
れている。
したがっ
て、技術
的にはＥＴ
Ｃ車両１
台ごとに
高速道路
上のＯＤ
（起点→
終点）をリ
アルタイ
ムで把握
することが
可能であ
る。　一方
で車両情
報を料金
徴収以外
の目的で
利用する
ためのガ
イドライン
が未整備
である。
　社会的
な合意を
得つつ、Ｅ
ＴＣの車両
情報を活
用すれ
ば、利用
者が欲し
いときに
欲しい情
報（従来よ
りも精度
の高い道
路交通情
報や目的
地周辺の
情報など）
の提供が
可能にな
ると思う。

半自動
運転シス
テムのた
めの法整
備

・お客様の利用
するサービスに
ついて、現時点
ではニーズが限
定的であると考
えます。
  お客様が端末
借受や操作をし
てまで、情報の
取得を希望され
ない場合が多い
こと、
　百貨店は取扱
商品が多いた
め、お客様が必
要とする情報が
十分提供されな
いこと、
　が上げられま
す。
　
・百貨店として
も、設備投資、情
報メンテナンス等
の負担と効果を
比較した場合、
　十分なメリット
がなく、利用が加
速しない状況に
あります。
　
・また、在庫管理
に活用する場合
は、取引先とのシ
ステム連動が不
可欠であり、
　取引先が多く、
またその規模が
様々である場
合、インフラを整
えることが困難で
す。
　
・例えば、ＥＴＣシ
ステムや会計時
のＰＯＳシステム
など、
　既存システムと
連動して稼動さ
せていくことで、
操作負担や、経
費負担を軽減し、
利用促進を
　図る必要がある
と考えます。

個人情報保
護法の運用
ガイドライン
を策定し、
災害時にお
いてプライ
バシーに関
係する情報
などを適切
に情報共有
できる標準
的仕組みや
手順を示す
必要があ
る。

ＩＴ・ロボット技術を
活用した食料生産
技術の開発に向
けた試験研究に本
格的
に着手する必要が
ある。特にロボット
の開発・普及には
技術的問題にとど
まらず、
制度の整備も重要
な課題となる。ロ
ボットの安全性評
価とガイドラインの
策定、
社会的受容形成
の検討も必要であ
る。また、個々の
技術の実用化に
対しては構造
改革特別区域制
度、市場創出支援
事業なども視野に
入れなければなら
ない。また、
安全性確保ガイド
ラインやロボットシ
ステムを最大限有
効活用できる生産
経営
基盤も検討しなけ
ればならない。特
に水田作、畑作な
どオープンフィー
ルドで作
業を行うロボットに
は、安全性の問題
を抱えているもの
もあるので、行政
主導に
よる制度の整備な
くして普及は困難
である。すなわち、
社会フィールド実
証実験
は、企業―研究機
関―行政―農業
者（市民）の連携
により実行され、
社会的コン
センサス形成に資
する重要なものと
なる。

位置認証技
術を広く運用
できるための
測量法の改
正、ないしは
制度的な棲
み分けの整
備が必要と
考えられる。

No.101はGNSS利用分野の具体的事例の紹介であり、本表では割愛した。　　　　　　　　　　　　　　　2009/2/26
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日本3次元
GIS用クリ
アリングハ
ウスの構
築
何といって
も必要な
のは地理
空間情報
の精度、網
羅性、信頼
性である。
いくらデー
タがあって
も信頼性
のない
データは
使えない。
精度は高
ければよ
いというも
のの、むら
があっては
何にもなら
ない。国土
地理院で
公開され
ていた数
値地図
25000の鉄
道駅が同
じ駅で6箇
所も存在
する場所
があり、ど
れを使え
ばよいか
わからない
ということ
があった。
また、地図
として使う
ためか。実
位置との
ずれが30
ｍまで許さ
れている
が、どの部
分がずれ
ているの
かが分か
らなければ
精密な応
用には利
用できな
い。

世界
各国
で利
用す
る場
合の
言語
の
壁。
各社
が開
発す
るGIS
シス
テム
の
デー
タ互
換
性。
使用
目的
に応
じた
デー
タの
求め
られ
る精
度の
確
立、
それ
を構
築す
る
ルー
ルの
確立
等


